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混乗船と異文化の密

法醐欝二品即応　憲明

　外航海運は「空洞化」現象のパイオニアで

あり、他産業に先駆けて船舶のFOC化、外

国人船員との混四四を進めて参りました。こ

の「空洞化」は世界経済が地球規模で統合、

一体化され、相互依存関係が構築されるグロ

ーバル化の過程であり、今後とも為替の水準

如何でスピードに差が生じることはあっても、

その展開の方向には変わりがないと思われま

す。

　現に邦船各社とも本社機能の海外シフト、

海外代理店の自営化、日本人配乗のさらなる

少数化、外国人船員のフル配乗化へ向けて懸

命の努力を致しております。これは船型費の

削減を図るリストラ策であるとともに、世界

的規模で今後成長の見込まれる三国間物流へ

の参入を目指す企業努力の一環でもあります。

　混乗化の進展に伴い、各社の運航船に占め

る外国人船員の配乗率は80％に達し、その主

力も今やフィリピン人にとって代わられまし

た。混乗船運航面での課題としては、海技力

格差の是正、意思疎通の円滑化、ロイヤルテ

ィーの確保等が挙げられますが、特に日本人

乗組員を悩ましているのは外国人とのコミュ

ニケーションの問題であります。狭い船内で

異なった文化をもつ乗組員集団が長期にわた

り、共同生活、共同作業を営むことになるわ

けであり、外国人乗組員との意思疎通の欠如

や相手方の言語、食習慣はもちろん、物の考

え方、行動の仕方、感情の表し方等文化全般

に対する理解不足は各種の船内トラブルの原

因となり、場合によっては、海難事故にもつ

ながることも懸念されます。

　混乗船の管理主体が日本人側であるだけに、

われわれの側からいわゆる「文化の壁」の解

消に向けて積極的な対応が望まれます。各社

が実施している異文化対応研修や語学研修は

この方向に向けた努力として評価されます。

と同時に解決に速効性の期待しがたい問題で

もあるだけに、船員の教育養成機関でのカリ

キュラムの見直し、語学教育の強化、業界内

の関係教育機関での補強措置など幅広い対応

策も検討に値しましょう。今や外国人船員の

協力なしには、良質の海上輸送サービスの確

保が難しくなっており、われわれは「自己文

化中心」の発想を捨て異文化理解、異文化と

の共存に向けて真剣に取り組まねばならない

と思われます。
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第3回日台船主協会会談、開催される

　日台両国海運界の一層の友好関係構築を目指

し、1991年より開始された題記会談は、1992年

7月の第2回に引き続き、1995年10月16・17日

の両日、日本側がホストとなり、当協会本部で

開催された。会談には、当協会から新谷会長を

はじめ9名、台湾船主協会からは林会長以下8

名が出席した（資料1参照）。

　会談では両国の現状と展望、EU・米国にお

ける海運政策などさまざまな問題について、率

直かつ建設的な意見交換が行われた。両協会は

今後もこの会談を継続していくこととし、次回

会談を1997年に台湾で開催することが合意され

た。会談で採択されたプレス・リリースは資料

2のとおりである。

生田　正治　大阪商船三井船舶社長

　　　　　　（当’協会副会長）

堀　　憲明　ナビックスライン社長

　　　　　　（当協会副会長）

伏見　清喜　昭和海運社長

　　　　　　（当協会副会長）

坂田　　昇　日本郵船副社長

　　　　　　（当協会河村副会長代理）

増田　信雄　当協会理事長

前川　弘幸　川崎汽船経営企画部副部長

　　　　　　（当協会会長秘書）

園田　裕一　当協会企画調整部国際渉外

　　　　　　チームリーダー

小尾　進一　当協会国際渉外チーム係長

〔資料1〕

　　　第3回日台船主協会会談出席者

日本　新谷　　功 1崎汽船社長

（当協会会長）

台湾　林　省三　長榮海運董事長

　　　　　　　（台湾船主協会会長）

　　　許志勤新興航運董事長

　　　　　　　　（台湾船主協会常務理事）
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陳　清治　萬海航運副旧事長

許昭義長榮海運絡纏理

李孟目立榮海運総経理

陳　卿賢　達和世運総計i理

盧　瞠目　陽明海運総経理

許洪烈台湾船主協会事務局長

〔資料2〕

　　　　第3回日台船主協会会談

　　　　　プレス・リリース

1．第3回日台船主’協会会談が、10月16日、東

京で開催された。これは、1992年の第2回会

談（於：台北市）に続くもので、友好的な雰

囲気の下、率直かつ建設的な討議が行われた。

会談出席者は添付のとおり（資料1参照）で

　あった。

2．会談では、基本的に拡大基調にある世界経

済の中で、アジア地域が世界経済の牽引車と

　しての役割が期待されていること、およびそ

　の中で両国が共存共栄による一層の発展を目

　指していくことが確認され、両国海運界の友

　好関係をさらに密接なものと

　していくことが合意された。

3　世界の海運情勢および両国

海蓮の現状と将来について率

直な意見交換が行われた。

4　トレードの安定化について

　は、定期船・不定期船分野を

問わず、現在の最重要問題の

　一つであること、および責任

　あるアジアの大手船主として、

　本問題について相応の責任が

両船主協会の会員船社によって公正に分担さ

れていくことの重要性が認識された。

5．さらに、最近のEU海運競争政策について

意見が交換され、関連規則の適用に際しては．

船社活動の実態を踏まえ、弾力的な取扱いが

　なされるよう強い希望が表明された。また、

米国の1984年海運法改訂法案に対する重大な

懸念が表明され、今後も事態の推移を注視し

　ていくことが合意された。

6　また、STCW条約改正と航行の安全、阪

　神大震災後の神戸港の復興状況、および台湾

　オフショア海運センターなどの諸問題につい

　ても活発な意見交換が行われた。

7　最後に、今回の会談が、両協会の関係をよ

　り一層深める上で実り多いものであり、また、

　共通の海運問題についての率直な意見交換の

　場として極めて有意義なものであったことが

　確認された。両協会は、今後も本会談を継続

　していくこととし、次回会談は1997年に台湾

　で開催されることとなった。

Q

▲第3回日台船主協会会談出席陣
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聾轟。艦　　灘。》慰1門門￥一門留懇》蒙：饗訊ず興野㌦鞠斜ず豪男

轟藻罪攣毫西廻垂佐々木誠治

預血融融耕げ盛盛馬籠愚羅話説馬響轟凸面『読轟

寵秘・

ζ．．．㌧1

聾；酒．

t冊

‘㌔

ゆヘロ　；．補
ドマじり　
虻．ﾞ

＿．画
親」

勲
『ゴ．忌

％
　臨

　本稿は、先般10月24日・25日の2日間、神戸大学

の滝川記念学術交流会館で開催された日本海運経済

学会第29回大会の1日目の最終段階で“会長講演”

として行われた、同学会の佐々木誠治会長の講演「国

家と海運」をまとめたものである。

問題提起の動機

　今回、国家と海運というようなことをテーマにお

話ししょうと思った動機について言いますと、私は

いつでも国家と海運は、少なくとも、日本では一体

的な関係があると考えています。すなわち、持ちつ

持たれっという思想が前提になって議論が進んでい

るように思えます。人それぞれ流に勝手な解釈で国

家と海運の問題を考えたりしますが、私は、国家と

海運はこんなものではないかという観念を決めた上

で議論を進めているわけです。皆が同じ考えで国家

と海運はかくあるべし、だからこうすべきとか、あ

るいはこうであったらいけないなどと言っています

が、かねがね私はこのことを反省するときに、どう

も実際は、皆が同じような理解でしゃべっているの

ではないと思うのです。

海運の自由

この海運の自由という問題について海運業界人で

あれ、あるいは、海運学者であれ、海運というもの

は常に自由でないといけないと海運関係者の誰でも

が言います。これは一つの考え方なのですが、もう

一方で特にわが国では国家と海運の利益が一致する

のだから、海運の発展のためには国家が櫨卜しない

といけないし、国家の発展のためには海運の力がな

ければならないと、こういう二つのことを言います。

　ところが、そうかなと私も今まで思っていたわけ

ですが、この課題である国家と海運のことを本気に

なって一度考え直そうとなったら、海運の自由とい

う考え方と、国家の発展と海運の発展とが本来一致

した事柄であるとでもいいますか、相互持たれ合い

の関係とでもいうべき考え方との問には相当な矛盾

があると言わなければなりません。その点を皆さん　爪

にも訴えて、今ちょうど学会では「21世紀の日本海

運」ということをテーマにしておりますので、将来

を考える場合に、日本では国家と海運の問題につい

てはどういう角度で考えなければいけないかという

ことを議論していただきたいと思ったのです。少な

くともわれわれ学者なり、あるいは、日本の海運界

を指導し引っ張っていこうとされているような方々

は、大体一緒の認識や理解で進む必要があるのでは

ないかと思います。したがって、皆さんでもう一遍、

　「海運と国家のあり方」はどうあるべきかというこ

せんきょう　平成7年11月号



とを考え直し、整理してから、進むべきではないか

というのが、私の講演の出だし部分となる事項の発

端となるべき点です。

　今、言いましたように「海運の自由」ということ

を盛んに言いますが、この問題を考えてみますと、

海運の自由という考え方、表現はいわゆる「公海の

自由」とか「海洋の自由」という言葉に基づくもの

といいますか、同じような意味で、われわれは海運

の自由という言葉を使い、また、考えていると思わ

れるし、恐らく業界人も全般的にそのようだといっ

てもよいでしょう。

国家と海運との関係

　ところが、海運と国家との関係で考えてみると、

海運が自由だということは、海運活動あるいは海上

輸送もそうですが、これは本来ある特定国が支配し

ている、あるいは、統治しているが、領土として持

っている空間は、そういうものではないという考え

になります。しかし、海は特定の国がこれは自分の

ものだとしている空間であっても、個人であれ、企

業であれ、誰に対しても開放されていて、あなたが

いつお使いになってもいいんですと、こういう形で

海運の自由ということが考えられているはずなので

すし、私はそう解釈しています。もちろんこれをよ

り一層深く掘り返した形で言いますと、一つは国家

を形成する領土、あるいは、国家の支配している空

間、そういう枠というようなものを超えた自由、そ

れから離れたものとしての自由と、もう一つは、国

家の権力ないし統治力、あるいは、それに基づいた

いわゆる国の規制、指示、命令、監督などという力

から離れたものという意味の自由の二つの自由に分

かれるかもしれません。

　そういう空．間的な自由や権力から離れた自由とい

うものは、国家との関係から言いますと、国家を離

せんきょう　平成7年1／月号

れたという意味で、国家というものをいわば消極的

に考えるというか、否定と言うと言い過ぎかも知れ

ませんが、国家というものに対してどちらかという

と消極的、否定的思考を根底にしているものではな

かろうかと私は思うわけです。

国家と海運の発展

　ところが、もう一つの面で、わが国には国家と海

運の発展は一体的なものでなければならないという

考え方があります。この考え方というのは、しばし

ばご承知のような「海を制する者は世界を制する」

とか「海を持たざる国は翼のない鳥」とか、あるい

は「海運なくして国家の発展なし」とか、こういう

勇ましい言葉で同意的に用いられています。いわゆ

る海運帝国主義論的な表現と同じ意味と用法で考え

られてきています。いわゆる日本の経済、貿易の発

展というものは、日本の海運業と極めて堅実に結び

付いており、相互に非常な深い、密着した関係があ

るといわれてきました。日本の資本主義経済が発展

するためには、日本の近代海運業の発展は大きく役

立ってきたのだという主張がな．されてきました。そ

のためには戦前の日本でどんな海運政策を取ってき

たのか、あるいは、取るべきだったのかとか、こう

いう取り．扱い方が大体従来のわれわれの考え方だっ

たのでは．ないのでしょうか。ところで、その考えと

いうのは、先に述べた海運の自由とは相当違った考

え方ではなかろうかと思います。国家というものを

引き合いに出したり、頼りにしたりすることを、こ

れは肯定する考え方に立つわけです。否定ではなく

て肯定する、そ．．して積極的に評価する、こういう思

想が根底とされているのでなければいけないわけで

す。結局、われわれは常日頃、海運は自由でなけれ

ばならないと片一方で言っておきながら、片方では

国家と海運との一致性が望ましいとか、海運の発展

国
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のために国家はもっとしっかり援助しなければいけ

ないとか、政策をもっと考えろとかいうことを非常

に勝手気ままに言ったり考えたりしています。片一

方で言っていることと片一方で言っていることとは、

どうも考え方に矛盾したものがあるのではないだろ

うかと思います。このように矛盾が多いというのは

日本の特色でもあるわけです。いろいろな矛盾を持

ちながらうまいことやっていこうというのが日本人

的な思考のやり方ですから、そういう意味からは実

にうまい考え方で今まで過ごしてきたなとは思うわ

けです。しかし、われわれは2工世紀に向かって日本

の海運業がどうあるべきかを考えるときに、日本が、

あるいは、多くの海運国が、海運と国家の関係につ

いて今一度反省し、改めて新しくまた共通な認識と

いうか姿勢というかを互いに持って対策も考え、将

来について論議すべきではないだろうかということ

を感じた次第です。そのことを、私自身も99までは

余命鴉年しかないのですが、できればその間に一生

懸命考えようと思っています。しかし、私個人では、

おそらく考え切れないでしょうから、できればこの

海運経済学会の皆さんが協力し、あるいは、受け継

いでくださって、2／世紀のわが国における本当に望

ましい国家と海運のあり方はかくあるべしと、こう

いう考えの土台や哲学とでもいいますか、そういう

ものを一つ考えてほしいと思い、これが私がテーマ

を考えた動機といえることなのです。

海運国の類型

　ところが、それについて論理的に本格的な学会で

講演するとなると、内容や構成が大事で、簡単では

ないことに気が付いた次第です。

　この詳細については、一朝一夕にちょっと解決つ

きかねるような大問題ですが、結局、私は私なりに

一応考えたことだけを申し上げ、できればそういう

点にいろんな問題があるようにも思うのですが、そ

れでいいかどうか、あるいは、それ以上にもっと深

く掘り下げて取り上げる問題を皆さんで考えていた

だき、または皆さんの協力も得、受け継いでやって

ほしいと考える次第です。

　したがって、私といたしましては、この問題を考

えようとすると、スタートとして、まず問題となる

海運業の成立する土壌部分に当たる国家とは何か、

どういう国家がその対象となるのかを考えました。

その点において、この国家と海運、あるいは、海運

の自由というものを論議する場合の国というものは

少なくとも海運国であって、海運のない荷主国のよ

うな国では国家と海運の問題というのはことさら考

える必要はないのです。そこで、海運国というのは

一体どういう国なのかということを一度考えてみる

ことも必要ではないだろうか、そして海運の自由論

や国家と海運の問題が起きる海運国とはどういう国

の場合なのかという順序で考察を進めればどうかと

考えました。

　その場合に、多くの、少なくとも私に近い年輩の

方ゼはすでにご承知のように、佐波宣平先生のいわ

ゆる海運の3類型というような考え方があります。

佐波先生は、海運の3類型というような考え方を示

され、海運国の類型と言われたわけではありません

が、国民経済構成部門としての海運のあり方が活動

領域によって三つあり、それが三つの海運類型であ

るということを論じておられます。

　その第1型というのは、沿岸航路における内国貿

易箒旧型のもの、箒助という言葉を使ってはいます

が、内国貿易を助ける型で、これを第1型と．してい

ます。第2型というのは、海外航路における外国貿

易を助ける型、第3型というのは、外国間航路にお

　ける国際運賃収得型の海運で、これは先生がおっし

　やった類型です。
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　私自身は弟子の一人として、この先生の類型の考

え方を借用して、海運国というものを三つに分けた

らどうかというふうに一つの案を考えました。この

理由付けや理屈は今回省くとして、私の言う第1型

というのは、ちょっと先生とは言い方をやはり変え

ないといけませんから、国内輸送中心の海運活動を

する国というように規定してみました。先生は内国

貿易常助型とされたのですが、私は貿易型とし、貨

物輸送にとどまらず、国内航路のフェリーもこの頃

は走っていますから、国内輸送を中心とする海運活

動をやっている国、これを海運国の一つの型として、

海運国の第1型と考えました。

　第2型の海運国というのは、輸出入貨物輸送を中

心とする海運活動の国だと思い、輸出入貨物輸送を

中心とする海運活動の国、ここではわざわざ貨物を

重視した考えで表現してみました。

　第3型の海運国というのは、外国間航路というよ

りも三国間輸送主力型の海運活動をする国だと、こ

ういうふうに規定してみたらどうかと考えました。

その方が割と一般受けするのではなかろうかと思い、

この場合には、三国間輸送が主力です。貨物に限定

せずに言いましたのは、これは最近はやりの客船輸

送も入るという考え方からです。ですから、三国間

国際貨客輸送用と言っても構わないとは思いますが、

より簡単で分かりやすい言い方として、三国間輸送

主力型の海運活動をやっている国ということにして

みました。

　これを考えた場合、第1型の海一国では、あまり

国家と海運というのは問題になりません。内部的に

細かく考察すれば全く問題にならないわけでもない

と思います。例えば、植民地時代の植民地の国など

も、自分の国の海運はないのです。その植民地の国

内輸送権は全く支配国家が持っているわけですから、

自国海運というのはないわけで、ここではないもの
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と解しておきましょう。というわけで、結局のとこ

ろ、国家と海運あるいは海運を論議すべき海運国は

第2型と第3型、つまり、外国問の貨客輸送主力の

海運活動を行っている第3型か、あるいは輸出入貿

易貨物の輸送を中心とした海運という第2型かに焦

点を絞って分類できるのではないかと思います。そ

れらについては検討を加える時間がありませんので

指摘にとどめるだけにしたいのですが、こうした第

2型と第3型の海運国に分けた考察を行う場合、従

来のわれわれ研究者は、あるいは、わが国の業界自

体もそうですが、海運経済の類型として考えたとき

の第2型と第3型の間に相当の違いがあるものとい

う前提に立っています。

　海運国の類型別の分類では少し事情の差があり、

特に国家と海運という問題の取り扱い方を考える場

合には、どういう違いがあるのか考える余地がある

ことを指摘しておきたいと思います。これは結論が

出るようで、ないようですが、考えてみるとおもし

ろい問題なのです。また、こういうふうに、三つの

類型に海運国の3類型というのは考えてもいいかと

いっても、それだけではどうも問題が終わらないよ

うです。それ以外に荷主国と海運国という違いもあ

るし、他にもいろいろ考えるべきことがあるのかも

しれません。

　それから、同じように三国間国際．輸送の海運を営

む第3型の場合でも、貨物輸送を中心に三国間海運

活動に活躍している場合と、旅客船による旅客輸送

にウェートを置いてやっているような場合の差もあ

るはずで、これは第2型の海運国についてもそうで

す。輸出を中心にやっている国と輸入中心にやって

いる匡1、それからお互いに国際的な海運活動を中心

にしているといいながら、その場合に、国内航路の

いわゆる内航海運にどの程度タッチしているのか、

あるいは、国内航路に従事している部分と外国航路
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で活躍している海運部分との比率、割合の問題とか、

いろいろな差や事柄についても考えなければならな

いと思います。それはそれと．して、海運国の類型の

問題として、この第1型、第2型、第3型の海運国

での差などということを、一つの考え方の基礎とな

り出発点になるものとして考えてしかるべきではな

いかと考えます。

国家利益と企業利益

　もう一つは、国家利益と海運企業利益との問題で

す。その場合にも当然、第2型か第3型かでどこか

論点に違いが出てくるはずです。国家の利益を中心

としながら海運企業の利益も尊重する度合いといい

ますか、あるいは第2型の国と第3型の国との間で

は、若干その度合いが違うはずなのです。その点も

重要ですけれどもそういうことは、一応今後検討し

ていく問題として指摘するだけにとどめます。

　そこで次の問題は、国家の利益と企業利益との問

題です。これをどういうふうに考えるかということ

をはっきりしておかないと、国家と海運の問題や海

運の自由の主張をきちんと認識・理解する場合に難

点を生じることになるのではないかと考えます。

　いわゆる海運というものを論議する場合、海運活

動力というものは国益であり、国益といったら何か

という定義も考えねばならないし、これは問題です。

国益の中には経済的な必要性もあれば、政治的な必

要からいう利益もあります。それを経済学的にいえ

ば国民経済基盤だと、これは佐波先生が創出された

ものですが、われわれも言ってきているわけです。

そういう国益と海運企業の利益との問題、これにつ

いても、やはりよく考え直しておく必要があるので

はなかろうかと思います。

　現に、企業というものは、自分の立場から自分の

事業活動が自由でなければいけないと主張し、また、

国家はできるだけ海運活動や海運業を保護・育成し

ていく必要があると訴えていますが、国家の権力誇

示、国家の規制、指導、監督、命令、こんなものは

できるだけ小さくしてほしいと考え行動していると

いうことでしょう。やはりそこに、私が初めに言い

ました、企業としては、片方で海運は自由だと言っ

ておきながら、国家の要らざる口出しは少数でなけ

ればいけないというこの考えがあります。これは結

局、国家の言い分と利益と、企業の言い分と利益と

をどういうふうに兼ね合わすのかという点が一番の

問題点なのです。

　これについては、実は、私がこの神戸大学で大勢

の先生方と一緒に共同研究したことがあります。そ

れは神戸大学の経済経営研究所の研究叢書27号の、

「海運における国家政策と企業行動」としてまとめ

て出しています。関心を持たれる方は、これを一遍、

参照していただきたいと思います。

　ところで、そこでとりあげた国家利益と企業利益

の相剋というテーマは、これで全部の問題が網羅さ

れ、解決するというものではもちろんありません。

これは、言ってみればまだまだ検討不十分目すし、

あるいは、第一段階、初歩的な研究にすぎないとい

っていい程度のものではないでしょうか。世界の海

運も状況が変化するため、条件が変わると、将来、

例えば、今皆さんがその台頭ぶりを取り上げている

香港海運は、これも今は独立国家らしき香港海運で

すけど、復帰して中国と一緒になった時にどうなる

のかなどを考えねばなりません。そういう場合の変

化というのも織り込んだ上で、この国家利益に合致

する海運企業の利益というものがあるかどうか、こ

ういうことも考えていかざるを得ないのではないか

と思うのです。そういう広く深い立場で国家の利益

と海運企業の利益の共存が望ましいとか、その場合

の海運の自由はこれが限度だとか、国家と海運の関
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係などとかも論議されて初めて、ある程度の理解や

主張も出てくるのではないかと考えます。そういう

場合には、今度は国家と海運企業との間の競合や対

立ということも当然出てきますし、いろいろな問題

があり、そういう見方や考え方が必要ではないかと

思います。

国家と海運業・海運企業

　　　　一日本の海運の今後一

　ある方の「日本海運を思う」という論文の中で、

「日本では海運企業は残るけれども海運業はなくな

るだろう」ということが述べられています。その場

合におっしゃっている日本海運業とは、日本人船員、

および日本船による海運業という概念規定でつけら

れた意味での日本海運業というもののようですが、

海運業はっぷれてしまって、日本の有力な海運企業

のうちの幾つかが残るかもしれない、こういう見方

のようなのです。

　しかし、私は海運業というのは日本人船員と日本

船の二つがあったらいいのかというとそういうこと

ではなく、やはり海運企業がなかったらいけないと

いうわけですから、海運企業が残っている限り日本

に海運業がなくなるはずは絶対にあり得ないと考え

ます。やはり、日本の海運企業というのは、そこを

二つに考えるのではなく、現に、既に述べた国益の

ことに関連するわけですが、日本人船員ではなくて、

外国人船員が乗っている日本船が多数存在していま

すし、日本国籍ではない外国籍船も日本の海運企業

によって運航されています。また、いわゆる純日本

［参考資料］

船ではない仕組み船というものもあります。あるい

は、更に日本の海運企業が外国船員を育成して採用

していることもあるわけで、それでも日本の海運企

業の活動なのです。

　他方、日本人船員だといっても、日本船にではな

く外国企業の船に乗って働いている場合もあり、日

本人船員だからといって、日本海運業を構成する分

子であるとは決して言い切れないのです。

　現在、少ないかもしれませんが、日本船でありな

がら、外国の海運企業に雇われて海上輸送に従事し

ている場合も、その船は日本の海運業を構成してい

るとはいえないとも考えます。

　さてそういうことを考えて、少なくとも日本海運

経済学会の会長としては、日本海運業とは、日本船

で日本入の営む海運業だというような簡単な即断や

決め方をしていただくことは、困ると考えています。

　そこで、問題になることは日本人船員の方が大事

か、日本船さえあればいいのか、海運企業はどうで

もいいというような極端な方向へ発展したのではお

かしな話になるのであって、私は賢明な日本の海運

企業が、どっこいまだまだ21世紀に向かって生き伸

びるのだという気構えがありさえずれば、21世紀に

日本の海運業も日本の海運企業も首尾よく発展を続

けられるだろうと期待して、こう考えると私の夢が

少し膨らむのです。したがって、この海運と国家の

問題を改めて考え直してみたらどうかと提言し、そ

の端緒とした次第です。今後取り上げて研究してい

ただく多くの問題がありますが、皆さんの問題提起

やご批判を賜りたいと思います。

佐波宣平先生の分類による「国民経済と海運類型」

類型 主要活動領域 貿　易　関　係 貿　　易

ﾋ存度
国　　　際

｣争力
要　約　的　性　格

／
　
2
　
3

．自国沿岸航路
ｩ国対外航路
謗O国間航路

内国商品貿易
ﾎ外商品貿易
､　品　外　貿　易

小
大
一

小
中
大

アウタルキーの海運
iショナリズムの海運
Rスモポリタンの海運

出所；佐波宣平「海だ海だ」（］960年）
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　そもそも出だしから悪かった。アメリカ留学

中の息子から、突然「こんどの旅はやめたらど

うか」と電話が入ってきたのである。夫婦で楽

しみにしていたイタリア旅行に出発する直前の

ことである。

　息子の夢の中に静岡の実家の風景が出てきて、

そこに14年前に死んだおばあちゃんが現れたと

いうのだ。しかもこう言ったという。「私はっ

らい、孫はアメリカにいて、息子夫婦は海外の

別のところへ行くとなると、両方を守るカはも

う私にはない」と言語明晰に嘆いた。あまりに

も不思議だから中止にしたほうがいいというわ

けである。

　私たち夫婦も、いささかギョッとした。しか

し、もう60万という大金を旅行会社に支払い済

みだし、一年のうちこの機会を除いたら海外へ

は出かけられない。それに7歳のとき死んだお

ばあちゃんのことを息子が記憶しているはずも

なかろう。マンガの見過ぎということもある。

まあ気をつけて行けば間違いはないだろうと夫

婦で話し合って、体調を整えたうえで本年7月

　　　葺．チ．う歪：、、p．＿．．・・．…職鼠。…．・…局口・．．・・葦．．．・・、．．．＿

末予定どおり出発した。

　ところがである、初日からつまずいた。旅行

者1日目ミラノでかぜを引いてしまったのだ。

ホテルの部屋に入ったとき、少し冷房がききす

ぎだなとは思った。だが長旅の疲れのため、冷

房温度の調節をしないままで、シャワーを浴び

た直後、ぐっすりと寝こんでしまった。そして

どうしたわけか、私だけがかぜを引いてしまっ

たのである。

　旅行2日目、3日目は、鼻みずはたらしてい

たものの、まあまあツアーについて行かれた。

4日目ローマに着いてヴァチカンを見て歩いた

直後から悪感を感じた。これから旅は一週間も

続く。これは中止して目本に帰った方がよさそ

うだ、死んだ母の言葉は無理をするなという警

告にちがいない。私たち夫婦はさっそく旅行会

社の添乗員にこの旨申し出た。

　すぐOKが出ると思ったら、実はそうはいか

なかった。旅行会社にも責任があるし、一定の

手続きが必要だから、ちゃんとした医者の診断

が必要であり、とりあえず、ホテル・ドクター
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に診てもらってくれと言う。察するに添乗員氏

は比較的元気な私をみて、ドクターから何でも

ないとの診断が出るだろうし、そうなればこの

旅行客は元気を回復して、旅行を続けるはずだ

とみていたようだ。

　深夜にホテル・ドクターはやってきた。とこ

ろが触診を続けているうち、だんだん表情がけ

わしくなる。その挙句、すぐ救急病院に入れと

の診断を下した。今から歩くのも禁止というこ

とで、車いすまでボーイに持ち来させる厳重さ。

私はというと、夏かぜのひどいのを引いた程度

の感じだったから、なぜ救急病院に入るのか分

からなかった。妻に身の回り品を急いでとりま

とめてもらって、添乗員、妻にっき添われてタ

クシーで入院。

　救急病院では医者のチームが待ち構えていた

が、これが何と心臓医ばかり。このとき添乗員

氏も、この旅行客はすぐ日本へ送り返した方が

いいと思ったのだろう。その交渉に入ったとた

ん、チームの責任者が一応の検査を終えたのち、

「緊急にもっと高度の病院に入る必要がある、

日本への長時間旅行には命の保証ができないか

らわれわれはサインしない」との深刻な返事が

戻ってきた。

　私は明け方の5時、こんどはたんかに乗せら

れて、タクシーではなく救急車でローマ市内を

走って別の病院へ移された。出発するとき、「お

とうさん、これは救急車だからね、救急車です
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よ」と妻が悲痛な声で二度叫んだ。

　救急車の中では、不思議と私は落ち着いてい

た。「しょうがない。ここまで来たらローマで

手術でも何でも受けて、半年、一年いてやろう」

と思い、妻の手助けとして、身内の誰に来ても

らおうかなどと考えたりした。

　移された先はアウレリア・ホスピタル。ロー

マでは有名病院で、特に心臓科がすぐれている

という。だが、不思議なことがあるものである。

ここに一目半入院しただけで、あれほどの大騒

ぎだったのに「何らの異常なし」との診断書つ

きで解放されたのだ。帰国後知り合いの医者に

聞いたら、おそらく狭心症だったのではないか

とのことだった。

　こうして今は笑える結末になったものの、海

外旅の途中での病気の心細さ。イタリアでは、

医者でさえ英語を使える人が少ないため、言葉

が通じないことからくる不安感はこのうえもな

かった。しかも私は心臓で病気になった経験は

一度もない。ツアー客から脱落して、ローマ市

内のホテルの一室に一人残された妻．の不安も大

変だったであろう。

　日本に帰って、すぐ両親の墓前にお参りした。

息子の話だと、おばあちゃんは今までもわが一

家の国内旅行にはついて回って、「とても楽し

かった」と夢の中で語ったそうである。還暦を

越した私のことを、亡母は純なお心配している

のだと思い、私は涙をこらえきれなかった。
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1．船舶アレスト条約改定案審議継続へ
　一UNOTA口／」MO酪舶アレスト条約見亘しのための第2回専門家会護の漢様一

2．旧96年以降の検討項目を決定

　一IMO第ア3回法律委貫会の模様一

3．新油濁補償基金発足への対応を協議
　一国際油濁補愼塁金円旧回総会の模様一

4．リエンジニアリング最終案提出へ
　一国連欧州崔済委員会貿易手綾簡易化作業部会〔UN〆EOE戸’VP．4〕勇42回会期の硬様一

5，新たなロンドン保険業者協会期間保険約款（船舶）

　（hstltut巳Time　O！ause＄一Hul「s）への反対を確認
　一アジア船主フォーラム（ASF〕船舩保険委員会第2回中間会合の模様一

6．アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会のセミナー開催される

7，平成6年度船員保険収支は引き続き黒字を計上
B．わが国外航定期航路配船状況
　一鵬峰銃濁実頴は前写比6．跳塔・日本発慧に比べ、三匿閏航路の藻瀞嶺が暑損一

1．船舶アレスト条約改定案審議継続へ

一UNOTA口／1MO船舶アレスト条約見直しのための第2回専門家会議の模様一

　題記会議は、10月9日から12E］までの間、ロ

ンドンのIMO本部で行われ、52力国およびオ

ブザーバー！7団体が参加し、議長は前回同様、

G，G．イワノブ氏（ロシア連邦）が務めた。わが

国代表として下記3名が出席した。

塑好望整表山瀦秀信
川崎汽船業務部長　　　　澤田　興宣

当協会常務理事　　　　　民田　俊一

1．船舶アレストとは

　船舶アレストとは司法機関の許可を得て、海

事請求権（金銭債券、船舶の所有権、抵当権等）

を担保するため船舶を留置すること、または船

舶の移動を制限することである。

2．会議招集の背景

　1993年、発展途上国への船舶融資を容易にす

るため、金融機関が設定する船舶抵当権を保護

し、それに優先する海事先取特権を極力減少さ

せることを目的としたUNCTAD／IMO海事先

取特権・抵当権条約（以下ではMLM条約と

略称）が成立した。

　同条約において海事先取特権・抵当権で担保

される海事債権が規定されていることから、同

条約に基づく船舶のアレストに関する要件およ

び手続きの国際統一を定める必要があるとの認

識から、同条約採択外交会議において、現行ア

レスト条約（海上航行船舶の仮差押えに関する

ある規則の統一のための1952年国際条約）の再

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
検討を開始することが合意された。

　こうした状況を受け、1994年12月にはジュネ

ーブで現行アレスト条約見直しの第1回専門家

会議が行われており、万国海法会（CMI）が

作成した新条約案を母胎にしたいわゆる“pre－

liminary　consolidated　text”全9条が出来上

がった。今回の第2回会議では、これを事務局

が整理したテキストをベースに改定条約案の完

成がもくろまれた。（以下では同テキストを便

宜上ジュネーブ・テキストと表記）
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3．会議前の状況

　ジュネーブ・テキストの中には未決定条項が

2条含まれており、内最大のポイントは第3条

「アレスト権の行使」であった。同条項では

MLM条約第4条で定める海事先取特権で担保

される海事債権（以下では単にクレイムと略記）

につい．てアレストを認める旨を規定しようとし

ているが、MLM条約は、この北口6条で「各

国が独自に海事先取特権を認定しうる」ことも

規定している（いわゆるナショナル・マリタイ

ム・リエンと呼ばれているもの）。ジュネーブ・

テキスト第3条「アレスト権の行使」では、は

たしてこのナショナル・マリタイム・リエンで

担保されるクレイムについても、同様にアレス

トを認めうるや否やという問題が未解決のまま

残されていた。

4　会議の状況

会議では、冒頭「今後の改定審議は1952年条

約をベースに行うべきではないか」との問題提

起があり、これを受け審議のベースをどこにお

くかについて改めて検討が行われ、結局は前回

の合意内容をもとに作成されたジュネーブ・テ

キストをベースに議論することとなった。

　しかしながら、こうした問題提起から、会議

ではジュネーブ・テキストの第1条から改めて

逐条審議を行うこととなり、逐条審議は第4条

の途中までしか進まず、特に最大の問題点とな

っていた第3条の実質審議は次回に先送りされ

ることとなった。

　なお、次回会期は1996年12月2日より6日ま

でジュネーブで行われる。

5．今後の見直し

　次回は各国提案の早期提出が励行されれば、

会期も一週間とられているので審議は終結し、

新条約案が成立するものと予想される。

2，1996年以降の検討項目を決定

一【MO第73回法律委員会の模様一

　題記会合は、IO月11日から13日までの間、ロ

ンドンのIMO本部で開催され、53三国および

オブザーバー29団体が参加し、議長はこれまで

同様、カナダのA．H．E，Popp氏であった。わが

国からは、以下5名が参加した。

在英日本国大使館一等書記官　滝口　敬二

読響轟鶴餐　　増田醐

成瞑大学教授

日本郵船法務保険部長

当協会常務理事

谷川　　久

辻本　泰久

茅田　俊一

1．199B年以降の検討項目

　法律委員会の長年の懸案であったHNS条約

案（HNS；Hazardous　alld　noxious　substallces

＝有害危険物質の海上輸送についての船主と荷

せんきょう　平成7年U月号 圃
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主の責任および補償に関する条約案）と1976年

LLMC条約（LLMC：Limitation　of　liability

for　maritime　clairns＝1976年の海事債権の責

任制限に関する条約）の改定議定書案の検討作

業は前回の第72回法律委員会をもって完了し、

1996年4月に予定されている外交会議において

条約としての採択が約IQ年ぶりに審議されるこ

とになった。このため、今回の法律委員会は1996

年以降の作業項目を決めることが主たる目的で

あり、次のような結論となった。

　（1）1996年法律委員会の議題案件

　　　（通年は春秋2回X一週間開催されるが、

　　1996年は春に外交会議を開催するため、秋

　　の一週間のみ）

　　①船舶の燃料油による汚染補償の検討

　　②残骸撤去に係わる条約案の検討

　　③強制保険の検討

　　④海上衝突事案に係わる民事裁判管轄、

　　　準拠法及び判決の認知、執行に関する条

　　　約案

　②　1996年法律委員会の議題とはしないが、

　　1996～1997年の作業項目としては留保して

　　おくもの。

　　①船舶仮差押えに係わる条約案

　③　当面の作業項目には含めないことにした

　　もの。

　　①オフ・ショア・モーパイル・クラフト

　　　に係わる条約案

②1989年救助条約の改定

2．HNS条約案関連事項

　HNS条約案については、以下の点が討議さ

れた。

　（1）HNS条約案およびLLMC改定議定書

　　案の採択のため、1996年4月15日～5月3

　　日にロンドンで開催される外交会議での審

　　議方法について検討した結果、HNS条約

　　案とLLMC議定書案を別々に審議するの

　　ではなく、相互に内容的関連が強いので一

　　括審議する（One　Committee　of　the－

　　Whole）こととした。

　（2＞HNS条約案は、条文案中にオプション

　　がかなり残っているため、外交会議がいか

　　にスムーズに運営できるかは、これらオプ

　　ションについて整理・選択し、あるいは妥

　　1協案をまとめる、いわゆるintersesSiOrlal

　　workが外交会議までにどこまで進展する

　　かにかかっている。

　　　そこでPopp議長は、このような非公式

　　作業の進展状況を確認する目的で、次の二

　　つのグループの報告を受け、こうした活動

　　の更なる促進を求めた。

　　①HNS／LLMCリンケージ問題（カナ

　　　ダ代表報告）

　　②放射性物質問題（米国代表報告）

せんぎょう　平成7年11月号
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3．新油濁補償基金発足への対応を協議
一国際油濁補償基金第18回総会の模様一

　題記総会は、1〔｝月16日から2G日までの問、ロ

ンドンのIMO本部で開催された。参加国は基

金締約国33力国、非締約国12力国およびオブザ

ーバー7団体が参加し、議長はC．Coppolani

氏（フランス）が務めた。わが国代表団は、以

下の出席者を含む計5名であった。

在英日本国大使館一等書記官　　滝口　敬二

運輸省海上交通局総務課専門官　森　　宏之

成腰大学教授

当．協会常務理事

谷川　　久

茅田　俊一

1　HAVEN号クレイム処理

①1991年4月にイタリア、ジェノア沖で発

　生した事故（＊〉は、条約規定により1994年

　　4月以降は時効（time・bar）が成立し、イ

　　タリア国内のクレイムの大半がこれに当た

　　るとされている。従って1994年来この取扱

　　いを巡って紛糾、イタリアでは基金とイタ

　　リア政府を含む被害者側の問でクレイムを

　巡る訴訟に発展している。

　　（注）

　　＊HAVEN号は109，977G／T、14万トンの

　　　洩油により、クレイムは1，400件以上、

　　　クレイム額は1，300億円にのぼると推定

　　　されている

②　1995年6月の第43回理事会では本件につ

　いて、いわば条約外で政治的決着を図る方

　針が固まり、これを「包括解決提案（＝

　global　settlement）」としてイタリア政府

　に提示、7月末日迄回答期限とすることが

　決議された。同提案の趣旨は、基金として、

　時効（tilne－bar）成立にもかかわらず、個

　人や零細企業の救済の必要性を認め、UK

　クラブと組んで、包括的示談解決を図ろう

　としたものであった。

③イタリア政府は7月末の回答期日の延期

　を要求、今次総会直前の第44回理事会に至

　っても、同国政府より回答が得られなかっ

　たことから本件は総会に諮られた。

　　総会では、わが国代表が「包括的解決提

　案に対し、イタリア政府からの応答がなか

　つたことは、同政府が提案を受け入れなか

　つたことを意味するもので遺憾である。今

　後の解決のためには、イタリア側から動く

　べきだと考える」という趣旨のステイトメ

　ントを発表し、各代表もこれを支持した。

　今後、基金としてはこれ以上イタリア政府

　への働きかけはせず、提案を棚上げしてイ

　タリア政府の対応を待つことになった。

④なお、上記以外のフランス・モナコの被

　害者、イタリアでも時効にかからないわず

　かの被害者については、理事会に委任して

　部分的支払いを認めることが確認された。
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2．1992年議定書発効と新基金の発足準備措置

①油濁2条約（69CLC／71FC条約）を改

　即する1992年議定書（92Protocols）は、

　1996年5月30日に発効するが、事務局長に

　　よれば、予想以上のテンポで各国の批准が

　進んでおり、1996年夏には現条約の失効条

　件が満たされ（現条約の失効条件＝批准国

　　の原油受取量が7憶5，000万トンに達する

　　時とされている。現在、批准国は11力国で

　　原油受取量は6憶5，000万トン。今後の批

　　准予定国はオーストラリア、オラシダ、カ

　　ナダなど）、その18ヵ月後の1997年末には

　完全に新条約体制に移行しようとの見通し

　である。

②会議ではこうした状況を前提に、新基金

　発足に備えての諸規則からオフィス問題に

　至るまで、さまざまなポイントについて予

　備的な議論が交わされ、1996年6月24日～

　28日中これら諸問題を議題に新基金の臨時

　総会を開催することとなった。

3．次期通常総会

　次期（第／9回〉通常総会は、1996年10月21日

～25日掛開催される。

〔

4．リエンジニアリング最終案提出へ
　　　一国連欧州経済委員会貿易手続簡易化作業部会（UNIEOEIWP．4）第42回会期の模様一

　国連欧州経済委員会（UN／ECE＝United　Na－

tions／Economic　Commission　for　Europe）で

は、1960年代より、EDI：ElectronicData　Inter－

change（電子データ交換：企業や行政機関が、

お互いにコンピュータを利用して、広く合意さ

れた規則に基づき、情報交換を行うこと）のた

めの調査・研究・開発活動を行っている，

　同委員会の貿易手続簡易化作業部会（WP．

4；WQrking　Party　No．4＞では、貿易手続簡

易化の一環として、従来書類や電話で行われて

いた貨物・通関情報の交換をコンピュータ間で

伝達処理するため、UN／EDIFACT（United

Nations／Electronic　Data　Interchange　for

Administration　Commerce　and　Transport：

行政、商業および運輸のための電子データ交換

規則）と呼ばれる統一規則による書式や記載内

容の標準化作業が進められている。

　同作業部会の第42回会期は、9月18日から22

日の間ジュネーブで開催され、メンバー国27力

国とEC、オブザーバー国7力国（アジア地域

からは日本、韓国）の他、UNCTAD（United

Nations　Conference　on　Trade　and　Develop－

ment）、　IATA（lnternational　Air　Transport

Association）など16の国際関係機関から合計

約130名が参加した。わが国からの出席者は、

以下4名を含め合計9名であった。

藩驚轡皆簾蠣油糟　山本光一

勢i三男細雨ツ野跨rT伊東健治

喜蒙努三㌘認檀翼鱗小江畑久
当協会常務理事　　　　　　　　　園田　俊一

（
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1．WP，4における審議

　WP．4の地位をECEの中の委員会レベルに

格上げすることを検討してきたりエンジニアリ

ンググループからの最終報告書が検討された。

　検討の結果、現行のWP．4をセンター（CE－

FACT：Center　for　Facilitation　of　Proce－

dures　and　Practices　for　Administration，

Commerce　and　Transport）とし、組織的に

は従来通りCDT（Committee　on　the　Develop－

ment　of　Trade：貿易拡大委員会）の下となる

が、ECEに対して直接報告できるといういわ

ば点線で結ばれた形が最終案として提出された。

本件は本年12月5日～7Ei開催予定のCDTで

報告され、最終的には1996年6月末開催予定の

ECE（欧州経済委員会）年次総会に諮られる

模様である。

2．GE．1（Group　of　Experts　No．1Eデー

　タエレメントと自動データ交換に関する専門

　家会議）

　今後のディレクトリーの発行頻度についての

検討が行われ、ディレクトリーは今後も引き続

き毎年2回発行するが、各メッセージがリリー

ス番号を持ち、全てのメッセージに対してリリ

ース歴が付され、ステータス1と2の区分を廃

止することとなった。本件は各地域で検討した

上、次回3月会期で決定することとなった。

3．法的間題に関するGE．1／GE．2合同会議

　譲渡性書類に関するJRT（ジョイントUN／

EDIFACTラポーターズチーム）ア’ドホック

グループ第1回会合が1995年9月のJRTオッ

クスフォード会合会期中に開催され、譲渡1生書

類の代替物に関するプロジェクトの紹介等が行

われた。また今後、関係問題が生じた場合には、

UNCITRAL（国際商取引法委員会）など他の

国際機関と連絡をとることとされた。

4．GE．2（Group　of　Experts　No．2三手続

　と書類に関する専門家会議）

　船舶の名称にCall　Signの使用を勧告してい

る勧告第10号について、IMOコード（Lloyd’s

Register　Codes）に変更するとの提案について

言及された。またUN／LOCODEについては、

勧告第16号「UN／LOCODE一等・地名コード」

の改定案が承認された。

　次回会合は、1996年3月18日から22日にジュ

ネーブにて開催される。

5．新たなロンドン保険業者協会期間保険約款（船舶）

　　　Gnstitute　Time　Clauses－Hulls）への反対を確認

一アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険委員会第2回中間会合の模様一

題記会合は、10月2日に香港で開催された。 今回の会合には香港、豪州、シンガポール、日
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本、韓国、フィリピン、中国、台湾の8船協の

代表が参加し、議長は従来同様香港が務めた。

　当協会からは青砥修吾・大阪商船三井船舶総

務部法務・保険チーム課長（当協会保険幹事会

代表幹事）および園田裕一・当協会企画調整部

法務保険チームリーダーが出席した。

　今回の会合は、1996年5月に予定されている

第5回ASF香港会議を控えての中間会合であ

った。

τ　審議概要

（1）議事に先立ち、議長が概略以下の発言を行

　つた。

　　1995年5月に開催された第4回ASF台北

　会議での主な結論は以下のとおり。

　①船舶管理と安全運行の向上により、船主

　　にとって長期的に有利な船舶保険料を獲得

　　すること。

　②船主にとって不利益となる政策や条件を

　　実施せぬよう、各国政府と保険者に対し働

　　きかけることD

③　ASFメンバーの支配船腹量と支払い保

　　険金額は、アジアでの船舶保険市場確立を

　　正当化するに足るものであることを認識す

　　ること。

　　これらの結論を踏まえ、船舶保険をめぐる

　最近の問題や当委員会の今後の活動方針など

　について意見交換をしたい。

②　その後、議題に基づき種々審議が行われ、

　1995年ll月1日から有効となる新たなロンド

　ン保険業者協会期間保険約款（船舶）（lnst卜

　tute　Time　Clauses－Hulls）には反対である

　ことや、P＆1保険カバーに限度額を導入し

た場合、同限度額は必要に応じて見直される

べきであることなどを確認し、それらを盛り

込んだJOINT　PRESS　STATEMENTを採

択した。

6．アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会の

　　　セミナー開催される

　アジア船主フォーラム（Asian　Shipowners’

Forum）に設けられている5つの委員会の一

つである船員委員会のセミナーが、9月21・22

か日両日、6力国（香港、日本、フィリピン、

台湾、韓国、中国）の各船主協会から10名の代

表の参加を得て、中国の青島で開催された。わ

が国からは河村副会長の代理として臼居常務理

事が出席した。

　セミナーでは、改正STCW条約への対応、

安全確保と汚染防止のための訓練、ISMコー

ドの実行等について意見が交換された。2日目

には中国遠洋運輸総公司（COSCO；China

Ocean　Shipping　CQmpany）が経営する船員養

成学校を見学した。

　セミナーで採択されたコミュニケ（資料参照）

は以下のとおりである。
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　　　　　［資料］

　　　　　　第1回ASF船員委員会セミナーコミュニケ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（仮訳）

　　　　　　第1回アジア船主フォーラム（ASF）船員委

　　　　　員会セミナーは、1995年9月21日および22日の

　　　　　両日にわたり、中国の青島で開催された。香港、

　　　　　日本、フィリピン、台湾、韓国、中国の各船主

　　　　　．協会の10名の委員が、またその他の海運会社の

　　　　　代表者が、本セミナーに出席した。本セミナー

　　　　　は中国船主協会の主催、COSCOグループの後
　　）「
　　　　　援により行われた。

　　　　　　代表団の多くは、ISMコードおよび改正

　　　　　STCW条約に定める船員の資格要件を充足し、

　　　　　アジア地域訓練基準を実効あるものにするため

　　　　　に、その解釈と施行に関する統一コードを採択

　　　　　する必要性を強調した。アジア船主は主要なア

　　　　　ジァ船員教育機関およびIMO、　IACS等の国

　　　　　際的な関係管理当局と早急に連携を取り、かつ

　　　　　より密接に協力しつつ、改正条約とコードの施

　　　　　行について具体的な方策を構築するべきである。

　　　　　　代表団は、アジア地域が世界の船員・海上労

　　　　　働力の主要な供給地域であって将来的にも世界
　　．．）

　　　　　の海上労働力の主流にあるとの認識で一致した。

　　　　　改正STCW条約ならびにISMコードの施行

｝　　　　によって、アジア人船員の資質および要件は船

　　　　　員需要国／地域および船員供給国／地域間の、

　　　　　また船主、船舶管理者、船員教育機関および船

　　　　　員配乗業者間の協調を通して向上されるべきと

　　　　　の意識が強まった。このような認識のもと、わ

　　　　　れわれは、アジア地域ベースで（船員の）訓練

　　　　　適格性、要件および基準の基本的な最低の統一
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条件を構築するために人的な面、経済的な面、

設備や教育施設等の面で十分に役割を果たすこ

とができるものと信じている。

　船員の“サブスタンダードな運航”に関する

問題は、多くの代表団から幾度も主張された。

このような現状を救済する方策として“一層の

訓練が必要”との一般的な認識があるが、これ

は、船員によるサブスタンダードな運航を矯正

するには不十分であると考えられる。主張する

には余りに遅きに失した感があるが、海運企業

が船員の訓練内容について受け入れられるレベ

ルと、教育機関（で行われている訓練内容）の

実際のレベルとの隔たりを明確にするべきとの

強い要求がある。この隔たりを明らかにする良

い物差しとして港湾当局および石油企業が策定

する数多くの勧告があり、それらは主観的なも

のでありながら、船員の訓練適格性に求めるレ

ベルを計るには好例となっている。いわゆる“資

質向上のための訓練”を通じて船員の“サブス

タンダードな運航”に対する救済策を今後も策

定していくことは、全く無意味である。これは

頭痛のする患者が医者に行き、“（効かないので）

アスピリン以上に何か処方するよう”求めるの

に似ている。船員の訓練に関する認識について、

企業側が解釈する“サブスタンダード”レベル

と結局食い違う最も根本的な原因を明確にしな

ければならない。この認識の食い違いを解消す

るには、アジア地域の船員教育訓練機関とアジ

ア船主、船舶管理会社および船員配乗会社との

間の連携によってのみ、解決が可能である。ア

ジアのすべての船舶所有部門、船員配乗部門お

圖



よび船員教育訓練部門による協調行動によって、

西側海運諸国が（アジア船員に対して）見せる

長年の偏見を排除することもまた必要であろう。

　セミナーの期間中、出席の代表団は青島遠洋

船員学院（Qingdao　Ocean　Mariners℃011ege）

を訪問、教育環境、教授陣、訓練科目の内容に

対して高い評価を与えた。代表団は、大学の発

展のために建設的な提案を行い、それらはいず

れ、ASF船員委員会および当該大学との共同

で、フォローアップされる。

　ASF船員委員会セミナーの終了後、下記の

事項を実現し、まず取り上げるものとして決議

された。

　1．青島遠洋船員学院は当分の間、ASF船

　　員委員会と正式な連携を構築するための、

　　最初の船員教育機関として指定されるもの

　　とする。このことは、ASFとの関係を構

　　築するアジア地域の多くの秀でた船員教育

　　機関の中で初めてである。

　2．各船主協会の船員・配乗委員会は、ASF

　　船員委員会が定める決議を実行するフォロ

　　ーアップ作業に代表を参加させることがで

　　きる。香港船主協会配乗小委員会は、上記

フォローアップ作業および具体的な実施の

ための詳細を決定し、（その状況について）

各船主協会に対して書簡を送付することと

　する。

3　香港船主協会と豪州海上安全局で行われ

　る会合の結果については、ASFメンバー

　の将来の検討およびフォローアップ作業に

資するため、これを回章する。

4　ASF船員委員会のフォローアップ会合

　は、委員会の作業内容を定期的な文書の形

　でASF本会合に報告することを目的に行

　う。

　第1回ASF船員委員会セミナーは成功し、

アジア海運企業の潜在的な力と団結を象徴した

会合であったと思われる。またアジア船員の訓

練基準および適格性を統一するために行われる

多くの作業は、アジア地域の各船主協会による

協調の下にのみ、遂行が可能であると思われる。

今回のセミナーは正に貴重な経験であり、今後

継続して発展させ、且つ滋養させる努力に値す

るものである。　　　　　　　　　　　　　　　．（

7．平成6年度船員保険収支は引き続き黒字を計上

　厚生省は、本年10月12日に開催した医療保険

審議会船員保険部会において、船員保険特別会

計の平成6年度収支決算を報告するとともに平

成8年度予算の概算要求について説明を行った。

　平成6年度船員保険決算（表1参照）は、収

入において、被保険者数の減少や標準報酬の低

い伸びに伴い、保険料収入が対前年度比35億円、

3，5％の減となったが、支出において保険給付

費が前年度比19億円、3．2％の減となったこと

などのため、収支差引過不足額は68億円で昨年
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【表1】 平成6年度　船員保険特別会計収支決算
（単位1億円）

区　　　　　　分 平成5年度決算A 平成6年度決算B 差引（B－A） 伸び率（％）

保　　険　　料　　収　　入
991 956

△　35 △　3．5

一般会計　よ　り　受入
61 62 1 1．8

利　　　子　　　収　　　入
41 42 1 1．8

厚生保険特別会計業務勘定よウ受入 25 24 △　　1 △　3．4

前年度剰余金受入
10 8

△　　2 △24．1

そ　　　　　の　　　　他
32 27

△　　5 △14．5

計 1，16D 1，119 △　4王 △　3．5

日目　険　　給　　付　　費
617 598

△　19 △　3．2

老　人　保　健　拠　出　金 142 145 3 2．0

退職者給付拠出　金
27 29 2 9．1

業　　務　　取　　扱　　費 27 28 1 2．0

諸　　　支　　　出　　　金
156 157 1 0．6

福　　祉　　施　　設　　費 95 88
△　　7 △　6，9

そ　　　　の　　　　他
8 6

△　　2 △26．6

計 LO72 1，051 △　21 △　2，0

収支差引過△不足額
88 68

△　20 一

度に引き続き黒字を計上した。しかしながら、

黒字幅は前年埴2D億円の減少となった。

　これを各部門別に見ると、疾病部門について

は被保険者数が4．2％減少し、平均標準報酬月

額も前年度比1．7％の低い伸びに止まったが、

一方、保険給付費も3．7％減少したため、その

結果、本部門は28億円の黒字を計上したものの、

前年度に比し11億円の減少となった。

　失業部門については被保険者数が同様に

4．2％減少しており、これに伴い、保険料収入

も3．3％減少したものの、保険給付費は前年度

に比し、ほぼ横ばいとなったため、部門単独の

決算は24億円の黒字で、額は前年度比3億円の

減少に止まった。

　年金（労災）部門では、上記2部門と同様、

被保険者数の減少や平均標準報酬月額の低い伸

びもあり、決算では19億円の黒字を計上したも

のの、前年度比5億円の減少となった。

　また平成8年度船員保険特別会計概算要求

（表2参照〉は雇用保険、労働者災害補償保険

（労災保険）と同等の制度改正を行うこととし

ており、主なところでは疾病部門で職務上葬祭

料の引上げ、介護料の創設、失業部門で技能習

得／寄宿手当ての引上げ、福祉部門で技能訓練

派遣助成金／外国船船員派遣助成金の引上げを

要求することとしている。全体の予算額規模は、

前年比若干の増額に止まっているが、被保険者

数については普通保険を101千人（前年度：105

千人）、失業保険を85千人（同189千人）と予

定し、歳入についてはしO88億円、歳出は1，083

億円としている。
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【表21 平成8年度　船員保険特別会計概算要求
（単位：億円）

区
歳 入 歳 出 収支差引増△減額

分 項　　　　目 7年度
¥　　算
8年度
v　　求

対前年度

掾｢減額
項　　　　国 7年度

¥　　算
8年度
v　　求

対前年度

掾｢減額

了年度
¥　　算
8年度
v　　求

対前年度

掾｢減額

保険料収入
635 614

△　　21 保険給付費
505 479

△　26
疾
病
給
付

一般会計より受入

﨎ｶ保険特別会計
ﾆ務勘定より受入

30

Q3

30

Q3 o
o

老人保健拠出金
ﾞ職者給付拠出金

沁ヮ幕ﾆ費

151

R0

O

156

Q9

O

　5
｢　　1@0

分 予　　備　　費
2 3 1

計 688 667
△　21 計 688 657

△　21
D o 0

糞 保険料収入
91 87

△　　4 保険給歳費
103 105

△　　3

得 一般会計より受入
24
層　24

0
予　　備　　費

7 6
△　　1

分 計 I15 111
△　　4 計

115 111
△　　4

o 0 o

年 保険料収入
167 161

△　　5 保険給付費
39 43 4

金 一般会計より受入
o o o

諸　支　出　金 157 156
△　　1

給 運　用　収　入 45 44
△　　1 福祉事業費

o 0 o

付 雑　　収　　入 o 0 0
予　　備　　費

1 1 o

分 計 212 205
△　　7 計

197 200 3 15 5
△　10

灘 保険料収入
63 60

△　　3 福祉事業費
76 74

△　　2

事 雑　　収　　入 13 14 1

業
分 計 76 74

△　　2 計 76 74
△　　2

o 0 o

業 保険料収入
10 11 1

業務取扱費
30 31 1

叢 一般会計より受入 14 15 1
予　　備　　費

o o 0

雰 雑　　収　　入 6 5
△　　1

等 計 30 31 1
計

30
3工 1 〔

｝ 0 o

保険料収入
966 933

△　33 保険給付費
652 627

△　25

合 一般会計より受入
68 69 ／ 老人保健拠出金

151 156 5

運　用　収　入 45 44
△　　1 退職者給付拠出金 30 29 △　　／

児童手当拠出金収入 0 0 0

業務取扱費
30 31 1

厚生保険特別会計
剴ｶ手当勘定より受入

Q 0 o 諸　支　出　金

沁ヮ幕ﾆ費

157

V6

156

V4
△　　1

｢　　2

厚生保険特別会計
ﾆ務勘定より受入

23 23 o 児童手当拠出金厚生
ﾛ険特別会計へ繰入

0 o 0

計
雑　　収　　入 19 19 D

予　　備　　費
10

／0 0

．合　　計 1，121 ユ，二二 △　33 合　　討’ 1，ID6 1，083 △　23
15 5

△　　10

　［基礎計数］

被保険者数
．平均標準報酬月額

保　険　料　率

　　（普通保険）
7年度．予算　　8年度予定
105，000人　101．OOO人
385、270円　38鼠238円
　175　％o　　　　　　　l75　％u

　　〔失業保険）
7年度予算　　8年度予定
89、000人　 85，000人
406．875F．1　4／0，532円
　　20　％0　　　　　　　20　％n

（．

（．．

8．わか国外航定期航路配船状況
一1994年航海実績は前年比6，B％増・日本発着に比べ、三国間航路の航海実績が増加一

　当協会は、外航船舶運航事業者が、海上運送

法第．19条の4および第19条の5の規定に基づい

て運輸大臣に届け出た貨物定期航路事業の現状

についての資料を、1960年以来、運輸省の了解

を得て「外航定期航路一覧表」として発表して

いる。このほど、その1995年版を発行したので、

その概要を紹介する。
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1，航路全般

　わが国船社が1995年（4月1日現在）に配船

している外航定期航路は32社・72航路で、前年

（33社・67航路）に比べ、1社減、5航路増と

なっている。また1994年の航海実績は5，959航

海で、1993年に比べ355航海（6．3％）増であっ

た。（表1～3参照）

（1）　コンテナ航路

　　三国間航路を含めたコンテナ航路数（1995

　年4月1日現在）は9社・45航路で、前年（8

　社・40航路）と比べ、1社・5航日増となつ

　ている。このうち、わが国発・着のコンテナ

　航路が前年に比べ2航路増の8社・22航路、

　三国間航路は3航路増の4社・23航路である。

　　また、1994年のコンテナ航路の航海実績は、

　前年比15．1％増の2，993航海で、このうち、

　わが国発・着のコンテナ航路は同14．4％増の

　1，835航海、三国間航路では同16．3％増の

　1，158航海であった。

②　在来船航路

　　在来船の航路数（1995年4月1日現在）は

　32社・27航路で、わが国崎・着の航路が前年

　と比べ1社減少しているが、全体の船社数、

　航路数は前年と同数である。

　　また、1994年の航海実績は、前年比1．3％

　減の2，966航海で、わが国発・着の航路は同

　1，6％減の2，907航海、三国間航路では同

　15．7％増加し59航海であった。

2　航路の区分からみた配船状況

上記の航路を日本・極東を中心に、（1）欧州

せんきょう　平成7年■月号

・地中海方面、（II）南・北米州方面、（IIDオセ

アニア方面、（IV＞極東域内、（V）その他、に区．

分し、その概要をみると次のとおりである。（表

4参照）

（D　欧州・地中海方面への航路は、3社・5航

　路（うち三国間1航路〉で、1994年の航海数

　は275航海（前年比17．9％減）であった。こ

　のうち、わが山沢・着航路の航海数が前年に

　比べコンテナ船、在来船ともに大きく減少し

　ている。

（2）南・北米州方面への航路は、3社・9航路

　（うち三国間1航路）で、1994年の航海数は

　594航海（前年比4．7％減）であった。同方面

　への航路は、北米向けはコンテナ船、中南米

　向けば在来船が中心で、北米航路の航海数は

　ほぼ横ばいであったが、中南米航路では

　21．9％と大きく減少した。

（3）オセアニア（豪州・ニュージーランド）方

　面への航路は、4社・10航路（うち三国間2

　航路）で、1994年の航海数は321航海（前年

　比4，9％増）であった。

（4）極東域内の航路は、32社・30航路（うち三

　国間6航路）で、ユ994年の航海数は4，194航

　海（前年比9．7％増）であった。このうち、

　わが国発・着コンテナ航路の航海数が前年と

　比べ42，5％と大きく増加した。

（5）その他方面への航路としては、日本・極東

　～インド洋・アフリカ方面、欧州内フィーダ

　ーサービスなど4社・18航路（うち三国間12

　航路）あり、1994年の航海数は575航海（前

　年比11，4％増）であった。



【表1】　わが国外航定期航路（総括表）

航路数および山回吊上（4月1目現在） 年　間　航　海　数　（実績）

／994年 1995年 増　　　減

航路数 社数 航路数 社数
1993年 1994年

比率〔％）

コ　ン　テ　ナ　航　路
（日本発着）
i三国間航路）

20
Q0 8
4

22

Q3 8
4

1，604
@996

1，835

P，158

23／：　　　】．4．4　　．162：　　　16．3　　　　　　　．「■

．．．r．「

ｬ　　　計
40 9 45 9

2，600 2，993 3931　15．1

在　　来　　船　　航　　路

（日本発着） 24
R．幽．．ゴ

Q7

32

R

24
R

31
R
2，953
@51　　．幽

2，907
@
　
5
9
r

△46：　△　1．6
@81　　　15．7　　ト　　　　　　．．．一．

小　　　計
32 27 32 3，0D4 2，966

△38：　△　1．3　　．

合　　　　　　　　計

（口本発着）
i三国間航路）

44
Q3

33
S

46

Q6　　r

32
@4一．「一・．．

@32

4，557
P．D47r．．．．幽し．

4，742
P，217r．．．．．．．．

T，959

　185：　　　4．1　　．

@17D：　　16、2ゴ・・r．一．
凹一一「．．．「

i　計　：1 57 33 72 　　一T，6D4 355［　6．3

【表2】　わが国外航定期航路（コンテナ航路）

配　船 社　数、 年間航海数
航　　　　　路　　　　　名 （4月工口現在〉 （実 績） 増 滅

1994年 1995年 1993年 1994年 比率（％）

欧州コンテナ 3 3 156 156
一 一

地中海コンアナ
2 1 52

｝ △52 △100．O
紅海コンテナ

2
一

52
一 △52 △100．0

北米大西洋岸コンテナ 一
1

一 一 　 一

北米西・東岸欧州コンテナ
2 1 36 36

　 一

北米北西岸コンテナ
3 2 156 1D4

△52 △　33．3

北米カリフォルニアコンテナ
3 3 工86 261 75 40．3

ホノルルコンテナ
1

一
22

一 △22 △100．0
東豪州コンテナ

3 3
6呂

68
　 一

西豪州コンテナ 2 2 27 2了
　 一

ニュージーランドコンテナ
2 2 24 24

一 一

着アフリカコンテナ
3 2 37 36 △1 △　　2．7

南アフリカ・南米東岸コンテナ 一
1

一 一 　 一

台湾コンテナ 2 4 12ら 151 25 玉9．s

香港・海峡地コンテナ
2 3 51 エ04

53
103．9

台湾・香港・海峡地コンテナ
3 1 126 52

△74 △　58．7

台湾・フィリピン・海峡地］ンテナ
2 2 52 52

「一 一

インドネシアコンテナ
3 3 1〔〕5 105

　 一

バンコクコンテナ
3 3 105 312 207

197．1

上海コンラ」ナ 5 5 79 144 65 s2．3

大連コンテナ 2 2 50 75 26
52．0

天津コンテナ －一

1
｝

22 22
一

青島コンテナ 一
1

一
25 25

一

SLBコンテナ
2 2 94 80

△14 △　14．9

（JNLコンテナ） （3） （3） （94） （80） （△14）
｝

．．．

u．「一i．．．．．．．「．i．．．．「一．．．．．L．．「
．．一． {．．幽r ．．．

|

コンテナ航路（小計）
8 8 L，6⑪4 Ls35 231

14．4

極東／欧州コンテナ
1 1 49 52 3 δ．1

極東／地中海コンテナ 一
1

一
52 52

一

東地中海フィーダーコンテナ
1 1 52 26

△26 △　50．O

ポルトガルフィーダーコンテナ
1 1 52 52

　 一

欧州／イベリアコンテナ
1 1 49 52 3

6．1

極東／北米東岸コンテナ
1 1 35 35

一一

極東／北米太平洋岸コンテナ
1 1 5工 51

一 一

豪州／ペルシャ湾コンテナ
1 1 30 37 7 233

オーストラリア／東南アジアコンテナ
1 1 43 48 5 lL6

香港／ニュージーランドコンテナ
2 2 24 24

一 一

フィリピン／台湾コンテナ
2 2 lo4 】．0弓

一 一一

台湾／香港／ベトナムコンテナ
1 1 85 89

一 一

マラッカストレイツコンテナ
2 1 157 lDl

△56 △　35．7

シンガポール／西マレーシアコンテナ 一
1

一
52 52

一

シンガポール／スラバヤコンテナ
1 1 51 51

一 一

シンガポール／インド・パキスタン・スリランカコンテナ ｝ 1 45 48 3 6．7

シンガポール／インド・パキスタン・スリランカ・ペルシャ湾コンテナ
2 2 54 lo4 50

92．6

シンガポール／ペルシャ湾コンテナ
1 王

26 52 26
lOO．0

シンガポール／豪州ゴンテナ
1 1 43 52 9

20．9

シンガポール／東アフリカコンテナ
1 ／ 5 2上

16
32G．9

欧州／南米西岸コンテナ
2 2 27 27

一 一

北米西岸／r．l11米西岸ゴンテナ 1 1 11 26 15
136．4

南アフリカ／西アフリカコンテナ 『
2

一
3 ［・ 一

．．．．．．．． ｡一

．一i・．「．「．．．■．．．．
．． －．一．．．一．「． ．「．幽．一．r．． ．． ｱ．・幽i．．． ．．．． u．．」．

三国聞コンテナ航路（小計）
4 4 996

1，158
162

16．3

コンテナ航路合計
8 9

2，600 2，993
393

15．1

（

（
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【表3】　わが国外航定期航路（在来船航路）

航　　　　　　路　　　　　　名

配　船　社　数（4月1日現在）

年間航海数
i実　　　　績） 増　　　減

1994年 工995年 1993年 1994年 比率（％）

中近東・地中海・北アフリカ
@カリブ海
?ﾄ東岸（パナマ経由）南米束岸（喜霧峰経由）

?ﾄ西岸
@中米西岸
?ｼアフリカ
ｩアフリカ
k西豪州ニュージーランドパプアニューギニア

ｼ太平洋
?ｾ平洋

@インド・パキスタン・ペルシャ湾ベンガル湾

″`・海峡地
C峡地・サバ・サラワク
Tバ・サラワク
oンコック
@インドネシア
@フィリピン
苻p・香港・フィリピン
苻p
ﾘ国
?早
@ナホトカー閲．幽幽」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．L」．．

　　1
@　3
@　2
@　1
@　3
@　3
@　2
@　1
@　3
@　2
@　2
@　2
@　3
@　1
@　2
@
　
』
　
　
2
　
　
2
　
　
1
　
　
3
　
　
9
　
　
3
　
　
8
　
　
3
一
．
一
一
．
．
．

　　　1
@　3　　　1　　　3

@
　
j
　
　
　
l
　
　
　
2
　
　
　
2
　
　
　
2
　
　
　
2
　
　
　
3
　
　
　
1
　
　
　
2
　
　
　
4
　
　
　
／
　
　
　
2
　
　
　
2
　
　
　
工
　
　
　
3
　
　
　
1
　
　
　
9
　
　
　
3
　
　
　
9
　
　
　
3
．
國
．

　26@12
@30
@35
@44
@51
@35
@12
@　6@35
@12
@44
@24
@12
@20
S
讐
　
1
2
　
1
5
1
　
6
7
　
甚
　
5
6
8
1
，
1
5
5
　
1
5
4
　
1
4

　15@聖
　
4
1
　
5
6
　
翌
　
工
2
　
　
6
　
3
6
　
1
2
　
4
4
　
2
4
　
1
2
　
　
5
　
2
1
9
　
1
0
6
　
　
5
　
1
2
9
　
5
4
　
　
9
　
1
0
2
　
5
6
D
1
，
1
4
2
　
2
5
3
　
M

△　　11

｢　　2
｢　30
@　5
@　12
｢　　10
｢　　35

@　＝

@　」

@　二

｢
孟
△
　
2
0
3
　
1
0
6
△
　
　
7
△
　
　
2
2
△
　
　
1
3
△
　
　
2
　
1
0
2
△
　
　
8
△
　
　
1
3
　
　
讐

△　42．3

｢　16．7
｢100．0
@13．9
@27．3
｢　19，6
?G00．O

@　＝
@　22
@　＝　　一

｢　75．D
｢　48．1　　一

｢　58．3
｢　14．6
｢　19．4
｢　18．2
｢／三ム　　エ．1　64．3　　一

在来船航路（小計） 3ゴ’
3工 2，953 2，907

．．一L幽國

｢　　46 △　　1．6

香港／パプアニューギニア
@シンガポール／ミクロネシア 2

1
1

2
1
1

19
P9
P3

19
P9
Q1 ＝
8

　＝

U工．5

三国間在来船航路（小計） 3 3 51 59 8
15．7

在来船航路合計 32 32
3，004 2，g65 △　　38 ム　　エ．3

【表4】　航路の区分からみた配船状況

航路数および配船社数（4月1日現在） 年　間　航　海　数　（実績）

航　路　　の　区　分 1994年 1995年 増　　　減
1993年 1994年

航路数 山口 航路数 回数 比率（％）

量
ユ 釜
1

釜
宅
．
『
5

　
　
是
　
　
1
一
．
．

260
�
W

1
1
1
1
0
4

△1042　△　40．0
｢112　△42，3
@55：　　l122

小　　　　　　　　　　　　　　計 5 3 3 335 275 △6D…△17．9

崖
4
釜
3
塗
3
量
3

400
W6
P37

4
暴
1
0
7

　　1：　　　　0、3　＿：　　　　　＿

｢30…　△21．9
小　　　　　　　　　　　　　　計 10 3 9 3 523 594 △29…　△　4．7

珪
3
葦
2

葦
3
．
『

　
葦
　
2
．
幽
・
．
i

1
男
l
l
o

1
逡
1
2
4

一…　　一12　　　　1．314：　　　　12．7

小　　　　　　　　　　　　　　計 10 4 lo 4 306 321
15…　　4．9　．

W　極東域内　　　　　　　　コンテナ　〔日本発・着）　　　　　　　　　　　在　　来（日本発・着）　　　　　　　　　　　コンテナ（三　国　間）　　　　　　　　　　　在　　来〔三　国　間）

、1

o

31

m

量
　
塁
「
－
冒
．
．
．
」
　
3
0

3釜

F
　788
Q，598@400
@38

1，123
Q，637
R
1
1

　335：　　　42．5
@39：　　　　1．5
｢　　4：　　△　　1．D　＿1　　　　　一

小　　　　　　　　　　　　　　計 25 32 32
3β24 4，194

　：
R701　　　　9．7

V　その他

彗
琴
睾

§
套
釜

　　葦　　6

@
　
含
．
＿
！
　
ユ
s

3
3
塁
2
1

37
P15
P60

P
繋
1
3

早
8
1
奮
8
量
1

　　：
｢　　1；　△　　2．7
｢45i　△39．1　1051　　　65．6△　23：　△　15．O　I51　　　　39．5　　81　　　61，5

小　　　　　　　　　　　　　　計 17 3 4 515 575 　［　　　　　　…　一・一

T9；　　　ll．4
・合　　　　　　　　　　　　　計 57 33 72 　

3
2
■
．
幽 5，604 5，959 3551　　　　6．3

．． ：
（日本発・着）（E国間航路） l

l 3
1
墾 3
1

4，557
P，047

4，742
P，217

185：　　　　4．1
H701　　　16．2

（注）本表は「外航定期航路一覧表」（1995年版）より作成した。ただし、

1．航路は、南米東岸航路を南ア経由およびパナマ経由に区分した。
2．配船社数および航海実績については、重複分を除外している（原本の「外航定期航路一覧表」とは集計方法が異なる）。
3．航路区分（1～V）は当協会にて仕分けしたものである。この中の「極東」とは、おおむね船舶安全法の「近海区域」とした。．
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業界探訪

訪問団体　社団法人　日本コンテナ協会

設立昭和39年（1964年）12月10日

沿　革　最初のコンテナ船がわが国に寄港した

　　　　のは、世界で初めて本格的なコンテナ

　　　　船が就航してから10年後の昭和42年9

　　　　月のことであった。

　　　　　われわれの先輩は、早くもこの時期

　　　　にコンテナ．による輸送の合理化に着目

　　　　し、また、将来のコンテナリゼーショ

　　　　ンの進展を予見して、海運、造船、機

　　　　器メーカー、陸運、港湾、フォワーダ

　　　　一、荷主、保険、金融などの業界に幅

　　　　広く働きかけ、任意団体として日本海

　　　　上コンテナ協会が発足した。

　　　　　協会が、社団法人に改組されたのは、

　　　　日本最初のコンテナ船“箱根丸”の就

　　　　航に先立っ2年前の昭和41年8月のこ

　　　　とである。

　　　　　その後、わが国のコンテナリゼーシ

　　　　ョンのリード役として日本海上コンテ

　　　　ナ協会は、大きな役割を果たして来た

　　　　が、この間における事業の拡大に鑑み、

　　　　平成7年9月14日主務官庁の認可を得

　　　　て、名称を社団法人日本コンテナ．協会

　　　　に変更した。

理事長　秋永陽太郎（大阪商船三井船舶顧問）

所在地　東京都中央区銀座1－8－21

　　　　　　　　　　第21中央ビル4階

組　織　役員32名

　　　　（理事長、常務理事、理事、監事）

　　　　会員＝名誉会員9名、法人会員140団体

　　　　　　　個人会員3名、賛助会員19団体

　　　　事務局9名

事業内容

　　　①コンテナおよびコンテナ輸送に伴う

　　　　諸設備の開発、製造および利用に関す

　　　　る技術的調査、研究ならびにコンテナ

．
塗

鍵
　
．
ぢ

せんきょう　平成7年11月号



　　　物流円滑化のための流通上の諸問題の

　　　調査、研究

　　②国際機関および国内・国外関係業界

　　　　との提携．協調

　　③見学会、講演会下によるコンテナリ

　　　　ゼ』ションの啓発と促進

　　　④機関誌、便覧、調査報告書等の刊行

　　　⑤　国産コンテナ確認証紙の受託販売

　　　　（大蔵省）、背高コンテナ通行経路指定

　　　　申請窓口（建設省、警察庁）橋梁照査

　　　　式適合車輔組み合わせ一覧表申請窓口

　　　　（建設省）

　　　⑥その他前記に関連する事業

展　望　国際貨物コンテナは経済、流通の国際

　　　　化が進む中で、今後とも行政、関係業

機　構　図
総．

会

理
事
会

界と協力し、国内におけるコンテナ走

行車輔問題等流通口における規制緩和

を推進する。

　国内コンテナについては、工業技術

院から委託を受け標準化作業を行って

いる。来たるべきわが国人口構成の高

年齢化や環境問題に対応した、省力、

省資源の国内物流コンテナ輸送システ

ムを研究する。

　その他、異業種、他業種の会員から

なる横断的組織体としての協会の利点

を生かし、21世紀に向けてのボーダー

レス時代におけるコンテナ物流を、多

面的総合的に研究する。

監

事

．
ヒ

研自 財 広

轄 務 報

究f 委 委

； 員 員

会ル 会 会

技
術
委
員
会

運
営
委
員
会

J
l
S
原
案
調
査
作
成
委
員
会

フ
ロ
ン
分
科
会

－
⊥
航
空
輸
送
部
会

国
際
貨
物
コ
ン
テ
ナ
部
会

規
格
小
委
員
会

条
・
約
小
委
員
会

国
内
コ
ン
テ
ナ
部
会

I
S
O
9
0
0
0
研
究
会

」

理
事
長

流
通
委
員
会

通
関
検
疫
部
会

物
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船を「彼女」と呼ぶ理由

　英語圏では、船は一般に女性名詞として扱わ

れる、英語の場合、ドイツ語やフランス語ほど

には文法一．ヒの性（gender）が明確化されていな

いが、こと船に関しては、異例なほど、この扱

いが徹底している。

　なぜ、船が女性なのか、その理由については

明確な学説もなく、あくまで文法上の慣f列と考

えるしかないようだが、理由のないところに理

由を付けたがる人々は多い。以下は、この件に

関して、かつて、まことしやかに語られていた

俗説のいくつかだ。

　「その周囲には、一団の男たちが付きまとい、

常にてんやわんやの大騒ぎが演じられる」、「見

栄えをよくするために多量のペンキ（紅、白粉）

を必要とし、時には全身をきらびやかな装飾（満

船飾）で飾りたてる」、「その入手費よりも維持

費によって人を破局に導く」、「下半身を水面下

に隠し、上半身をあらわにして、入港するや否

や、まっすぐブイ（ボーイ）のもとに駆け込む」、

「正しくリードするためには、当を得た男子が

必要である」……。

　今どき、こんな説を本気で論じたてたらセク　　ー

ハラとして糾弾されるのは確実。現に、米国の

通信社のマニュアルでは「it」と中性代名詞を

使うようになっている。

　しかし、船が、女性同様に絶えず飾りたてて

おかねばならず、乎間と維持費がかかるものだ

という考え方は、ローマ時代の詩人の作品にも

登場しているほどに古い。男たちの船と女性に

関する思いは、古今を通じ、あまり代わり映え

がしなかったようだ。

神として歓待された

キャプテン・クック
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　現在のハワイ島、ケアラケクア湾に、ジェー

ムズ・クック（キャプテン・クック）の一行が

乗る2隻の船、レゾリューション号とディスカ

バリー号が到着したのは1779年1月16日。

　上陸地には数千八の原住民が集まり、クック

の到着を大歓迎した。上陸後も、一行は至ると

ころで熱烈な歓迎を受け、その歓待ぶりに大い

に感銘を受けた。

　しかし、島民たちが彼らを歓迎したのには単

なる親善意識とは別の理由があった。ちょうど

その時期が、ハワイの新年の祭りの時期にあた

り、主神である収穫神「ノロ」は、臼い旗を掲

げて海からやってくると信じられていた。この

ため島民たちはクックの到着を、神の出現と解

釈し、島をあげての大歓迎となったのだ。

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎
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　滞在を終え、出港するときも、島民たちの手

厚いもてなしは変わらず、クックは、来年もこ

の島を訪れることを約して、島を後にした。

　このときクックが、島民の歓迎の真の意味に

気付いていたら、それに続く悲劇は起こらなか

ったろう。しかしクックー行は、その4日後、

嵐に遭遇し、マストが折れたため、．再び島に引

き返したのである。

　ところが祭りをすでに終え、普段の生活に戻

った島に再び神が出現したのでは、混乱が起こ

る。住民の態度は一変して冷たく、やがて完全

な抗争状態に陥り、クックは島民の手で殺害さ

れてしまう。

　互いの文化へのわずかな理解の食い違いが、

大きな軋礫に発展してしまったこの悲劇、現代

にも通じる、外交の難しさを示す教訓の一．一つと

いえよう。

結像術は帆船時代の

船員の必須ノウハウ

　帆船時代、新参の水夫にとって、各種のロー

プハンドリングを身につけることは、一人前の

船乗りになる上で欠くこヒのできない修行だっ

た。帆船時代に考案されたさまざまなロープの

結び方（結索術）は、いずれも使用目的にあわ

せ、迅速・確実に結べ、しかも簡単にほどける

ことが基本。まさにロープの結び方一つで生死

が分かれた帆船時代の知恵の結晶とも言うべき

ものだ。

　このため英語には、ロープにまつわる表現が

数多くある6例えば「経験を積んでいる」とい

うような意味で使われる「to　know　the　ropes」

という言い回しなどはその代表例。複数形

「ropes」には「物事の秘訣」というような意

味もあ｝）、「to　have　a　rope」といえば「船乗

せんきょう　平成7年11月号

りとして生計を立てる」という意味になる。

　現代の船で使われるロープの代表的なものと

しては、係留索として使われる直径40ミリ以上

のものがあり、こうしたロープは、普通「ホー

サー」と呼ばれる。また直径10ミリ以下のロー

プは、「スモールスタッフ」と呼ばれ、積荷の

固縛や投索などに用いられる。通常「ロープ」

と呼ばれるのは、この中間の太さのものを指し

ており、一般的な用途には、．ほとんどこの太さ

のものが用いられる。

　なかでもホーサーは、舶用品の中では高価な

部類に入1）、治安の悪い国の港では、沖合いで

の停泊中に、これをねらって錨鎖を伝い船内に

侵入するコソ泥も多いという。

　このため投錨中は、ホーサ．マをワイヤーで固

定したり、投光器を設置したり、頻繁に見回り

したりと、．乗組員は神経を使うことになる。

　夜陰に乗ピて忍び込むコソ泥を手際よく捕ま

えるコツも、現代の船員にとっては「to　know

the　ropes」の重要な要件の一つといえそうだ。



　ε黛．

ゐ

8

£
二
1
、 悔
瓦

　．．窃

伽噸硬り

米国内航海運一部門戸開放の動きについて

　諺

ζひ

　米国の内航海運は、ジョーンズ　アク．卜（JQnes

Act）と通称される1920年商船法幣27条の下で長年

にわたり保護されていることは周知のとおりですが、

このところこの規則を緩和してごく限定的ではあり

ますが、内航の一部を外国船に門戸開放すべしとの

動きが出ておりますので、その概略をお伝えします。

1、ジョーンズ　アクト改正の仕掛人

（1＞ジョーンズ　アクト廃止期成同盟（Jones

　　Act　Repeal　Coalition）

　　　農産物や鉱産物の輸出業者を中心にジョーン

　　ズ　アクト、さらには海運全般の規制撤廃を要

　　訳する期成同盟が結成されており、その議長に

　　は元FMCコミッショナーで海運規制撤廃派の

　　一．人として有名なというよりは悪名高いロブ

　　クオーテル氏が就任しているが、豊富な運動資

　　金をバックにかなりのキャンペーンを展開して

　　おり、ニューヨーク　タイムズやワシントン

　　ポスト等の有力紙にも記事を書かせている。さ

　　らには、ついに後述のジョーンズ下院議員を説

　　得して法案提出に同意させることに成功した。

（2）ジョーンズ下院議員（Walter　B．　Jones，　JR．，

　　共和党　ノースカロライナ出身）

　　　長らく下院の商船漁業委員会の名委員長とし

　　て高名であった故ジョーンズ議員の子息で、ま

　　た新人議員であるが、クオーテル氏の要請をい

　　れてジョーンズ　アクト改正法案を提案するこ

　　とに同意済みで、目下運輸インフラストラクチ

　　ャー委員長のスタッフと法案を作成中である。

　（注）ジョーンズという名前が多くて紛らわしい

　　　が、ジョーンズ　アクトを1920年に提案して

　　　立法化させたのはWesley　JQnesという上院

　　　議員で、前述の故ジョーンズ委員長ではない。

　③　コウブル下院沿岸警備・海上輸送小委員長

　　　一ヒ記のジョーンズ議員の動きに対し、下院運

　　輸・インフラ委員会の沿岸警備・海上輸送小委

　　員会のコウブル委員長が支持を表明、同小委員

会で正式に審議すると言明している。

2　ジョーンズ議員提案の主要点

（1）内航に．就航可能の船舶は．現行どおり米国籍で

　　あることを要するが、その保有条件を緩和して

　　外国人の支配する米国法人が所有する米国籍船

　　でも内航に就航することを認める。

②　現在内航に就航する船舶はすべて米国の造船

　　所で建造されたものに限定されているが、これ

　　を緩和して外国建造の船舶でも米国籍に移籍す

　　れば内航就航を認める。

（3）一ド記条件に合致する船舶は外国籍のまま内航

　　への就航を認める。

　　（a）当該船の所有者が米国で営業活動を行うこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．〔
　　　とについて法的な資格を有していること。

　　（b）同所有者は米国諸法規の適用を受けること

　　　に同意し、法的通達や召喚状等の受取人を米

　　　国内に有すること。

　　（c）米国の内航航路に定期的に就航するか、あ

　　　るいは外航定期船であっても時に内航の貨物

　　　または乗客を輸送し得る船舶。

　（4）規制緩和の対象となる船種は貨物船、客船に

　　加え、ドレッジ船、バージ曳船を含む。

　〔5）このようなcabotageの門戸開放が実現する

　　と、外国コンテナ船社も現在禁止されているコ

　　ンテナの米国．諸港津自家輸送が可能となるし、

　　クルーズ船の場合、例えばアラスカクルーズで

　　現在はバンクーバで船客の乗下船を行わざるを

　　得ないところ一この法案が成立するとシアトル

　　に変えることが可能となる。（というより本案は、

　　米国内の港湾都市に外国クルーズ船を誘致する

　　ことも狙った提案である。）

3．今後の見通し

　　早いもので今年も11月に入ったが、今議会の会

期も実質的に残り1カ月余りとなっており、他方

予算関係をはじめとして依然として問題山積の折

　から、コウブル委員長も言っているとおり本法案

　が正式に取り上げられるのは来年になる見通しで

　ある。また、1920年以来規制緩和されたことのな

　いジョーンズ　アクト　トレードを一部とはいえ

　門戸開放するとの試みがすんなり実現するはずは

　なく、現にマトソン社やその他の内航船社および

　関係労組が早くも猛反対の構えを見せているので、

．議会でも非常にもめる．二とは必定と思われるが、

　今後共成り行きを注視したい。

　　　　　　　（北米地区事務局長　森崎　末壽雄）
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海運 日誌

4日　自民党の交通部会は、港湾問題研究会（座

　　長・溝手顕正参議院議員）の第1回会合を

　　開催し、国際競争力の強化や地震に強い港

　　湾づくりなど、目本の港湾が抱える諸問題

　　について討議した。

　◎　四極造船首脳会議が4日から10日まで韓

　　国・駄目で開催され、造船業の共通認識醸

　　成のための意見交換を行った。

6日　自民党第2回海運問題研究会（座長・林

　　幹雄衆議院議員）が開催され、当協会より

　　新谷会長が外航海運の現状について説明し

　　た。12日目第3回会合では、全日本海員組

　　合の中西組合長から日本人船員の現状にっ

　　いて説明があった。また、19日の第4回会

　　合では朝日新聞編集委員の田岡氏からナシ

　　ョナル・セキュリティーの面からみた海運

　　の重要性について説明を受け、26日の第5

　　回会合では、中間的論議整理のためフリー

　　トーキングが行われた。

9日　UNCTADIIMO船舶アレスト条約見直
　　しのための会議が9目から10日までロンド

　　ンで開催され、現行アレスト（1952年）条

　　約の改定案が審議された。

　　（P．12海運ニュース1参照）

11日　IMO第73回法律委員会がll日から13日

　　までロンドンで開催され、1996年以降の同

　　委員会の議題を決定した。

　　（P，13海運ニュース2参照）

13日間新党さきがけは海事問題研究会（会長・

　　鳩山由起夫衆議院議員）の第1回会合を開

　　催し、当協会の増田理事長ほか関係者が外

　　航海運の現状について説明した。20日の第

　　2回会合では、当協会の新谷会長および中

　　小船主協会の乾会長が外航海運の現状説明

　　および国際船舶制度の早期実現の必要性等

鉱10月

　　について訴えた。

16日　当協会と台湾船主協会は、東京・平河町

　　で第3回日台船主協会会談を開催し、両国

　　海運界の現状と展望、EU・米国における

　　海運政策などについて意見交換を行った。

　　（P．2シッビングフラッシュ参照）

17日　国際油濁補償基金（10PC　Fund）第18

　　回総会が17日目ら20日までロンドンで開催

　　され、HAVEN号クレイム処理問題およ

　　び油田2条約（69CLC／71FC）の1992年

　　改定議定書発効に伴う新基金の発足準備等

　　について審議を行った。

　　（P．15海運ニュース3参照）

18日　海事振興連盟は、1995年度通常総会を開

　　催し、予算・事業計画の決定に加え、国際

　　船舶制度の早期実現、内航海運業における

　　船腹調整制度と内航タンカー運賃の維持な

　　どを内容とする決議を採択した。

19日　新進党は、海運政策研究会（会長・加藤

　　六月衆議院議員）の第1回会合を開催した。

　　24日の第2回会合では、当協会の生田副会

　　長が外航海運の現状および国際船舶制度の

　　早期実現の必要性について説明し、31日の

　　第3回会合では、全日本海運組合の中西組

　　合長が日本人船員の現状について説明を行

　　つた。

24E｝第29回海運経済学会が、24日・25日の両

　　日、神戸で開催され、佐々木誠治会長が「国

　　家と海運」と題する会長講演を行った。

　　（P．4特別欄参照）

26日米国1984年海運法改訂法案（Ocean
　　Shipping　Reform　Act　of　1995－H，R．2149）

　　が包括予算調整法案に添付され、下院本会

　　議を通過した。

せんきょう　平成7年11月号 囲



熱曝鱒隷羅㌦∬

日

㊨

㊨

■ ●

麗
…
野

武
事
．
．
．
．
．
覧
乱
．
　
．

滞㍉夢り聾
．
“

㌔燃

R
野
薄

海運関係の公布法令（m月）

1990年の油による汚染に係る準備、対応及

び協力に関する国際条約

（条約第2G号、平成7年10月20日公布）

電波法施行規則の一部を改正する省令

（郵政省令第74号、平成7年10月6日公布、

平成8年4月1日施行）

無線従事者規則の一部を改正する省令

㊨

㊨

㊨

（郵政省令第75号、平成7年10月6日公布、

平成8年4月工日施行）

運輸省．組織規程の一部を改正する省令

（運輸省令第57号、平成7年10月12日公布、

平成7年12月7日施行）

海上衝突予防法施行規則の一部を改正する

省令

（運輸省令第59号、平成7年10月26日公布、

平成7年11月4日施行）

船舶設備規程及び小型船舶安全規則の一部

を改正する省令

（運輸省令第60号、平成7年10月26日公布、

平成7年ll月4日施行）

「国際船舶制度の早期実現に関する請願」を衆参両議長に提出
　　　　　　　　　～国際船舶制度早期創設に向けて～
　運輸省　外航海運。船員問題懇談会の報告書（本誌6月号P．8参照）で提言された「国際船舶制度」

の早期創設を目指し、当櫨会は、政府・国会関係などに精力的に要望活動を行っている。

　これに関連し、自民党、さきがけ、新進党において、外航海運問題に関する研究会がそれぞれ設置され、

今後の外航海運政策に資するための協議が開始されている。当協会はこれら研究会において、わが国外航

海運界の直面する諸問題を中心に現状説明を行うとともに、国際船舶制度の早期創設を強く要望している。

さらに、ll月2目、衆参両議長に対し、「国際船舶制度の早期実現に関する請願」を提出した。請願書は

労使が協調し、同一内容でそれぞれ提出した。（資料参照）。

〔資料〕　　　　　　国際船舶制度の早期実現に関する請願　　　　　　　　　　　平成7年11月2日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請願者　社団法人　日本船主協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　会長　新谷　　功
衆議院議長・参議院議長

［請願理由］

　わが国外航海運産業は、主としてドルを建値とする国際市場において自由競争に晒されている典型的な輸出型産業であ

り、1985年以降継続している大幅な円高の下において国際競争力を確保するため、口本籍船の少数配乗化（近代化船）、混

乗化、さらには便宜置旧船化等あらゆる方策を講じて参りました。

　しかしながら、今日の円高は、固定費および運航費の高い日本籍船の保有を極めて困難にしており、各企業の懸命の合

理化対策にもかかわらず、口本籍船とそれに乗り組む日本人船員の減少に歯止めをかける状況には至っておりません。

　加えて、将来的にも予測される低水準の新規採用、船員養成機関の定員縮小、さらには若者の海離れ現象等によワ、既

存船員の高齢化と相倹って、このまま放置すれば、口本籍船・口本人船員は限0なくゼロに近付くことになると危惧され

ます。

　日本の生活物資やエネルギー・資源等の九割以上は海外から船で輪送されておりますが．これら貿易物資を安全かつ安

定的に輸送し、高品質なサービスの提供を続けていく上で、口本籍船はきわめて重要な役割を担っております。従って口

本籍船・日本人船員がこのまま減少し続けていくと国民生活に必要な物資の安定輸送に支障をきたすのではないかと旧れ

ております。

　欧州諸国においては、国家安全保障、貿易物資安定輸送、海技の伝承等の観点から、必要とされる自国籍船・自国船員

確保のため、国際船舶登録制度を導入し、自匡海運の維持が図られております。

　四面を海に囲まれた貿易立国であるわが国にとって、日本籍船と日本人船員の維持による自国の外航海運産業の存統が、

これら諸国にもまして重要であると考えられます。

　よってここに、総合的な対策を盛り込んだ匡際船舶制度の早期創設を請願いたします。

［請願事項］

1、日本欝欝・日本人船員を維持し、日本商船隊の競争力を確保するため、総合的な対策を盛り込んだ国際船舶制度を早

　期に創設すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

せんきょう　平成7年U月号



海運統計　鞭羅　一一
1．世界の商用船建造状況

造船所手・持工事船舶量 推定建造
匇ﾔ（月）年

竣　　工　　量
i年・期聞）A S　lS＝L十M 建造中船舶量L　　未碧工船日量M
隻　数 千総トン 隻　数 チ総トン 隻　数 千総、トン 隻　数 白総トン 隻数より算出

（1986．12） ．．3．・．↓鍋．． 2L364 1292　1

工1，051．
　　876■．．．．．

1（，．313

．．．．．．．．．．．．．． u一

@工9呂7年
　　　　　　　．．．

i1987．12）

　　　　　．．．．．．D一一．．．．
@［2．／03｝

■．L・．．．．．．．．一．

@［ll、311］

2，037

．．r．．

@22
　　　－．國．

k2工0
9，694　．．L．． 827 12，848．．．．幽・ゴ

「．．．國．．．．ゴ．
@7　玉　　「

．T「「．．i．．．

1988年
@　　　　　（1988．且2）　　　　　　　　．．．．．・．．．．

．．．．」．．．．

m2．094」 ［1L312］

D．．國

2，228　　．閲．．幽」

　　　　542　．．．＝．．一．．．

1、2S8
11　622　　「 　　940．．L． 12，931　　　　．．T

　　　　7．2

｡．．」．．．．．．．．．r．

1989年
@　　　　　（1989．12）

［2．196］

@　　．．．．幽・

［M．482］

@　　　　　　　「

31，055 12，452　－．．L． 1　177　， ユ8，603「．．．幽」．ゴ

　　　　　r．

V．0

@　　　　ρ．

@　　　　・．

1．990年
@　　　　　（199D．12）

［2．121］
．．．

@［／6，039］
2　633　， 13，533－馳ヒ． 1　345　，

7．3

　　　　　　　　　　　　　　．．

P991年
@　　　　　（1991．12）

．TT「．．・．

@［L945］

@　　　ゴ．．．「．・

［．16，859］

2，530

39　　789．．．＝、．．．．．

S3　164　　脚　　　　「「．L

1
3
5
5
　
， 15，897

　　　　－馳

P　175　脚　　　　．．

　
2
7
，
2
6
7
．
．

8．2

@　　　．．．．

．．．．．．． D．．

D．．．一一．．．．． s．．．i

@1992年
D．．．．． |．幽

（1992．／2）

［1，886］

D．L．．

．．．

@［：18，641］
2　284　，

37，333
1　312　，　　．．－「・ 　18　　　　670．．一．．■．．．．．．． 18663　　，　　　　r．．．

　　　8．5

D．L．．．．．．．．．．「．

．－．i．．．．．．

1993年
@　　　　．．∫坦9嬰旦）

［1．757］ ［20．530］
2　145　「 39　242　　脚　　　　　．「－ 　　　131　1．．．＝．．．．．． 1014　脚

23，454
8．3

@　　．．．「．　　　　　　　　　　　　　　．．

P994年
@　　　　　（1994．12）

［L437］ ［18．966〕
2　316　P

45，792
1　182　P 1呂　033　　1

1，134
27759　　P

9．7

1～3　月
i3月末）

308 5　764　P

2　342　7 45　〔149　　，

1，191 17，216
27833　　「

1995年
4．～6　月
i6月末〉　「．「■．．・．．．．．．

　　　312

黶D．．．ゴ．「「．」．

　　　5．400

D．一一．．．．．．． u．i

2　367　7

44，150 1，197　　．「．．． ．，エニ3旦口．．
26　日50　　’

跡（1995年）

E欄翔
（1．294）

@　（821）

@　（252）

（14，730）

i20，736＞
i8，684〕

「．．

（注）①　ロイズ船級協会発行の資料を次のとおり使用して作成した。
　　　1　1987～1994年の年間竣工景は「World　FleeしSta口stics」より〔［］内）。
　　　2　エ986年末～1994年末の造船所手持工事船舶鼠（含＝建造中船舶、未着工船舶）は「M巳rchant　Shipbuilding　Retum」
　　　　より。
　　　3　1995年1～3月期竣工量および、同期末の造船所乎待工事船舶jllは「WQ1．ld　Shlpbりildillg　Statistics　MARCH【995．「

　　　　より。
　　　4　1995年4～6月期竣工≦1ヒ、同期未の造船所乎持工耶船舶≦llおよび同手持工事船舶の引渡予定は「Wor】d　Shipbuild・
　　　　正ng　Sしadstics　June　1995」　より目

　　②「推定平均建造期開」〔月数）は竣工隻数（A）および建造中隻数（L）より次によひ算出した。
　　　　　　　12
　　　　　　　An
　　　　　（Ln－L÷1＿n）／2
　　③　対象船舶には漁船および維船が含まれる。
　　④斜よ1995年6月末造船所手持工事船舶の引渡予定耳＝。

2．わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持工事船舶量推移

）．

竣 工
」．1．｢ 造船 所手持 工・事船 舶最

年　　　度 （各年度実績） 輸 出　船 国 内　船 （．丁年3 月末現在） 輸 出　船 国 内　船

隻数 『総トン 隻数 千総、トン 隻数 「「．総トン
婁
数
一

千総トン 隻数 千総トン 隻数 千総、トン

1986年度 265 8，005 180 4，757
85
3，248

．．．．．．．．．．．

A、明証エ書，．． 133．．．．．．

．．5∴2旦 　　96．．．．．T．

．．a鐸2
　　37．．．．－．幽 2、坦弓．．

．．．． |．． ．．．．．．．．．． ．－．國．．． ．．一．．．．．．
u
．．．r．．．． ．．．．．．．． D． ．． ． ．．． ．．

1987年度 ．132
4　367　， 86

2，547
46
1，820

（19883） l19 4773 99
3，875

20 899
．」．．．∴．．．．

．．．．．．T L．．．．．．．．．
．．．．脚

A．．．

1988年度 i53 4　325　1
．．．． {馳・@H8 ．．

@　3　437　　　， 35 　　．．W88 ．．．．．．．． ．． ．．．．．．． 「．幽 ．．

（1989．3） 153
5，277

138
4　658

15 619
．． u．一」．．．．．．．．．．．．．．．・．．． 　　　　．D．．．．． ．．． u．幽．．．． ．．．．ゴ．． ．．．．．．．．．． ．．．「．．．L ．．．「．・．．． ．．．

?D．．．

／989年度 188 5　662　1

16〔｝
4　771　， 28 ．．．．．．．．．．

@　　892
．．．．．．． |．幽 ．．．．一一． ．．．．．．． ．．． D．．・．r．．

（1990．3） 224
S　O83

204
7　534

20 549
」．．．脚

D一一
．．し．．．．

－．．．．．． ．．．．．．．．．
{
．」．．ゴ 「．．．． ．． u．・．．．．． ．．．．．．．

D
．．． 「■．L．．． ．．

|
．．．．．．． ．．．．．．． u「．．

1990年度 203 6，367 172 5，333
31 1034　P

（1991．3） 294．．一．．． 12，243．．「．．．． 　272．．．．．－．

11，606
22 637　　r．．

．．．． s．． ．．．．．．．．．． ．． u・ゴ．． 一．．．．．．．．． ．・．「．．．． ．．．．．．． D．． ．．． ．．．

1991年度 215 7　152　， 150
6，533

35 619
（1992．3》 279

1．3，247 256 12，073 23 i173
．．． u．．i．．．．．．．．．．．．．「■．i． r．一 ．．．・．．．．．． ．．．．． |．． ．－．．・．

．、．．ヒ．．．「．．

1992年度
216
7，706

176
6，400 4〔｝ 1　306　，

．．．．．．．． u幽 ．．．．．．． ．．． ｱ■．．國．r ．．．．．．．

（1993．ヨ） 217 10593 192
9　713

25 879
．．．．’

黶D．
．．L．．．

．．．．．．． D．．．．．．．一．．．．．．．．． ．幽．．．．． ．．．．．．．． D－ ．．．．r ．．L．．．． 　．．．．．．D． ．．． 「．．．」．． ．．
ur 「「」

1993年度 204 8，547 175
7　835　1 29 712

（1994．3） 248
9，959

223
8，615

25 1343
．．L．．．「．．

．．．．．．．．．．．． D．． 「．． ．． |－・． 　　．．D．． ．．國 ．．

】994年度
271 8　308　P 235 7　570　， 36 738

（1995．3） 315 12　788　　， 295 11651　　脚 20

①
②
③
④

濁 運輸省海上技術安全局「新造船工事状況」より作成。
対象船舶はわが国の全ての造船所における建造許可船耐
「竣71．二∫南は各年度における実績である。

造船所手持工事船舶量は各年度末における状況である。

1（総トン数2．500総トン以上又は長さ9〔〕m以上の鋼船）。

せんきょう　平成7年ll月号



一一＝煮鷲愛識．議．． Q．；．．齢．．．．．帖．．．伝．．油．．．．

日，わが国貿易の主要貨物別輸送状況 （単位　千K／T％）

1ggo　l 　　　iP994
1994

区　　　　　　　分 　1991P 工992
1993

1～3 4～617～9 10～12
海上貿易量A 70，404 74，802 85，616 9／，019 95，347 23，412 24β61i 22，974 24，600

輸
日本船輸送量B 4β49 4β83 5，289 4，246 3，646

857 工，025 833 930

外国用船輸送量C 28，114 29，714 34，402 34，632 36，878 9，168 9，444 8，744 9，522

出 霜取比率　I　B／A 6．9％ 6．5％ 6．2％ 4．7％ 3．8％ 3．7％ 4．2％ 3．6％ 3．8％

鞘取比率　II　（B十C）／A 46．8％ 46．3％ 46．4％ 42．7％ 42．5％ 42．8％ 43．0％ 41．7％ 42．5％

海上貿易量A 699，099 714，467 699，877 704，867 733，088 178，255 177，294 183，Q38 194，501
輸
日本船輸送量B 199，944 196，583 188β79 183，557 170，401 43，478 42，496 41，157 43，270
外国用船輸送量C 269，668 308，090 311，798 322，628 342，966 82，061 82，580 83，208 95，l18

入 積取比率　I　B／A 28．6％ 27．5％ 26．9％ 26．0％ 23．2％ 24．4％ 24．0％ 22．5％ 22．2％

積取比率　II　（B＋C）／A 67．2％ 70．6％ 71．5％ 71．8％ 70．0％ 70．4％ 70．5％ 67．9％ 71．2％

海上貿易量A 409．4S5 421，801 397，312 403，154 414，170 95，976 104，726 102β46 110，522貨
物 日本船輸送量B 108，工84 105，764 101，976 93，753 87，528 22，55工 21，742 21，972 21，263

船 外国用船輸送量C 165，337 190，128 179，088 190，256 207，304 46，212 49，842 50，975 60，275

積 積取比率　I　B／A
ﾏ取比率　11　（B十C）ノA

26．4％

U6．8％

25．1％

V0．1％

25．7％

V0．7％

23．3％

V0．4％

21．1％

A1．2％

23．5％

V1．6％

20．8％

U8．4％

ll：1髭1 19．2％

V3．8％

う 海上貿易量A 124β40 126，950 113，635 114，484 116，090 26，754 29，453 28，678 31，205
ち 日本船輸送量B 52，258 52，900 49，971 46，638 46，916 13，444 11，095 11，482 10，895

鉄 外国用船輸送量C 37β68 45，080 36，087 43，809 46，773 9，087 ll，975 11，508 14，204
鉱 積取比率　1　B／A 41．9％ 41．7％ 44．0％ 40．7％ 40．4％ 50．3％ 37．7％ 40．0％ 34．9％
石 積取比率　II　（B＋C）／A 71．8％ 77．2％ 75．7％ 79．0％ 80．7％ 84．2％ 78．3％ 80．2％ 80．4％

》 海上貿易量A 107，492 111，618 111，／62 113β96 1／7，133 26，507 29，253 28，932 32，442
つ

日本船輸送量B 43β39 41，985 42，343 38，999 33，586 ア，394 8，754 8，812 8，626
ち
石 外国用船輸送量C 45，988 56，359 56，796 62，401 75，143 16，784 16，693 18，215 23，452

炭 坐骨比率　I　B／A 40．8％ 37．6％ 38．1％ 34．2％ 28．7％ 27．9％ 29．9％ 30．5％ 26．6％

只取比率　II　（B十C）／A 83．6％ 88．1％ 89．2％ 89．0％ 92．8％ 91．2％ 87．0％ 93．4％ 98．9％

， 海上貿易量A 39，515 39，730 38β27 38，215 38，532 8，918 10，079 9，750 9，785
フ

日本船輸送量B 5，033 4，3／3 3，614 2，742 2，308
507 636 548 617

ち
木 外国用船輸送量C 27，807 30，061 30，115 29，137 29，608 6，742 7，430 7，531 7，904

材 積取比率　I　　B／A
ｹ取比率　II　（B＋C）／A

12．7％

W3．1％

10．9％

W6．5％

、1：1髭i 7．2％

W3．4％

6．0％

W2．8％

5．7％

W／．3％

6．3％

W0．0％

5．6％

W2．9％

6．3％

W7．1％

海上貿易量A 289，614 292，665 302，565 301，713 318，917 82，279 72，567 80，092 83，979
油
日本船輸送量B 91，759 90β19 86，402 89，804 82，873 20，927 20，754 19，186 22，007送

船 外国用船輸送量C 104，332 117，962 三32，710 ／32，372 135，663 35β49 32，738 32β34 34，842

積 積翠比率　I　B／A
?謾范ｦ　II　（B＋C＞〆A

31．7％

U7．7％

3王．0％

VL3％
28．6％

V2．4％

29．8％

V3．6％

26．O％

U8．5％

25．4％

U9．o％

28．6％

V3．7％
ll：繍 26．2％

U7．7％

7 海上貿易量A 195，517 204，654 2／4，928 219，042 231，950 59，950 52，225 57，345． 62，430
フ

日本船輸送量B 75，547 74，734 71，806 75，352 67，911 17，201 17，440 15，239 18，03／
ち
原 外国用船輸送量C 89，240 100β76 118，680 118，3／0 120，918 32，473 29，120 28，251 31，074

積取比率　I　BIA 38．6％ 36．5％ 33．4％ 34．4％ 29．3％ 28．7％ 33．4％ 26．6％ 28．9％油
積取比率　　II　（B＋C）／A 84．3％ 85．8％ 88．6％ 88．4％ 8／．4％ 82．9％ 892％ 75β％ 78．7％

（注）①運輸省資料による、②年別は暦年。③石油製品にはLPG、　LNGを含む。④手取比率1…日本籍船積取比率
　　積取比率II…日本曳船＋外国用船積取比率

4，日本船の輸出入別・船種別運賃収入 （単位　百万円）

／994
区　　分

1989 199G 1991 1992 1993 1994

1～3 4～6 7～9 10～12
輸茱轟進出油長船 45，326

V6，576

@2，520
P24，421

38，998
U9，318

@2、433
P1D，749

38，587
U2，295

@2．551
P03，433

53，413
T1，653

@2，187
P07，255

39，494
S2，404
P，701
W3，599

31，370
R！，243

P，694
U4，307

7，364

W，757

@　479
P6，599

8，／83

V，063

@　471
P5，717

7，930
V，062

@　368
P5，360

7，893
W，362

@　377
P6，631

輸茱轟聡入就眠 49，353
Q00，600
P64，807
S14，76G

46，598
P83，899
P62，382
R92，B79

46，711
P70，031
P62，525
R79，266

51，246
P55，870
P48，115
R55，232

37，092
P29，454
P45，499
R／2，045

34，454
P09，084
P34，167
Q77，7G4

8，661
Q9，319
R4，662
V2，6畦2

8，786
Q9，267
R2，l12
VQ，165

8，50S

Q5β89
R2，388
U6，285

8，498
Q5，／09　　　－35，00b

U8，613

＝定期船

�ﾘ
49，008
Q9，304
W，747
W7，059

49，830
Q3，801
W，504
W2，135

56，600
Q6，955
X，052
X2，606

69，040
Q2，362
T，499
X6，902

50，674
H5，914
V，599
V4，186

45，143
P3，361
S，351
U2，856

10，／87

R，247

@　904
P4，338

11，185
S，675

Pβ01
P7，162

ll，958
Q，722
P，158
P5，837

11，814
Q，716

@　989
P5，5工9

合
計

定期船
s定期船
羡卵D@　計

143，687
R06，480
P76，074
U26，240

135，426
Q77，018
P73，319
T85，763

141，897
Q59，281
P74，128
T75，306

173，700
Q29，886
P55，803
T59，390

127，259
P87，772
P54，799
S69，830

110，967
P53，688
P4D，212
S04，868

26，212
S1，323
R6，044
P03，580

28，154
S1，006
R3，8S3
P03，044

28，396
R5，172
R3，914
X7，482

28，205
R6，187
R6，371
P00，763

（注）①運輸省資料による。②年別は暦年。③外国船は含まない。
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5．わが国貿易額の推移 （単位

　磁4、叢慰認、灘、

百万ドル）

年　月
輸　出 輸　入

入ω出超

前年比・前年同期比（％｝

（FOB） （CIF）

輸　出 輸　入

1980 129807　　　， 140528　　　， ▲10721　　　　，

26．0 27．0
1985

175，638
129539　　　「

46，D99 3．2 ▲　　5．ユ
1991

314，525
236737　　　， 77789　　，

9．6 0．8
1992 339650　　　， 233021　　　，

106，628 8．O ▲　　1．6
1993 360872　　　， 240551　　　， 120318　　　，

6．2 3．2
1994 395537　　　，

274，368 12／，161 9．6 14．1

1994年10月 34，638
25374　　，

9，264 10．4 24．2
11 34440　　，

25，888 8，552 21．2 23．2
12

37，743
24710　　，

13，032 15．2 24．6

1995年1月 27工90　　， 24383　　，

2
8
0
7
　
7

4．7 22．3
2 35237　　， 23943　　，

11，293 19．1 28．1
3 42592　　，

28，720
13871　　，

16．6 26．8
4 40059　　7

29，170 10，889 21．7 33．6
5 35537　　， 28549　　脚

6，988 26．4 32．2

6　　i
40155　　， 28502　　，

11，653 19．／ 27．371
38070　　， 28635　　脚

9・434i 10．4 28．8
8 35241　　， 29306　　，

5・9351 12．6 16．1
9 38703　　，

27，397 11．3061 7．o 13．2

（注）　通関統計による。

無馬凝　　　　酬咋

6．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年　月 講平均 最高値 最安値

1985
238．54 200．50 263．40

1989
137．96 124．10 ／50．35

1990
144．81 124．30 ／60．10

1991
134．55 126．35 ！41．80

1992
126．62 l19．15 134．75

1993
111．19 100．50 125．75

1994 10224
96．45 ／09．00

1994・年11月 97．96 96．45 98．92
12

100．13 98．95 100．55

1995年1月 99．75 98．55 101．05
2

98．24 96．60 99．68
3

90．79 88．25 96．55
4

83．67 80．30 87．20
5

85．10 82．25 87．35
6

84．53 83．80 85．40
7

87．22 84．60 88．75
8

94．55 88．05 99．10
9

100．49 97．20 104．25
10

100．65 99．70 101．80

7． 不定期船自由市場の成約状況 （単位＝千 MIT）

区分 航 海 用 船

定期 用船

△　　計 連続航海
シングル

（品　目 別 内　’訳）

年次

口 航　　海
穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料． その他 Trip Period

1989
119，708 3，373 116β35 44β29 21，936 38，448 1，0工8 3，326 6，814 164

103，815 24，1611ggo
132，265 3，G91 工29」74 43，613 32，043 43，626 8〔ト5 4，716 4，173 198

90，980 14，3261991
127，095 2，462 工24，633 35，022 34，538 44，554 761

3，519 5，043 1，196 1021775 25，1311992
196β12 16，996 179，316 54，719 54，731 61，／97 576

3，064 4，023 LOO6 87，735 16，5301993
172，768 8，470 164，298 56，033 42，169 59，／67 4〔1魯 2，353 3，357 811

108，546 26，003
1994

180，978 11，264 169，714 44，993 44，25／ 68，299 2，634 3，477 4，430 1，630 176，407 46，876

1995　1 13，643 270
13，373 生208 3，869 4，588 262 232 161 53

11β80 5，336
2
12，582 410

12，172 4，071 2，718 4，7／7
64 283 231 88

13，773 4，586
3
工4，430 595

13，835 3，937 3，960 5，500
30 57 300 51

17，181 7，823

4
5

工亀973

P4，687

　15
P，347

ユ0，958

P3，340

2549

R，296

3，273

S，270

4，663

S，949

98

Q30

41

P37

311

S43

23

P5
15β95

P5，519

5，345

S，618

6
7

13，479

P4β80

　0
Q60
13，479

P4，620

3，188

Rβ17

3，901

T，543

5，716

S，805

35

H72

174

S6

430

U29

35

P08
11，552

P4」93

2，070

R，696
8
14，569 440

14，129 4，239 4，214 4，764 ／64 236 339 173
10，810 5，047

9 15590 255
工5，335 5，052 4，290 5，280 3G

工52 450 81
1工，817 5，067

（注） ①マリタイム o リサーチ社資料によ る。 ②品目別はシングルものの合計。 ③年別は暦年。
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’ 、

1 1

o o

巴go・．年．；　　　更唾賦 罵qg2 鴨93 巴叫 、呪も

〔ドル｝

45

35

3D

25

～o

15

10

5

o

穀物（ガルフ／口本・北米酉岸／日本・ガルフ／西欧1

万ル7／ 日本

L

／カルフ／西欧
ノ

〕　、L

L、　　　　〆

A　一／M

、　　　　，、　、　　　　r

’　＼　　へ

@　　＼
@　　　＼

　　／
@／@／P

＼

北示西皐／日本

@　日

」
1
1

1　　　　　　　　　　　　1

モ帆D：笄．P ㍉恥、 、蛉2 1臼ヨコ 櫓9・」 円3b

〔ドル）

‘5

範

35

25

15

10

5

o

〔

日，原油〔ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾／日本 ペルシヤ湾／欧米

月次
1993 1994 1995 1993 1994 1995

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高
1
最低

1
58．00 49．00 42．50 32．OO 60．00 54．50 57．50 46．50 37．50 30．00 50．00 47．50

2
53．00 47．50 39．05 3L25 55．50 49．50 45．00 42．50 35．00 30．00 49．00 4／．00

3
50．OD 41．50 46．00 37．50 56．00 51．00 50．00 37．50 46．00 32．50 47．50 42．50

4
46．00 44．00 38．50 31．80 47．50 44．50 47．50 40．00 徽．00．，， 3脚0 45．00 40．005
46．00 38．00 37．0σ 35．00 47．50 42．50 42．50 37．50 34，50．． 30．00 45．00 40．00

6
53．00 38．00 44．5σ 32．00 72．50 54．00 48．50 36．00 42．50 30．00 57．50 45．00

7
64．OO 59．50 53．50 39．50 73．oo 63．50 56．25 45．00 47．50 3B．oo 67．5D 55．00

8
47．50 40．50 60．0σ 44．00 73．00 63．50 47．50 39．00 囲騨50 38．00 59．00 55．00

9
55．00 42．00 51．50 40．00 72．50 60．00 45．00 38．50 42．50 35．00 58．00 42．50

10
50．00 42．05 55．50 48．00 53．75 50．50 45．00 39．05 47．5σ 37．50 50．00 42．50

王1 46．05 40．00 55．0σ 47．50 42．05 37．05 57．50 45．00
工2 43．05 34．QQ 58．QO 48．50 40．00 34．GO 5G．oo 45．00

（注）①日本郵船調査部資料による。②単位はワールドスケールレート。

　　④グラフの値はいずれも最高値。
③吟ずれも20万DIW以上の船舶によるもの。

（．

9．穀物〔ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単｛立　 ドノレ）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ．／西欧

月次 1994 1995 1994 1995 1994 1995

最高　　最低 最高　　最低　　　　　　　． 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

23．50　2D．65
Q1．50　／9．50

P9，30　18．25
P9，80　工9，25

Q4．25　22，50

Q3．30　2025

Q5，00　21．50
Q6．00　21，50
Q5．00　22．20
Q8．5Q　25．QO
R0．75　26．00
R3．80　29．75

33．00　29．00
R2．50　31，00
R7．50　32，00
R7，00　33．OO
R8．00　32．00

R4．75　3LOO

R2．50　31．50
R4．50　32．50
R3．50　32．00
R3．QO　25，25

　　　一
@　12，00
P／．75　11，70

@　　＝　　　一

@　　＝　　　一

P5．5Q　14，75
P6．00　15．75　　　一

　　　一
@　17．65
Q0．50　18．60
P8．60　18，40
@　／9．75

P8．75　18．50

P8．50　18，00
P9．50　18．60
P8，65　18．50
P8．50　17．75

／0．25　　9．10

X．30　　8．60
W，45　　8．00

@　1025
@　12．00
P0．50　　9，87

P1．50　10．25
P1，75　10．65
P5，68　11．OO
C／4．25　12．9C

P7．00　13．50
P7．00　16，50

17．25　16．00
P5，40　15，25
P9，00　’．15．25

@　19，00
D／8．75　17．50
H5．OO　13，6D　幽15．50　13．50

@　16．50
P7，50　．15．10

P5．GG　U、GG

（注）①日本郵船調査部資料による。②いずれも5万DIW以上8万D〆W未満の船舶によるもの。
　　③グラフの値はいずれも最高値。　　　　　　　　．

せんぎょう．平成7年1工月号
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　VLCC

d

1990「年｝ 1991 1992
1弱3

1994
1鴨5

400

3ゆq

2脇

20ぴ

軍田

1DD

5q

も

10．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位　ドル）

」

ハンプトンローズ／日本（石炭） ツバロン〆日本（鉄鉱石） ツバロン／西欧（鉄鉱石）

月次 1994 ／995
1994 ／995

1994 1995

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

9．45 一 8．80 工4．20 4．35 　2
9．25 一 7．70 13．75 4．96 8．oo

3
一

18．50
一

13．50 5．60　　4、50 11．25　　9．80
4　　＝

一 一 9．25　　7，90 13．90 6．25　　5．55 8．70
5
　
i
6
　
　
i
　
　
　

13．／0　　12．40

@　一
二 　1D．30

X．50　　9．10
＝ 6．50　　5．75

T．75　　5、30
8．25　　7．75
V．45　　7．10

7
12．10 一 11．10 一 5．00 7．50

8
一

18．25 11．40　　10、85 『 6．00 8，50　　7．50
9

13．50 一 11．OO　　10，30 一 一 一10
15．80 　 一 一 10．50　　8、00 一ll
一

13．45 9．35　　8．40
12

一
12．75　　11，75 9．25

（注）①日本郵船調査部資料による。②いずれも／0万D／W以」＝15万DIW未満の船舶によるもの。

　　　③グラフの値はいずれも最高値。

．〕．

11．タンカー運賃指数

タ ン カ 一　　運 賃 指 数

月次
1993 1994 1995

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C
1 522 98．3 138．6 162．6 工93．2 37．6 9Q．6 133．7 16L9 2U．7 5L6 1／5．6 176．2 玉84．3 25Q．52 5L4 94．9 130．1 167．4 181．6 34．2 88．8 144．2 171．D 221．3 53．4 105．3 154．9 169．6 226．4
3
44．9 98．1 126．5 171．7 169．2 37．1 呂8、／ 130．8 175．2 219．2 48．0 98．7 145．6 162．9 215．7

4
45．2 98．2 B2．2 187．6 167．8 37．9 88．2 125．7 171．7 203．5 50．3 101．2 141．6 ／59」 214．95
42．5 93．1 141．2 192．8 153．7 36．6 93．6 124．5 169．1 199．4 44．9 94．8 139．9 175．5 187．4

6
39．7 101．3 153．8 177．3 170．1 34．2 88．6 125．9 175．6 183．1 44．9 101．0 144．5 217．4 210．9

7 45．9 10L9 uo．7 184．2 16L9 37．3 9L5 129．7 185．4 188．5 56．2 95ユ 147．2 242．4 217．68
52．1 89．4 122．9 184．1 167．2 45．7 88．7 ／23．9 199．王 181．9 63．2 107．8 144．6 214．3 212．8

9
41．5 78．4 110．8 160．9 171．9 47．8 93．1 133．8 201．7 ／86．4 63．7 106．5 147．6 王9L7 203．710

P1
42．3
S2．5

ll：言i 118．9
P25．8

154．O
P52．7

175．7
P86．3

44．6
S8．2

96．6
P02．1

142．．2

P53．4．
200．2

P88β
196．4
P99．3

12
41．2 93．2 120．4 159．3 210．2 47．5 117．6 ．173．1 209．4 214．9

平均 45ユ 93．4 Bo．2 171．2 175．7 49．8 94．G 口36．7 184ユ 200．5
（注）①ロイズ・オ．ブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シツビング・ニューズ・インターナショナル
　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年U月に合併）②タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃
　　　指数の発日様式が87年LO月よワ次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　④VLCC＝15万1000トン（15万トン）
　　　以．L⑭中型＝7万1000～15万トン（6万～15万トン）◎小型：3万6000～7万トン（3万～6万トン）∈）H・D
　　　＝ハンディ・ダーティ＝3万50〔X〕トン〔3万トン）未満　㊨H・C一ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。

せんきょう　平成7年11月号
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12．貨物船用船料指数

月次 貨物船航海用船料指数 貨物船定期用船料指数
199Q 1991 1992

工993
1994

／995
199G ／991 1992 1993 1994 1995

1
204．3 215．0 208．0 194．O 1S9．0 234．0 349．1 306．4 343．0 323．O 327．0 358．O

2
208．3 198．0 202．0 192．口 ／85．0 227．0 356．5 318．O 326．0 326．O 320．0 358．U

3
203．3 工99．0 195．0 191．0 B5．0 229．O 357．6 325．0　1 320．O 327．0 324．0 366．O

4 176．4 207．0 192．O 王94．0 1∋8．0 243．0 2呂8、7 335jjL 300．0 356．Q 310．Q 3？7．o
5
202．9 205．0 191．O 195．0 1∋1．0 245．0 343．3 344．0 302．0 366．0 318．0 402．0

6
197．9 205．0 195．O 209．o 138．0 239．0 353．5 342．0 30LO 319．0 334．0 390．0

7
191．4 208．0 190．0 206．0 1．，8．0 23U．0 343．7 349．0 295．0 335．0 320．O 426．0

8
19G．o 2G6．G 玉91．o 工94．o 2伽2．O 2／8．0 325．O 342．o 288．O 345．0 360．O 39LO

9 197．0 206．0 ／91．0 196．0 21〕8．0 220．0 328．3 318．0 293．O 328．0 349．O 364．0
10 195．0 205．0 19LO 188．0 212．0 1 329．5 325．0 301．0 351．0 333．0U 197．0 206．0 193．0 196．0 212．0； 322．8 335．0 289，0　i 372．0 363．0
12 199．0 208．0 196．0 200．0 2工9．0 3L1．4　i 349．Q 300．o 349．o 367．0

平均 196．9 205．7 194．6 196．3 199．8 334．11 332．4 304．8 341．5 335．4
（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年U月に合併）②航海用船料指数は1965．7～1966．6…lOO定期用船料指数
　　　1ま1971＝1000

〔

13．係船船腹量の推移
1993 1994　　　　　　　　　1 1995

月次 貨物船 タンカー 貨物船　　1 タンカー　　1 賃物船　　i タンカー

蔓数千G／T千DIW 隻数千GIT千DIWト隻数千GIT千D〆Wl隻数千GIT千D〆Wl隻数千GIT千D〆Wl隻数千G！T千D〆W

工
　
2

3452，3283，048
R482，4293，154

904，2828，395
X44，0837，981

3292．4763，203
R102，3333，017

　　　　　　　　　1X12・9755・5561802，6565，021
2892，3993，238
Q882，2903，017

652，1954，工34
U82，4724，710

3
3502，4813，204 973，8727，565 3／22β043，000 842，8135，326 2842．2812，999 672，2344，219

4
33／2，3172，988 923，7377，285 3032，／982，80呂 812，5344，749 2712，／512，857 662，2054，127

5
3242，2522，982 963β566，408 29／2，1582，816 822，6014，901 2712，2673，B6 611，9333，459

6
3i72，2322，954 933，1796，D54 2882．11S　2，825 852，3004，215 2722．2573，093 662，1883，562

7
3132，2172，997 1003，4566，589 2932，1932，999 862，6445，075 2692，1202，916 661，9813，515

8
3152，1742，906 983，3276，308 2822，2723，136 882，6885，171 2732，1542，954 671，8933，341

9
3152，2483，069 1063，3166，279 2782，2443，077 852，3334，412 2652，UO　2，899 68／，7573，085

1o
3132，2503，041 1033，2876，218 2932，2883，115 842，5264，691 2742，1782，920 681β703，165

11
3202，2932，975 983，2196，052 2972，3493，210 732，2044，040

12
3332，5143，273 943，0505，642 2942，4463，315 661，9703，652

（注）　ロイズ・オフ㌔ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。

せんぎょう　平成7年ll月号
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14，スクラップ船腹量の推移
1993 1994 1995

月次 乾貨物船 タンカー 乾貨物船 タンカー 乾貨物船 タンカー
隻数千G／T千DIW 隻数千G〆T千DIW 隻数千GIT千D！W 隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千DIW 隻数千G／T千D〆W

1
34　　392　　710 15　　6991，412 20　　ユ85　　342 8　　226　　439 28　　329　　459 10　　390　　7692
45　　423　　744 15　　430　　843 40　　8131，454 11　　468　　941 40　　594　　968 7　　382　　798

3
　
4
［
D
6

47　　499　　897
R1　　504　　901
R9　　310　　529
Q7　　360　　609

20　　541．1．043
X　　392　　747
P8　　7741，602
P5　　641　1．218

60　　8431，562
S9　　715　1．2S4
R6　　530　　927
SD　　422　　76S

24　1，0792，122
P8　　469　　912
P4　　53旦1，057
P2　　6611．351

51　　426　　602
Q7　　433　　751
S2　　458　　792
Q1　　219　　352

11　　6431，313
P1　　700　1，392
P8　1．2322，473
W　　362　　694

7
19　　227　　438 12　　6491，274 34　　383　　675 8　　52旦1，016 31　　498　730 13　　290　　5328
41　　441　　774 13　　420　　832 59　　7511，245 7　　339　　7029
2D　　l70　　262 8　　101　　169 24　　141　　210 lO　　5951，166lo
13　　1D7　　13S 9　　354　　673 32　　475　　795 10　　413　　798ll
60　　505　　854 13　　512　1』40 33　　371　　617 14　　7001、4工812
14　　169　　292 10　　6001、259 25　　286　　464 15　1，138　2，345

計 390　4，1077，148 157　6，10311，572 4525．91510β531 151　7，14614，267
（注） ①ブレーメン海運経済研究所発表によ　　　　　　　　　　　　　　　　る。②300G／T　30GDIW以上の船舶。③乾貨物船は兼用船、撒積船、一般貨物船、コンテナ船、客船が含まれる。末尾の計が合わない場合がある。

④タンカーにはLNG／LPG船および化学薬品船を含む。⑤四捨五入の関係で

L

「海運統計」欄の各種資料の掲載は下記のとおりとなっています。

統 計 資 料 名

　1　世界船腹量の推移

　2　日本商船船腹量の推移

　3　わが国外航船腹量の推移

　4　世界の商用船建造状況

　5　わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持

　　工事船舶量推移

　6　世界の主要品目別海上荷動き量

　7　わが国の主要品目別海上荷動き量

08　わが国貿易額の推移
09　対米ドル円相場の推移
0／0　不定期船自由市場の成約状況

011　主要航路の成約運賃（原油）

12

P3

P4

P5

P6

P7

P8

P9

Q0

Q1

Q2

Q3

0
0
0
0
0
0

主要航路の成約運賃（穀物）

主要航路の成約運賃（石炭・鉄鉱石）

タンカー運賃指数

貨物船用船料指数

係船船腹量の推移

スクラップ船腹量の推移

わが国貿易の主要貨物別輸送状況

口本船の輸出入別・船種別運賃収入

内航船の船腹量

国内輸送機関別輸送状況

内航海運の主要品目別輸送実績

内航燃料油価格

・○印の10項目については毎月掲載、その他の項目は適宜掲載している。
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　政治家の行動をめぐっては、し

ばしば、紙面上に於て、公人また

は私人としての行動かが問われる。

例えば、靖国神社に国会議員が参

拝する際に、マスコミから発せら

れる質問にこのような表現が用い

られる。

　過去に砂てこの種論議が起きる

度に、私は、公的肩書きを持つ人

が、その行動が公人のものか私人

のものか問われれば、ほとんど例

外もなく公人による行動と理解し

た。多くの人も漠然とそのように

考えてはいるのではないかと想像

していた。何故その様に理解して

いたのか、整理した文章に最近出

編．集後記
会った。週刊東洋経済10月7日号

視点の石川好氏の一文である。要

約すれば、公人とは、収入を税金

から得ている人。公人の仕事態度

はおろか、生活態度までが、私人

のそれ以上に世間からうるさく言

われるのは、収入が税金によって

賄われているからである。逆に言

えば、私人として行動するのであ

れば、公人として認められている

特典を、行動の際には一切返上し

てする覚悟が必要であろう。即ち、

前述の例で言えば、私人として参

拝したり、旅行する場合等は、そ

の問の給料を時間割で返上する。

公用車や警備員、SP等を同行さ

せない等、税金で賄われるサービ

ス等々は一切受けない。こうした

用意をせずに、普段通りの延長上

で公人が行う行動の総ては、公人

の行動だと石川氏の一文を理解し

た。私も同様に考えている訳です。

読者の皆様は如何に考えるでしょ

うか。

川崎汽船

．情報広報室長

　　　　江口　宏昭

｛
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会社名：㈱マリテックマネージメント

　　　　（英文名）MAR［・TECH　MANAGEMENT　INC・

代表者（繍・氏名）・購健長山口健
本社所在地1東京郡大田区大森北1－2－3大森案海ビ1レ

資本金：6m百万円

創立年月日119日9年6月1日
従業員数：海上273名　陸上19名　計292名

当協会会員は152社。

（平成7年口月現在）

、拶塗

MA罐鳳圏τE（二H

所酬慨（愈・近海・綱

管理船状況 遠洋・近海・沿海

1隻

一隻

29，439％

一％

11，961％・

一％

〕．

主たる配船先；豪州、北米、中近東

事業腰、当社は、躰郵船のグループの項として洞北への
　　　　　貸船およびタンカー、自動車船、鉱石船等の船舶管運

　　　　　を主業務としているσ

憂

’

9

，
／

D

ρ
会社名：マル八㈱（英文名）MARUHA　CORpORAT〕ON

所有船状況 遠洋・近海・沿海 一隻
一％ 一％

　　　　　（ﾇ理船状況；轡）・近海’沿海 r田隻 劉10、00膨
現訓、OOD×

主たる配船先：北米、南米、欧州、アプリ力

事業糠当社は、鑓蝶部により、約BO隻のリーフ死確
　　　　　航し、世界各地で顛類果実、嫉などの運捌こ従

　　　　　事している。このほか、トロール・まぐろはえなわ、

　　　　　まきあみなどの各漁船13隻を所有している。



96年から、7月20日が国民の祝日「海の日」こなります。

・・Jr灘難険『殿

（

へ
㌦



平成7年1］月20日発行　毎月1回20日発行　No．424　昭和47年二月8日日日種郵便物認可川1／隠隠…需：｝＼4隊厚　　　　．）、　　　　　　　　　思二＝・・二二量驚�hこ．こ．　　　　　　　　　ノ　ノ　　　　　　：グ≧／　　　、　　　　　　ド　　　　　　　／　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1｝、＼L…三一．幌　　　　　＼　　　　　　　．己：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　ヒ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ　　　　　　＼、＼　　　　　　　＼　　　　　　ノゲ　　　　　　　　　　　　　　　．．．．．「2　　　　　　　　　　斎ゴー言’ノ　　ゴ　　　　ド　モ　　　　ゴ　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　，〆藷∴．π．蒙1…軽楓．．、．．．k、．．二＝き．三・温鵡己拙ム．メ鑑建1：滋鱗　　、　．．．｛．．・D．D｝．ヒ社団法人口懸船羊縮全船瀬月報／1995年11月号目次◎巻頭言混乗船と異文化の壁★鞭，磐鳶辱姦鶏轟餐・堀憲明◎シッビングフラッシュ第3回日台船主協会会談、開催さ：れる　　2◎特別欄国家と海運★暴蓉壁華毫慧型置佐々木誠治　　　4◎随想旅に病んで★週刊鮮繍瀟賑・佐藤佐三郎　　10◎海運ニュース11．船舶アレスト条約改定案審議継続へ　　　12　　−UNOTAD／IMO船舶アレスト条約見直しのための第2回専門家会議の模様一2．1996年以降の検討項目を決定　　　13　　−IMO第ア3回法律委員会の模様一3．新油濁補償基金発足への対応を協議　　　15　　一国際睡臥補償基金第1B回総会の模様一4．リエンジニアリング最終案提出へ　　　掲　　一国連欧州経済委員会貿易手続簡易化作業部会（UNIEGE／WP．4＞第42回会期の模様一5．新たなロンドン保険業者協会期間保険約款（船舶）　　（lnstitute　Tlrne　Olauses−Hulls）への反対を確認　　一アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険委員会第2回中間会合の模様一6．アジア船主フォーラム（A6F）船員委員会のセミナー開催される7　平成5年度船員保険収支は引き続き黒字を計上．　2u8．わが国外航定期航路配船状況　　　22　　−1994年航海実績は前年比6．日％増・日本発着に比べ、三国間航路の航海実績が増加一◎業界団体を訪ねて一訪問団体社団法人◎海運雑学ゼミナール★剃日回　　28◎勿編吻伽便り磁海運日誌★朋　　31磁船協だより　　　32・…・海運統計　　　33率編集後記　　　4030日本コンテナ協会171826調（（ト　　　　！自動車専用船「シエラネバダハイウェイ」’≡混乗船と異文化の密法醐欝二品即応　憲明　外航海運は「空洞化」現象のパイオニアであり、他産業に先駆けて船舶のFOC化、外国人船員との混四四を進めて参りました。この「空洞化」は世界経済が地球規模で統合、一体化され、相互依存関係が構築されるグローバル化の過程であり、今後とも為替の水準如何でスピードに差が生じることはあっても、その展開の方向には変わりがないと思われます。　現に邦船各社とも本社機能の海外シフト、海外代理店の自営化、日本人配乗のさらなる少数化、外国人船員のフル配乗化へ向けて懸命の努力を致しております。これは船型費の削減を図るリストラ策であるとともに、世界的規模で今後成長の見込まれる三国間物流への参入を目指す企業努力の一環でもあります。　混乗化の進展に伴い、各社の運航船に占める外国人船員の配乗率は80％に達し、その主力も今やフィリピン人にとって代わられました。混乗船運航面での課題としては、海技力格差の是正、意思疎通の円滑化、ロイヤルティーの確保等が挙げられますが、特に日本人乗組員を悩ましているのは外国人とのコミュニケーションの問題であります。狭い船内で異なった文化をもつ乗組員集団が長期にわたり、共同生活、共同作業を営むことになるわけであり、外国人乗組員との意思疎通の欠如や相手方の言語、食習慣はもちろん、物の考え方、行動の仕方、感情の表し方等文化全般に対する理解不足は各種の船内トラブルの原因となり、場合によっては、海難事故にもつながることも懸念されます。　混乗船の管理主体が日本人側であるだけに、われわれの側からいわゆる「文化の壁」の解消に向けて積極的な対応が望まれます。各社が実施している異文化対応研修や語学研修はこの方向に向けた努力として評価されます。と同時に解決に速効性の期待しがたい問題でもあるだけに、船員の教育養成機関でのカリキュラムの見直し、語学教育の強化、業界内の関係教育機関での補強措置など幅広い対応策も検討に値しましょう。今や外国人船員の協力なしには、良質の海上輸送サービスの確保が難しくなっており、われわれは「自己文化中心」の発想を捨て異文化理解、異文化との共存に向けて真剣に取り組まねばならないと思われます。せんきょう　平成7年11月号□“薩〜’H凪屡　　A一第3回日台船主協会会談、開催される　日台両国海運界の一層の友好関係構築を目指し、1991年より開始された題記会談は、1992年7月の第2回に引き続き、1995年10月16・17日の両日、日本側がホストとなり、当協会本部で開催された。会談には、当協会から新谷会長をはじめ9名、台湾船主協会からは林会長以下8名が出席した（資料1参照）。　会談では両国の現状と展望、EU・米国における海運政策などさまざまな問題について、率直かつ建設的な意見交換が行われた。両協会は今後もこの会談を継続していくこととし、次回会談を1997年に台湾で開催することが合意された。会談で採択されたプレス・リリースは資料2のとおりである。生田　正治　大阪商船三井船舶社長　　　　　　（当’協会副会長）堀　　憲明　ナビックスライン社長　　　　　　（当協会副会長）伏見　清喜　昭和海運社長　　　　　　（当協会副会長）坂田　　昇　日本郵船副社長　　　　　　（当協会河村副会長代理）増田　信雄　当協会理事長前川　弘幸　川崎汽船経営企画部副部長　　　　　　（当協会会長秘書）園田　裕一　当協会企画調整部国際渉外　　　　　　チームリーダー小尾　進一　当協会国際渉外チーム係長〔資料1〕　　　第3回日台船主協会会談出席者日本　新谷　　功1崎汽船社長（当協会会長）台湾　林　省三　長榮海運董事長　　　　　　　（台湾船主協会会長）　　　許志勤新興航運董事長　　　　　　　　（台湾船主協会常務理事）せんきょう　平成7年1工月号陳　清治　萬海航運副旧事長許昭義長榮海運絡纏理李孟目立榮海運総経理陳　卿賢　達和世運総計i理盧　瞠目　陽明海運総経理許洪烈台湾船主協会事務局長〔資料2〕　　　　第3回日台船主協会会談　　　　　プレス・リリース1．第3回日台船主’協会会談が、10月16日、東京で開催された。これは、1992年の第2回会談（於：台北市）に続くもので、友好的な雰囲気の下、率直かつ建設的な討議が行われた。会談出席者は添付のとおり（資料1参照）で　あった。2．会談では、基本的に拡大基調にある世界経済の中で、アジア地域が世界経済の牽引車と　しての役割が期待されていること、およびそ　の中で両国が共存共栄による一層の発展を目　指していくことが確認され、両国海運界の友　好関係をさらに密接なものと　していくことが合意された。3　世界の海運情勢および両国海蓮の現状と将来について率直な意見交換が行われた。4　トレードの安定化について　は、定期船・不定期船分野を問わず、現在の最重要問題の　一つであること、および責任　あるアジアの大手船主として、　本問題について相応の責任が両船主協会の会員船社によって公正に分担されていくことの重要性が認識された。5．さらに、最近のEU海運競争政策について意見が交換され、関連規則の適用に際しては．船社活動の実態を踏まえ、弾力的な取扱いが　なされるよう強い希望が表明された。また、米国の1984年海運法改訂法案に対する重大な懸念が表明され、今後も事態の推移を注視し　ていくことが合意された。6　また、STCW条約改正と航行の安全、阪　神大震災後の神戸港の復興状況、および台湾　オフショア海運センターなどの諸問題につい　ても活発な意見交換が行われた。7　最後に、今回の会談が、両協会の関係をよ　り一層深める上で実り多いものであり、また、　共通の海運問題についての率直な意見交換の　場として極めて有意義なものであったことが　確認された。両協会は、今後も本会談を継続　していくこととし、次回会談は1997年に台湾　で開催されることとなった。Q▲第3回日台船主協会会談出席陣せんきょう　平成7年11月号團聾轟。艦　　灘。》慰1門門￥一門留懇》蒙：饗訊ず興野�j鞠斜ず豪男轟藻罪攣毫西廻垂佐々木誠治預血融融耕げ盛盛馬籠愚羅話説馬響轟凸面『読轟寵秘・ζ．．．�d1聾；酒．t冊‘�`ゆヘロ　；．補ドマじり　虻．ﾞ＿．画親」勲『ゴ．忌％　臨　本稿は、先般10月24日・25日の2日間、神戸大学の滝川記念学術交流会館で開催された日本海運経済学会第29回大会の1日目の最終段階で“会長講演”として行われた、同学会の佐々木誠治会長の講演「国家と海運」をまとめたものである。問題提起の動機　今回、国家と海運というようなことをテーマにお話ししょうと思った動機について言いますと、私はいつでも国家と海運は、少なくとも、日本では一体的な関係があると考えています。すなわち、持ちつ持たれっという思想が前提になって議論が進んでいるように思えます。人それぞれ流に勝手な解釈で国家と海運の問題を考えたりしますが、私は、国家と海運はこんなものではないかという観念を決めた上で議論を進めているわけです。皆が同じ考えで国家と海運はかくあるべし、だからこうすべきとか、あるいはこうであったらいけないなどと言っていますが、かねがね私はこのことを反省するときに、どうも実際は、皆が同じような理解でしゃべっているのではないと思うのです。海運の自由この海運の自由という問題について海運業界人であれ、あるいは、海運学者であれ、海運というものは常に自由でないといけないと海運関係者の誰でもが言います。これは一つの考え方なのですが、もう一方で特にわが国では国家と海運の利益が一致するのだから、海運の発展のためには国家が櫨卜しないといけないし、国家の発展のためには海運の力がなければならないと、こういう二つのことを言います。　ところが、そうかなと私も今まで思っていたわけですが、この課題である国家と海運のことを本気になって一度考え直そうとなったら、海運の自由という考え方と、国家の発展と海運の発展とが本来一致した事柄であるとでもいいますか、相互持たれ合いの関係とでもいうべき考え方との問には相当な矛盾があると言わなければなりません。その点を皆さん　爪にも訴えて、今ちょうど学会では「21世紀の日本海運」ということをテーマにしておりますので、将来を考える場合に、日本では国家と海運の問題についてはどういう角度で考えなければいけないかということを議論していただきたいと思ったのです。少なくともわれわれ学者なり、あるいは、日本の海運界を指導し引っ張っていこうとされているような方々は、大体一緒の認識や理解で進む必要があるのではないかと思います。したがって、皆さんでもう一遍、　「海運と国家のあり方」はどうあるべきかというこせんきょう　平成7年11月号とを考え直し、整理してから、進むべきではないかというのが、私の講演の出だし部分となる事項の発端となるべき点です。　今、言いましたように「海運の自由」ということを盛んに言いますが、この問題を考えてみますと、海運の自由という考え方、表現はいわゆる「公海の自由」とか「海洋の自由」という言葉に基づくものといいますか、同じような意味で、われわれは海運の自由という言葉を使い、また、考えていると思われるし、恐らく業界人も全般的にそのようだといってもよいでしょう。国家と海運との関係　ところが、海運と国家との関係で考えてみると、海運が自由だということは、海運活動あるいは海上輸送もそうですが、これは本来ある特定国が支配している、あるいは、統治しているが、領土として持っている空間は、そういうものではないという考えになります。しかし、海は特定の国がこれは自分のものだとしている空間であっても、個人であれ、企業であれ、誰に対しても開放されていて、あなたがいつお使いになってもいいんですと、こういう形で海運の自由ということが考えられているはずなのですし、私はそう解釈しています。もちろんこれをより一層深く掘り返した形で言いますと、一つは国家を形成する領土、あるいは、国家の支配している空間、そういう枠というようなものを超えた自由、それから離れたものとしての自由と、もう一つは、国家の権力ないし統治力、あるいは、それに基づいたいわゆる国の規制、指示、命令、監督などという力から離れたものという意味の自由の二つの自由に分かれるかもしれません。　そういう空．間的な自由や権力から離れた自由というものは、国家との関係から言いますと、国家を離せんきょう　平成7年1／月号れたという意味で、国家というものをいわば消極的に考えるというか、否定と言うと言い過ぎかも知れませんが、国家というものに対してどちらかというと消極的、否定的思考を根底にしているものではなかろうかと私は思うわけです。国家と海運の発展　ところが、もう一つの面で、わが国には国家と海運の発展は一体的なものでなければならないという考え方があります。この考え方というのは、しばしばご承知のような「海を制する者は世界を制する」とか「海を持たざる国は翼のない鳥」とか、あるいは「海運なくして国家の発展なし」とか、こういう勇ましい言葉で同意的に用いられています。いわゆる海運帝国主義論的な表現と同じ意味と用法で考えられてきています。いわゆる日本の経済、貿易の発展というものは、日本の海運業と極めて堅実に結び付いており、相互に非常な深い、密着した関係があるといわれてきました。日本の資本主義経済が発展するためには、日本の近代海運業の発展は大きく役立ってきたのだという主張がな．されてきました。そのためには戦前の日本でどんな海運政策を取ってきたのか、あるいは、取るべきだったのかとか、こういう取り．扱い方が大体従来のわれわれの考え方だったのでは．ないのでしょうか。ところで、その考えというのは、先に述べた海運の自由とは相当違った考え方ではなかろうかと思います。国家というものを引き合いに出したり、頼りにしたりすることを、これは肯定する考え方に立つわけです。否定ではなくて肯定する、そ．．して積極的に評価する、こういう思想が根底とされているのでなければいけないわけです。結局、われわれは常日頃、海運は自由でなければならないと片一方で言っておきながら、片方では国家と海運との一致性が望ましいとか、海運の発展国固のために国家はもっとしっかり援助しなければいけないとか、政策をもっと考えろとかいうことを非常に勝手気ままに言ったり考えたりしています。片一方で言っていることと片一方で言っていることとは、どうも考え方に矛盾したものがあるのではないだろうかと思います。このように矛盾が多いというのは日本の特色でもあるわけです。いろいろな矛盾を持ちながらうまいことやっていこうというのが日本人的な思考のやり方ですから、そういう意味からは実にうまい考え方で今まで過ごしてきたなとは思うわけです。しかし、われわれは2工世紀に向かって日本の海運業がどうあるべきかを考えるときに、日本が、あるいは、多くの海運国が、海運と国家の関係について今一度反省し、改めて新しくまた共通な認識というか姿勢というかを互いに持って対策も考え、将来について論議すべきではないだろうかということを感じた次第です。そのことを、私自身も99までは余命鴉年しかないのですが、できればその間に一生懸命考えようと思っています。しかし、私個人では、おそらく考え切れないでしょうから、できればこの海運経済学会の皆さんが協力し、あるいは、受け継いでくださって、2／世紀のわが国における本当に望ましい国家と海運のあり方はかくあるべしと、こういう考えの土台や哲学とでもいいますか、そういうものを一つ考えてほしいと思い、これが私がテーマを考えた動機といえることなのです。海運国の類型　ところが、それについて論理的に本格的な学会で講演するとなると、内容や構成が大事で、簡単ではないことに気が付いた次第です。　この詳細については、一朝一夕にちょっと解決つきかねるような大問題ですが、結局、私は私なりに一応考えたことだけを申し上げ、できればそういう点にいろんな問題があるようにも思うのですが、それでいいかどうか、あるいは、それ以上にもっと深く掘り下げて取り上げる問題を皆さんで考えていただき、または皆さんの協力も得、受け継いでやってほしいと考える次第です。　したがって、私といたしましては、この問題を考えようとすると、スタートとして、まず問題となる海運業の成立する土壌部分に当たる国家とは何か、どういう国家がその対象となるのかを考えました。その点において、この国家と海運、あるいは、海運の自由というものを論議する場合の国というものは少なくとも海運国であって、海運のない荷主国のような国では国家と海運の問題というのはことさら考える必要はないのです。そこで、海運国というのは一体どういう国なのかということを一度考えてみることも必要ではないだろうか、そして海運の自由論や国家と海運の問題が起きる海運国とはどういう国の場合なのかという順序で考察を進めればどうかと考えました。　その場合に、多くの、少なくとも私に近い年輩の方ゼはすでにご承知のように、佐波宣平先生のいわゆる海運の3類型というような考え方があります。佐波先生は、海運の3類型というような考え方を示され、海運国の類型と言われたわけではありませんが、国民経済構成部門としての海運のあり方が活動領域によって三つあり、それが三つの海運類型であるということを論じておられます。　その第1型というのは、沿岸航路における内国貿易箒旧型のもの、箒助という言葉を使ってはいますが、内国貿易を助ける型で、これを第1型と．しています。第2型というのは、海外航路における外国貿易を助ける型、第3型というのは、外国間航路にお　ける国際運賃収得型の海運で、これは先生がおっし　やった類型です。せんきょう　平成7年ll月号　私自身は弟子の一人として、この先生の類型の考え方を借用して、海運国というものを三つに分けたらどうかというふうに一つの案を考えました。この理由付けや理屈は今回省くとして、私の言う第1型というのは、ちょっと先生とは言い方をやはり変えないといけませんから、国内輸送中心の海運活動をする国というように規定してみました。先生は内国貿易常助型とされたのですが、私は貿易型とし、貨物輸送にとどまらず、国内航路のフェリーもこの頃は走っていますから、国内輸送を中心とする海運活動をやっている国、これを海運国の一つの型として、海運国の第1型と考えました。　第2型の海運国というのは、輸出入貨物輸送を中心とする海運活動の国だと思い、輸出入貨物輸送を中心とする海運活動の国、ここではわざわざ貨物を重視した考えで表現してみました。　第3型の海運国というのは、外国間航路というよりも三国間輸送主力型の海運活動をする国だと、こういうふうに規定してみたらどうかと考えました。その方が割と一般受けするのではなかろうかと思い、この場合には、三国間輸送が主力です。貨物に限定せずに言いましたのは、これは最近はやりの客船輸送も入るという考え方からです。ですから、三国間国際貨客輸送用と言っても構わないとは思いますが、より簡単で分かりやすい言い方として、三国間輸送主力型の海運活動をやっている国ということにしてみました。　これを考えた場合、第1型の海一国では、あまり国家と海運というのは問題になりません。内部的に細かく考察すれば全く問題にならないわけでもないと思います。例えば、植民地時代の植民地の国なども、自分の国の海運はないのです。その植民地の国内輸送権は全く支配国家が持っているわけですから、自国海運というのはないわけで、ここではないものせんきょう　平成7年11月号と解しておきましょう。というわけで、結局のところ、国家と海運あるいは海運を論議すべき海運国は第2型と第3型、つまり、外国問の貨客輸送主力の海運活動を行っている第3型か、あるいは輸出入貿易貨物の輸送を中心とした海運という第2型かに焦点を絞って分類できるのではないかと思います。それらについては検討を加える時間がありませんので指摘にとどめるだけにしたいのですが、こうした第2型と第3型の海運国に分けた考察を行う場合、従来のわれわれ研究者は、あるいは、わが国の業界自体もそうですが、海運経済の類型として考えたときの第2型と第3型の間に相当の違いがあるものという前提に立っています。　海運国の類型別の分類では少し事情の差があり、特に国家と海運という問題の取り扱い方を考える場合には、どういう違いがあるのか考える余地があることを指摘しておきたいと思います。これは結論が出るようで、ないようですが、考えてみるとおもしろい問題なのです。また、こういうふうに、三つの類型に海運国の3類型というのは考えてもいいかといっても、それだけではどうも問題が終わらないようです。それ以外に荷主国と海運国という違いもあるし、他にもいろいろ考えるべきことがあるのかもしれません。　それから、同じように三国間国際．輸送の海運を営む第3型の場合でも、貨物輸送を中心に三国間海運活動に活躍している場合と、旅客船による旅客輸送にウェートを置いてやっているような場合の差もあるはずで、これは第2型の海運国についてもそうです。輸出を中心にやっている国と輸入中心にやっている匡1、それからお互いに国際的な海運活動を中心にしているといいながら、その場合に、国内航路のいわゆる内航海運にどの程度タッチしているのか、あるいは、国内航路に従事している部分と外国航路囮で活躍している海運部分との比率、割合の問題とか、いろいろな差や事柄についても考えなければならないと思います。それはそれと．して、海運国の類型の問題として、この第1型、第2型、第3型の海運国での差などということを、一つの考え方の基礎となり出発点になるものとして考えてしかるべきではないかと考えます。国家利益と企業利益　もう一つは、国家利益と海運企業利益との問題です。その場合にも当然、第2型か第3型かでどこか論点に違いが出てくるはずです。国家の利益を中心としながら海運企業の利益も尊重する度合いといいますか、あるいは第2型の国と第3型の国との間では、若干その度合いが違うはずなのです。その点も重要ですけれどもそういうことは、一応今後検討していく問題として指摘するだけにとどめます。　そこで次の問題は、国家の利益と企業利益との問題です。これをどういうふうに考えるかということをはっきりしておかないと、国家と海運の問題や海運の自由の主張をきちんと認識・理解する場合に難点を生じることになるのではないかと考えます。　いわゆる海運というものを論議する場合、海運活動力というものは国益であり、国益といったら何かという定義も考えねばならないし、これは問題です。国益の中には経済的な必要性もあれば、政治的な必要からいう利益もあります。それを経済学的にいえば国民経済基盤だと、これは佐波先生が創出されたものですが、われわれも言ってきているわけです。そういう国益と海運企業の利益との問題、これについても、やはりよく考え直しておく必要があるのではなかろうかと思います。　現に、企業というものは、自分の立場から自分の事業活動が自由でなければいけないと主張し、また、国家はできるだけ海運活動や海運業を保護・育成していく必要があると訴えていますが、国家の権力誇示、国家の規制、指導、監督、命令、こんなものはできるだけ小さくしてほしいと考え行動しているということでしょう。やはりそこに、私が初めに言いました、企業としては、片方で海運は自由だと言っておきながら、国家の要らざる口出しは少数でなければいけないというこの考えがあります。これは結局、国家の言い分と利益と、企業の言い分と利益とをどういうふうに兼ね合わすのかという点が一番の問題点なのです。　これについては、実は、私がこの神戸大学で大勢の先生方と一緒に共同研究したことがあります。それは神戸大学の経済経営研究所の研究叢書27号の、「海運における国家政策と企業行動」としてまとめて出しています。関心を持たれる方は、これを一遍、参照していただきたいと思います。　ところで、そこでとりあげた国家利益と企業利益の相剋というテーマは、これで全部の問題が網羅され、解決するというものではもちろんありません。これは、言ってみればまだまだ検討不十分目すし、あるいは、第一段階、初歩的な研究にすぎないといっていい程度のものではないでしょうか。世界の海運も状況が変化するため、条件が変わると、将来、例えば、今皆さんがその台頭ぶりを取り上げている香港海運は、これも今は独立国家らしき香港海運ですけど、復帰して中国と一緒になった時にどうなるのかなどを考えねばなりません。そういう場合の変化というのも織り込んだ上で、この国家利益に合致する海運企業の利益というものがあるかどうか、こういうことも考えていかざるを得ないのではないかと思うのです。そういう広く深い立場で国家の利益と海運企業の利益の共存が望ましいとか、その場合の海運の自由はこれが限度だとか、国家と海運の関せんきよう　平成7年11月号（）係などとかも論議されて初めて、ある程度の理解や主張も出てくるのではないかと考えます。そういう場合には、今度は国家と海運企業との間の競合や対立ということも当然出てきますし、いろいろな問題があり、そういう見方や考え方が必要ではないかと思います。国家と海運業・海運企業　　　　一日本の海運の今後一　ある方の「日本海運を思う」という論文の中で、「日本では海運企業は残るけれども海運業はなくなるだろう」ということが述べられています。その場合におっしゃっている日本海運業とは、日本人船員、および日本船による海運業という概念規定でつけられた意味での日本海運業というもののようですが、海運業はっぷれてしまって、日本の有力な海運企業のうちの幾つかが残るかもしれない、こういう見方のようなのです。　しかし、私は海運業というのは日本人船員と日本船の二つがあったらいいのかというとそういうことではなく、やはり海運企業がなかったらいけないというわけですから、海運企業が残っている限り日本に海運業がなくなるはずは絶対にあり得ないと考えます。やはり、日本の海運企業というのは、そこを二つに考えるのではなく、現に、既に述べた国益のことに関連するわけですが、日本人船員ではなくて、外国人船員が乗っている日本船が多数存在していますし、日本国籍ではない外国籍船も日本の海運企業によって運航されています。また、いわゆる純日本［参考資料］船ではない仕組み船というものもあります。あるいは、更に日本の海運企業が外国船員を育成して採用していることもあるわけで、それでも日本の海運企業の活動なのです。　他方、日本人船員だといっても、日本船にではなく外国企業の船に乗って働いている場合もあり、日本人船員だからといって、日本海運業を構成する分子であるとは決して言い切れないのです。　現在、少ないかもしれませんが、日本船でありながら、外国の海運企業に雇われて海上輸送に従事している場合も、その船は日本の海運業を構成しているとはいえないとも考えます。　さてそういうことを考えて、少なくとも日本海運経済学会の会長としては、日本海運業とは、日本船で日本入の営む海運業だというような簡単な即断や決め方をしていただくことは、困ると考えています。　そこで、問題になることは日本人船員の方が大事か、日本船さえあればいいのか、海運企業はどうでもいいというような極端な方向へ発展したのではおかしな話になるのであって、私は賢明な日本の海運企業が、どっこいまだまだ21世紀に向かって生き伸びるのだという気構えがありさえずれば、21世紀に日本の海運業も日本の海運企業も首尾よく発展を続けられるだろうと期待して、こう考えると私の夢が少し膨らむのです。したがって、この海運と国家の問題を改めて考え直してみたらどうかと提言し、その端緒とした次第です。今後取り上げて研究していただく多くの問題がありますが、皆さんの問題提起やご批判を賜りたいと思います。佐波宣平先生の分類による「国民経済と海運類型」類型主要活動領域貿　易　関　係貿　　易ﾋ存度国　　　際｣争力要　約　的　性　格／　2　3．自国沿岸航路ｩ国対外航路謗O国間航路内国商品貿易ﾎ外商品貿易､　品　外　貿　易小大一小中大アウタルキーの海運iショナリズムの海運Rスモポリタンの海運出所；佐波宣平「海だ海だ」（］960年）せんきょう　平成7年11月号囹囮随想麟勝瞬難慨�j．詳　≧、’．・．．幽．’繊羅．．．．謡脾．早し戸　買＝い己．．P｝．N．盛内．．熱．鑓源頭耀鼻営門鷲璽◆佐藤佐三郎　そもそも出だしから悪かった。アメリカ留学中の息子から、突然「こんどの旅はやめたらどうか」と電話が入ってきたのである。夫婦で楽しみにしていたイタリア旅行に出発する直前のことである。　息子の夢の中に静岡の実家の風景が出てきて、そこに14年前に死んだおばあちゃんが現れたというのだ。しかもこう言ったという。「私はっらい、孫はアメリカにいて、息子夫婦は海外の別のところへ行くとなると、両方を守るカはもう私にはない」と言語明晰に嘆いた。あまりにも不思議だから中止にしたほうがいいというわけである。　私たち夫婦も、いささかギョッとした。しかし、もう60万という大金を旅行会社に支払い済みだし、一年のうちこの機会を除いたら海外へは出かけられない。それに7歳のとき死んだおばあちゃんのことを息子が記憶しているはずもなかろう。マンガの見過ぎということもある。まあ気をつけて行けば間違いはないだろうと夫婦で話し合って、体調を整えたうえで本年7月　　　葺．チ．う歪：、、p．＿．．・・．…職鼠。…．・…局口・．．・・葦．．．・・、．．．＿末予定どおり出発した。　ところがである、初日からつまずいた。旅行者1日目ミラノでかぜを引いてしまったのだ。ホテルの部屋に入ったとき、少し冷房がききすぎだなとは思った。だが長旅の疲れのため、冷房温度の調節をしないままで、シャワーを浴びた直後、ぐっすりと寝こんでしまった。そしてどうしたわけか、私だけがかぜを引いてしまったのである。　旅行2日目、3日目は、鼻みずはたらしていたものの、まあまあツアーについて行かれた。4日目ローマに着いてヴァチカンを見て歩いた直後から悪感を感じた。これから旅は一週間も続く。これは中止して目本に帰った方がよさそうだ、死んだ母の言葉は無理をするなという警告にちがいない。私たち夫婦はさっそく旅行会社の添乗員にこの旨申し出た。　すぐOKが出ると思ったら、実はそうはいかなかった。旅行会社にも責任があるし、一定の手続きが必要だから、ちゃんとした医者の診断が必要であり、とりあえず、ホテル・ドクターせんきょう　平成7年11月号に診てもらってくれと言う。察するに添乗員氏は比較的元気な私をみて、ドクターから何でもないとの診断が出るだろうし、そうなればこの旅行客は元気を回復して、旅行を続けるはずだとみていたようだ。　深夜にホテル・ドクターはやってきた。ところが触診を続けているうち、だんだん表情がけわしくなる。その挙句、すぐ救急病院に入れとの診断を下した。今から歩くのも禁止ということで、車いすまでボーイに持ち来させる厳重さ。私はというと、夏かぜのひどいのを引いた程度の感じだったから、なぜ救急病院に入るのか分からなかった。妻に身の回り品を急いでとりまとめてもらって、添乗員、妻にっき添われてタクシーで入院。　救急病院では医者のチームが待ち構えていたが、これが何と心臓医ばかり。このとき添乗員氏も、この旅行客はすぐ日本へ送り返した方がいいと思ったのだろう。その交渉に入ったとたん、チームの責任者が一応の検査を終えたのち、「緊急にもっと高度の病院に入る必要がある、日本への長時間旅行には命の保証ができないからわれわれはサインしない」との深刻な返事が戻ってきた。　私は明け方の5時、こんどはたんかに乗せられて、タクシーではなく救急車でローマ市内を走って別の病院へ移された。出発するとき、「おとうさん、これは救急車だからね、救急車ですせんきょう　平成7年11月号よ」と妻が悲痛な声で二度叫んだ。　救急車の中では、不思議と私は落ち着いていた。「しょうがない。ここまで来たらローマで手術でも何でも受けて、半年、一年いてやろう」と思い、妻の手助けとして、身内の誰に来てもらおうかなどと考えたりした。　移された先はアウレリア・ホスピタル。ローマでは有名病院で、特に心臓科がすぐれているという。だが、不思議なことがあるものである。ここに一目半入院しただけで、あれほどの大騒ぎだったのに「何らの異常なし」との診断書つきで解放されたのだ。帰国後知り合いの医者に聞いたら、おそらく狭心症だったのではないかとのことだった。　こうして今は笑える結末になったものの、海外旅の途中での病気の心細さ。イタリアでは、医者でさえ英語を使える人が少ないため、言葉が通じないことからくる不安感はこのうえもなかった。しかも私は心臓で病気になった経験は一度もない。ツアー客から脱落して、ローマ市内のホテルの一室に一人残された妻．の不安も大変だったであろう。　日本に帰って、すぐ両親の墓前にお参りした。息子の話だと、おばあちゃんは今までもわが一家の国内旅行にはついて回って、「とても楽しかった」と夢の中で語ったそうである。還暦を越した私のことを、亡母は純なお心配しているのだと思い、私は涙をこらえきれなかった。圖　ス運．．．一海．．ユ　ニ1．船舶アレスト条約改定案審議継続へ　一UNOTA口／」MO酪舶アレスト条約見亘しのための第2回専門家会護の漢様一2．旧96年以降の検討項目を決定　一IMO第ア3回法律委貫会の模様一3．新油濁補償基金発足への対応を協議　一国際油濁補愼塁金円旧回総会の模様一4．リエンジニアリング最終案提出へ　一国連欧州崔済委員会貿易手綾簡易化作業部会〔UN〆EOE戸’VP．4〕勇42回会期の硬様一5，新たなロンドン保険業者協会期間保険約款（船舶）　（hstltut巳Time　O！ause＄一Hul「s）への反対を確認　一アジア船主フォーラム（ASF〕船舩保険委員会第2回中間会合の模様一6．アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会のセミナー開催される7，平成6年度船員保険収支は引き続き黒字を計上B．わが国外航定期航路配船状況　一鵬峰銃濁実頴は前写比6．跳塔・日本発慧に比べ、三匿閏航路の藻瀞嶺が暑損一1．船舶アレスト条約改定案審議継続へ一UNOTA口／1MO船舶アレスト条約見直しのための第2回専門家会議の模様一　題記会議は、10月9日から12E］までの間、ロンドンのIMO本部で行われ、52力国およびオブザーバー！7団体が参加し、議長は前回同様、G，G．イワノブ氏（ロシア連邦）が務めた。わが国代表として下記3名が出席した。塑好望整表山瀦秀信川崎汽船業務部長　　　　澤田　興宣当協会常務理事　　　　　民田　俊一1．船舶アレストとは　船舶アレストとは司法機関の許可を得て、海事請求権（金銭債券、船舶の所有権、抵当権等）を担保するため船舶を留置すること、または船舶の移動を制限することである。2．会議招集の背景　1993年、発展途上国への船舶融資を容易にするため、金融機関が設定する船舶抵当権を保護し、それに優先する海事先取特権を極力減少させることを目的としたUNCTAD／IMO海事先取特権・抵当権条約（以下ではMLM条約と略称）が成立した。　同条約において海事先取特権・抵当権で担保される海事債権が規定されていることから、同条約に基づく船舶のアレストに関する要件および手続きの国際統一を定める必要があるとの認識から、同条約採択外交会議において、現行アレスト条約（海上航行船舶の仮差押えに関するある規則の統一のための1952年国際条約）の再　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（検討を開始することが合意された。　こうした状況を受け、1994年12月にはジュネーブで現行アレスト条約見直しの第1回専門家会議が行われており、万国海法会（CMI）が作成した新条約案を母胎にしたいわゆる“pre−liminary　consolidated　text”全9条が出来上がった。今回の第2回会議では、これを事務局が整理したテキストをベースに改定条約案の完成がもくろまれた。（以下では同テキストを便宜上ジュネーブ・テキストと表記）せんきょう　平成7年11月号．“3．会議前の状況　ジュネーブ・テキストの中には未決定条項が2条含まれており、内最大のポイントは第3条「アレスト権の行使」であった。同条項ではMLM条約第4条で定める海事先取特権で担保される海事債権（以下では単にクレイムと略記）につい．てアレストを認める旨を規定しようとしているが、MLM条約は、この北口6条で「各国が独自に海事先取特権を認定しうる」ことも規定している（いわゆるナショナル・マリタイム・リエンと呼ばれているもの）。ジュネーブ・テキスト第3条「アレスト権の行使」では、はたしてこのナショナル・マリタイム・リエンで担保されるクレイムについても、同様にアレストを認めうるや否やという問題が未解決のまま残されていた。4　会議の状況会議では、冒頭「今後の改定審議は1952年条約をベースに行うべきではないか」との問題提起があり、これを受け審議のベースをどこにおくかについて改めて検討が行われ、結局は前回の合意内容をもとに作成されたジュネーブ・テキストをベースに議論することとなった。　しかしながら、こうした問題提起から、会議ではジュネーブ・テキストの第1条から改めて逐条審議を行うこととなり、逐条審議は第4条の途中までしか進まず、特に最大の問題点となっていた第3条の実質審議は次回に先送りされることとなった。　なお、次回会期は1996年12月2日より6日までジュネーブで行われる。5．今後の見直し　次回は各国提案の早期提出が励行されれば、会期も一週間とられているので審議は終結し、新条約案が成立するものと予想される。2，1996年以降の検討項目を決定一【MO第73回法律委員会の模様一　題記会合は、IO月11日から13日までの間、ロンドンのIMO本部で開催され、53三国およびオブザーバー29団体が参加し、議長はこれまで同様、カナダのA．H．E，Popp氏であった。わが国からは、以下5名が参加した。在英日本国大使館一等書記官　滝口　敬二読響轟鶴餐　　増田醐成瞑大学教授日本郵船法務保険部長当協会常務理事谷川　　久辻本　泰久茅田　俊一1．199B年以降の検討項目　法律委員会の長年の懸案であったHNS条約案（HNS；Hazardous　alld　noxious　substallces＝有害危険物質の海上輸送についての船主と荷せんきょう　平成7年U月号圃囮主の責任および補償に関する条約案）と1976年LLMC条約（LLMC：Limitation　of　liabilityfor　maritime　clairns＝1976年の海事債権の責任制限に関する条約）の改定議定書案の検討作業は前回の第72回法律委員会をもって完了し、1996年4月に予定されている外交会議において条約としての採択が約IQ年ぶりに審議されることになった。このため、今回の法律委員会は1996年以降の作業項目を決めることが主たる目的であり、次のような結論となった。　（1）1996年法律委員会の議題案件　　　（通年は春秋2回X一週間開催されるが、　　1996年は春に外交会議を開催するため、秋　　の一週間のみ）　　�@船舶の燃料油による汚染補償の検討　　�A残骸撤去に係わる条約案の検討　　�B強制保険の検討　　�C海上衝突事案に係わる民事裁判管轄、　　　準拠法及び判決の認知、執行に関する条　　　約案　�A　1996年法律委員会の議題とはしないが、　　1996〜1997年の作業項目としては留保して　　おくもの。　　�@船舶仮差押えに係わる条約案　�B　当面の作業項目には含めないことにした　　もの。　　�@オフ・ショア・モーパイル・クラフト　　　に係わる条約案�A1989年救助条約の改定2．HNS条約案関連事項　HNS条約案については、以下の点が討議された。　（1）HNS条約案およびLLMC改定議定書　　案の採択のため、1996年4月15日〜5月3　　日にロンドンで開催される外交会議での審　　議方法について検討した結果、HNS条約　　案とLLMC議定書案を別々に審議するの　　ではなく、相互に内容的関連が強いので一　　括審議する（One　Committee　of　the−　　Whole）こととした。　（2＞HNS条約案は、条文案中にオプション　　がかなり残っているため、外交会議がいか　　にスムーズに運営できるかは、これらオプ　　ションについて整理・選択し、あるいは妥　　1協案をまとめる、いわゆるintersesSiOrlal　　workが外交会議までにどこまで進展する　　かにかかっている。　　　そこでPopp議長は、このような非公式　　作業の進展状況を確認する目的で、次の二　　つのグループの報告を受け、こうした活動　　の更なる促進を求めた。　　�@HNS／LLMCリンケージ問題（カナ　　　ダ代表報告）　　�A放射性物質問題（米国代表報告）せんぎょう　平成7年11月号（．（3．新油濁補償基金発足への対応を協議一国際油濁補償基金第18回総会の模様一　題記総会は、1〔｝月16日から2G日までの問、ロンドンのIMO本部で開催された。参加国は基金締約国33力国、非締約国12力国およびオブザーバー7団体が参加し、議長はC．Coppolani氏（フランス）が務めた。わが国代表団は、以下の出席者を含む計5名であった。在英日本国大使館一等書記官　　滝口　敬二運輸省海上交通局総務課専門官　森　　宏之成腰大学教授当．協会常務理事谷川　　久茅田　俊一1　HAVEN号クレイム処理�@1991年4月にイタリア、ジェノア沖で発　生した事故（＊〉は、条約規定により1994年　　4月以降は時効（time・bar）が成立し、イ　　タリア国内のクレイムの大半がこれに当た　　るとされている。従って1994年来この取扱　　いを巡って紛糾、イタリアでは基金とイタ　　リア政府を含む被害者側の問でクレイムを　巡る訴訟に発展している。　　（注）　　＊HAVEN号は109，977G／T、14万トンの　　　洩油により、クレイムは1，400件以上、　　　クレイム額は1，300億円にのぼると推定　　　されている�A　1995年6月の第43回理事会では本件につ　いて、いわば条約外で政治的決着を図る方　針が固まり、これを「包括解決提案（＝　global　settlement）」としてイタリア政府　に提示、7月末日迄回答期限とすることが　決議された。同提案の趣旨は、基金として、　時効（tilne−bar）成立にもかかわらず、個　人や零細企業の救済の必要性を認め、UK　クラブと組んで、包括的示談解決を図ろう　としたものであった。�Bイタリア政府は7月末の回答期日の延期　を要求、今次総会直前の第44回理事会に至　っても、同国政府より回答が得られなかっ　たことから本件は総会に諮られた。　　総会では、わが国代表が「包括的解決提　案に対し、イタリア政府からの応答がなか　つたことは、同政府が提案を受け入れなか　つたことを意味するもので遺憾である。今　後の解決のためには、イタリア側から動く　べきだと考える」という趣旨のステイトメ　ントを発表し、各代表もこれを支持した。　今後、基金としてはこれ以上イタリア政府　への働きかけはせず、提案を棚上げしてイ　タリア政府の対応を待つことになった。�Cなお、上記以外のフランス・モナコの被　害者、イタリアでも時効にかからないわず　かの被害者については、理事会に委任して　部分的支払いを認めることが確認された。せんきょう　平成7年11月号2．1992年議定書発効と新基金の発足準備措置�@油濁2条約（69CLC／71FC条約）を改　即する1992年議定書（92Protocols）は、　1996年5月30日に発効するが、事務局長に　　よれば、予想以上のテンポで各国の批准が　進んでおり、1996年夏には現条約の失効条　件が満たされ（現条約の失効条件＝批准国　　の原油受取量が7憶5，000万トンに達する　　時とされている。現在、批准国は11力国で　　原油受取量は6憶5，000万トン。今後の批　　准予定国はオーストラリア、オラシダ、カ　　ナダなど）、その18ヵ月後の1997年末には　完全に新条約体制に移行しようとの見通し　である。�A会議ではこうした状況を前提に、新基金　発足に備えての諸規則からオフィス問題に　至るまで、さまざまなポイントについて予　備的な議論が交わされ、1996年6月24日〜　28日中これら諸問題を議題に新基金の臨時　総会を開催することとなった。3．次期通常総会　次期（第／9回〉通常総会は、1996年10月21日〜25日掛開催される。〔4．リエンジニアリング最終案提出へ　　　一国連欧州経済委員会貿易手続簡易化作業部会（UNIEOEIWP．4）第42回会期の模様一　国連欧州経済委員会（UN／ECE＝United　Na−tions／Economic　Commission　for　Europe）では、1960年代より、EDI：ElectronicData　Inter−change（電子データ交換：企業や行政機関が、お互いにコンピュータを利用して、広く合意された規則に基づき、情報交換を行うこと）のための調査・研究・開発活動を行っている，　同委員会の貿易手続簡易化作業部会（WP．4；WQrking　Party　No．4＞では、貿易手続簡易化の一環として、従来書類や電話で行われていた貨物・通関情報の交換をコンピュータ間で伝達処理するため、UN／EDIFACT（UnitedNations／Electronic　Data　Interchange　forAdministration　Commerce　and　Transport：行政、商業および運輸のための電子データ交換規則）と呼ばれる統一規則による書式や記載内容の標準化作業が進められている。　同作業部会の第42回会期は、9月18日から22日の間ジュネーブで開催され、メンバー国27力国とEC、オブザーバー国7力国（アジア地域からは日本、韓国）の他、UNCTAD（UnitedNations　Conference　on　Trade　and　Develop−ment）、　IATA（lnternational　Air　TransportAssociation）など16の国際関係機関から合計約130名が参加した。わが国からの出席者は、以下4名を含め合計9名であった。藩驚轡皆簾蠣油糟　山本光一勢i三男細雨ツ野跨rT伊東健治喜蒙努三�c認檀翼鱗小江畑久当協会常務理事　　　　　　　　　園田　俊一（囮せんきょう　平成7年11月号1．WP，4における審議　WP．4の地位をECEの中の委員会レベルに格上げすることを検討してきたりエンジニアリンググループからの最終報告書が検討された。　検討の結果、現行のWP．4をセンター（CE−FACT：Center　for　Facilitation　of　Proce−dures　and　Practices　for　Administration，Commerce　and　Transport）とし、組織的には従来通りCDT（Committee　on　the　Develop−ment　of　Trade：貿易拡大委員会）の下となるが、ECEに対して直接報告できるといういわば点線で結ばれた形が最終案として提出された。本件は本年12月5日〜7Ei開催予定のCDTで報告され、最終的には1996年6月末開催予定のECE（欧州経済委員会）年次総会に諮られる模様である。2．GE．1（Group　of　Experts　No．1Eデー　タエレメントと自動データ交換に関する専門　家会議）　今後のディレクトリーの発行頻度についての検討が行われ、ディレクトリーは今後も引き続き毎年2回発行するが、各メッセージがリリース番号を持ち、全てのメッセージに対してリリース歴が付され、ステータス1と2の区分を廃止することとなった。本件は各地域で検討した上、次回3月会期で決定することとなった。3．法的間題に関するGE．1／GE．2合同会議　譲渡性書類に関するJRT（ジョイントUN／EDIFACTラポーターズチーム）ア’ドホックグループ第1回会合が1995年9月のJRTオックスフォード会合会期中に開催され、譲渡1生書類の代替物に関するプロジェクトの紹介等が行われた。また今後、関係問題が生じた場合には、UNCITRAL（国際商取引法委員会）など他の国際機関と連絡をとることとされた。4．GE．2（Group　of　Experts　No．2三手続　と書類に関する専門家会議）　船舶の名称にCall　Signの使用を勧告している勧告第10号について、IMOコード（Lloyd’sRegister　Codes）に変更するとの提案について言及された。またUN／LOCODEについては、勧告第16号「UN／LOCODE一等・地名コード」の改定案が承認された。　次回会合は、1996年3月18日から22日にジュネーブにて開催される。5．新たなロンドン保険業者協会期間保険約款（船舶）　　　Gnstitute　Time　Clauses−Hulls）への反対を確認一アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険委員会第2回中間会合の模様一題記会合は、10月2日に香港で開催された。今回の会合には香港、豪州、シンガポール、日せんきょう　平成7年ll月号囮本、韓国、フィリピン、中国、台湾の8船協の代表が参加し、議長は従来同様香港が務めた。　当協会からは青砥修吾・大阪商船三井船舶総務部法務・保険チーム課長（当協会保険幹事会代表幹事）および園田裕一・当協会企画調整部法務保険チームリーダーが出席した。　今回の会合は、1996年5月に予定されている第5回ASF香港会議を控えての中間会合であった。τ　審議概要（1）議事に先立ち、議長が概略以下の発言を行　つた。　　1995年5月に開催された第4回ASF台北　会議での主な結論は以下のとおり。　�@船舶管理と安全運行の向上により、船主　　にとって長期的に有利な船舶保険料を獲得　　すること。　�A船主にとって不利益となる政策や条件を　　実施せぬよう、各国政府と保険者に対し働　　きかけることD�B　ASFメンバーの支配船腹量と支払い保　　険金額は、アジアでの船舶保険市場確立を　　正当化するに足るものであることを認識す　　ること。　　これらの結論を踏まえ、船舶保険をめぐる　最近の問題や当委員会の今後の活動方針など　について意見交換をしたい。�A　その後、議題に基づき種々審議が行われ、　1995年ll月1日から有効となる新たなロンド　ン保険業者協会期間保険約款（船舶）（lnst卜　tute　Time　Clauses−Hulls）には反対である　ことや、P＆1保険カバーに限度額を導入した場合、同限度額は必要に応じて見直されるべきであることなどを確認し、それらを盛り込んだJOINT　PRESS　STATEMENTを採択した。6．アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会の　　　セミナー開催される　アジア船主フォーラム（Asian　Shipowners’Forum）に設けられている5つの委員会の一つである船員委員会のセミナーが、9月21・22か日両日、6力国（香港、日本、フィリピン、台湾、韓国、中国）の各船主協会から10名の代表の参加を得て、中国の青島で開催された。わが国からは河村副会長の代理として臼居常務理事が出席した。　セミナーでは、改正STCW条約への対応、安全確保と汚染防止のための訓練、ISMコードの実行等について意見が交換された。2日目には中国遠洋運輸総公司（COSCO；ChinaOcean　Shipping　CQmpany）が経営する船員養成学校を見学した。　セミナーで採択されたコミュニケ（資料参照）は以下のとおりである。せんきょう　平成7年ll月号　　　　　［資料］　　　　　　第1回ASF船員委員会セミナーコミュニケ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（仮訳）　　　　　　第1回アジア船主フォーラム（ASF）船員委　　　　　員会セミナーは、1995年9月21日および22日の　　　　　両日にわたり、中国の青島で開催された。香港、　　　　　日本、フィリピン、台湾、韓国、中国の各船主　　　　　．協会の10名の委員が、またその他の海運会社の　　　　　代表者が、本セミナーに出席した。本セミナー　　　　　は中国船主協会の主催、COSCOグループの後　　）「　　　　　援により行われた。　　　　　　代表団の多くは、ISMコードおよび改正　　　　　STCW条約に定める船員の資格要件を充足し、　　　　　アジア地域訓練基準を実効あるものにするため　　　　　に、その解釈と施行に関する統一コードを採択　　　　　する必要性を強調した。アジア船主は主要なア　　　　　ジァ船員教育機関およびIMO、　IACS等の国　　　　　際的な関係管理当局と早急に連携を取り、かつ　　　　　より密接に協力しつつ、改正条約とコードの施　　　　　行について具体的な方策を構築するべきである。　　　　　　代表団は、アジア地域が世界の船員・海上労　　　　　働力の主要な供給地域であって将来的にも世界　　．．）　　　　　の海上労働力の主流にあるとの認識で一致した。　　　　　改正STCW条約ならびにISMコードの施行｝　　　　によって、アジア人船員の資質および要件は船　　　　　員需要国／地域および船員供給国／地域間の、　　　　　また船主、船舶管理者、船員教育機関および船　　　　　員配乗業者間の協調を通して向上されるべきと　　　　　の意識が強まった。このような認識のもと、わ　　　　　れわれは、アジア地域ベースで（船員の）訓練　　　　　適格性、要件および基準の基本的な最低の統一せんきょう　平成7年11月号条件を構築するために人的な面、経済的な面、設備や教育施設等の面で十分に役割を果たすことができるものと信じている。　船員の“サブスタンダードな運航”に関する問題は、多くの代表団から幾度も主張された。このような現状を救済する方策として“一層の訓練が必要”との一般的な認識があるが、これは、船員によるサブスタンダードな運航を矯正するには不十分であると考えられる。主張するには余りに遅きに失した感があるが、海運企業が船員の訓練内容について受け入れられるレベルと、教育機関（で行われている訓練内容）の実際のレベルとの隔たりを明確にするべきとの強い要求がある。この隔たりを明らかにする良い物差しとして港湾当局および石油企業が策定する数多くの勧告があり、それらは主観的なものでありながら、船員の訓練適格性に求めるレベルを計るには好例となっている。いわゆる“資質向上のための訓練”を通じて船員の“サブスタンダードな運航”に対する救済策を今後も策定していくことは、全く無意味である。これは頭痛のする患者が医者に行き、“（効かないので）アスピリン以上に何か処方するよう”求めるのに似ている。船員の訓練に関する認識について、企業側が解釈する“サブスタンダード”レベルと結局食い違う最も根本的な原因を明確にしなければならない。この認識の食い違いを解消するには、アジア地域の船員教育訓練機関とアジア船主、船舶管理会社および船員配乗会社との間の連携によってのみ、解決が可能である。アジアのすべての船舶所有部門、船員配乗部門お圖よび船員教育訓練部門による協調行動によって、西側海運諸国が（アジア船員に対して）見せる長年の偏見を排除することもまた必要であろう。　セミナーの期間中、出席の代表団は青島遠洋船員学院（Qingdao　Ocean　Mariners℃011ege）を訪問、教育環境、教授陣、訓練科目の内容に対して高い評価を与えた。代表団は、大学の発展のために建設的な提案を行い、それらはいずれ、ASF船員委員会および当該大学との共同で、フォローアップされる。　ASF船員委員会セミナーの終了後、下記の事項を実現し、まず取り上げるものとして決議された。　1．青島遠洋船員学院は当分の間、ASF船　　員委員会と正式な連携を構築するための、　　最初の船員教育機関として指定されるもの　　とする。このことは、ASFとの関係を構　　築するアジア地域の多くの秀でた船員教育　　機関の中で初めてである。　2．各船主協会の船員・配乗委員会は、ASF　　船員委員会が定める決議を実行するフォロ　　ーアップ作業に代表を参加させることがで　　きる。香港船主協会配乗小委員会は、上記フォローアップ作業および具体的な実施のための詳細を決定し、（その状況について）各船主協会に対して書簡を送付することと　する。3　香港船主協会と豪州海上安全局で行われ　る会合の結果については、ASFメンバー　の将来の検討およびフォローアップ作業に資するため、これを回章する。4　ASF船員委員会のフォローアップ会合　は、委員会の作業内容を定期的な文書の形　でASF本会合に報告することを目的に行　う。　第1回ASF船員委員会セミナーは成功し、アジア海運企業の潜在的な力と団結を象徴した会合であったと思われる。またアジア船員の訓練基準および適格性を統一するために行われる多くの作業は、アジア地域の各船主協会による協調の下にのみ、遂行が可能であると思われる。今回のセミナーは正に貴重な経験であり、今後継続して発展させ、且つ滋養させる努力に値するものである。　　　　　　　　　　　　　　　．（7．平成6年度船員保険収支は引き続き黒字を計上　厚生省は、本年10月12日に開催した医療保険審議会船員保険部会において、船員保険特別会計の平成6年度収支決算を報告するとともに平成8年度予算の概算要求について説明を行った。　平成6年度船員保険決算（表1参照）は、収入において、被保険者数の減少や標準報酬の低い伸びに伴い、保険料収入が対前年度比35億円、3，5％の減となったが、支出において保険給付費が前年度比19億円、3．2％の減となったことなどのため、収支差引過不足額は68億円で昨年せんきょう　平成7年11月号【表1】平成6年度　船員保険特別会計収支決算（単位1億円）区　　　　　　分平成5年度決算A平成6年度決算B差引（B−A）伸び率（％）保　　険　　料　　収　　入991956△　35△　3．5一般会計　よ　り　受入616211．8利　　　子　　　収　　　入414211．8厚生保険特別会計業務勘定よウ受入2524△　　1△　3．4前年度剰余金受入108△　　2△24．1そ　　　　　の　　　　他3227△　　5△14．5計1，16D1，119△　4王△　3．5日目　険　　給　　付　　費617598△　19△　3．2老　人　保　健　拠　出　金14214532．0退職者給付拠出　金272929．1業　　務　　取　　扱　　費272812．0諸　　　支　　　出　　　金15615710．6福　　祉　　施　　設　　費9588△　　7△　6，9そ　　　　の　　　　他86△　　2△26．6計LO721，051△　21△　2，0収支差引過△不足額8868△　20一度に引き続き黒字を計上した。しかしながら、黒字幅は前年埴2D億円の減少となった。　これを各部門別に見ると、疾病部門については被保険者数が4．2％減少し、平均標準報酬月額も前年度比1．7％の低い伸びに止まったが、一方、保険給付費も3．7％減少したため、その結果、本部門は28億円の黒字を計上したものの、前年度に比し11億円の減少となった。　失業部門については被保険者数が同様に4．2％減少しており、これに伴い、保険料収入も3．3％減少したものの、保険給付費は前年度に比し、ほぼ横ばいとなったため、部門単独の決算は24億円の黒字で、額は前年度比3億円の減少に止まった。　年金（労災）部門では、上記2部門と同様、被保険者数の減少や平均標準報酬月額の低い伸びもあり、決算では19億円の黒字を計上したものの、前年度比5億円の減少となった。　また平成8年度船員保険特別会計概算要求（表2参照〉は雇用保険、労働者災害補償保険（労災保険）と同等の制度改正を行うこととしており、主なところでは疾病部門で職務上葬祭料の引上げ、介護料の創設、失業部門で技能習得／寄宿手当ての引上げ、福祉部門で技能訓練派遣助成金／外国船船員派遣助成金の引上げを要求することとしている。全体の予算額規模は、前年比若干の増額に止まっているが、被保険者数については普通保険を101千人（前年度：105千人）、失業保険を85千人（同189千人）と予定し、歳入についてはしO88億円、歳出は1，083億円としている。せんきょう　平成7年11月号【表21平成8年度　船員保険特別会計概算要求（単位：億円）区歳入歳出収支差引増△減額分項　　　　目7年度\　　算8年度v　　求対前年度掾｢減額項　　　　国7年度\　　算8年度v　　求対前年度掾｢減額了年度\　　算8年度v　　求対前年度掾｢減額保険料収入635614△　　21保険給付費505479△　26疾病給付一般会計より受入�生保険特別会計ﾆ務勘定より受入30Q330Q3oo老人保健拠出金ﾞ職者給付拠出金沁ヮ幕ﾆ費151R0O156Q9O　5｢　　1@0分予　　備　　費231計688667△　21計688657△　21Do0糞保険料収入9187△　　4保険給歳費103105△　　3得一般会計より受入24層　240予　　備　　費76△　　1分計I15111△　　4計115111△　　4o0o年保険料収入167161△　　5保険給付費39434金一般会計より受入ooo諸　支　出　金157156△　　1給運　用　収　入4544△　　1福祉事業費o0o付雑　　収　　入o00予　　備　　費11o分計212205△　　7計1972003155△　10灘保険料収入6360△　　3福祉事業費7674△　　2事雑　　収　　入13141業分計7674△　　2計7674△　　2o0o業保険料収入10111業務取扱費30311叢一般会計より受入14151予　　備　　費oo0雰雑　　収　　入65△　　1等計30311計303工1〔｝0o保険料収入966933△　33保険給付費652627△　25合一般会計より受入6869／老人保健拠出金1511565運　用　収　入4544△　　1退職者給付拠出金3029△　　／児童手当拠出金収入000業務取扱費30311厚生保険特別会計剴ｶ手当勘定より受入Q0o諸　支　出　金沁ヮ幕ﾆ費157V6156V4△　　1｢　　2厚生保険特別会計ﾆ務勘定より受入2323o児童手当拠出金厚生ﾛ険特別会計へ繰入0o0計雑　　収　　入1919D予　　備　　費10／00．合　　計1，121ユ，二二△　33合　　討’1，ID61，083△　23155△　　10　［基礎計数］被保険者数．平均標準報酬月額保　険　料　率　　（普通保険）7年度．予算　　8年度予定105，000人　101．OOO人385、270円　38鼠238円　175　％o　　　　　　　l75　％u　　〔失業保険）7年度予算　　8年度予定89、000人　85，000人406．875F．1　4／0，532円　　20　％0　　　　　　　20　％n（．（．．8．わか国外航定期航路配船状況一1994年航海実績は前年比6，B％増・日本発着に比べ、三国間航路の航海実績が増加一　当協会は、外航船舶運航事業者が、海上運送法第．19条の4および第19条の5の規定に基づいて運輸大臣に届け出た貨物定期航路事業の現状についての資料を、1960年以来、運輸省の了解を得て「外航定期航路一覧表」として発表している。このほど、その1995年版を発行したので、その概要を紹介する。せんぎょう　平成7年11月号1，航路全般　わが国船社が1995年（4月1日現在）に配船している外航定期航路は32社・72航路で、前年（33社・67航路）に比べ、1社減、5航路増となっている。また1994年の航海実績は5，959航海で、1993年に比べ355航海（6．3％）増であった。（表1〜3参照）（1）　コンテナ航路　　三国間航路を含めたコンテナ航路数（1995　年4月1日現在）は9社・45航路で、前年（8　社・40航路）と比べ、1社・5航日増となつ　ている。このうち、わが国発・着のコンテナ　航路が前年に比べ2航路増の8社・22航路、　三国間航路は3航路増の4社・23航路である。　　また、1994年のコンテナ航路の航海実績は、　前年比15．1％増の2，993航海で、このうち、　わが国発・着のコンテナ航路は同14．4％増の　1，835航海、三国間航路では同16．3％増の　1，158航海であった。�A　在来船航路　　在来船の航路数（1995年4月1日現在）は　32社・27航路で、わが国崎・着の航路が前年　と比べ1社減少しているが、全体の船社数、　航路数は前年と同数である。　　また、1994年の航海実績は、前年比1．3％　減の2，966航海で、わが国発・着の航路は同　1，6％減の2，907航海、三国間航路では同　15．7％増加し59航海であった。2　航路の区分からみた配船状況上記の航路を日本・極東を中心に、（1）欧州せんきょう　平成7年■月号・地中海方面、（II）南・北米州方面、（IIDオセアニア方面、（IV＞極東域内、（V）その他、に区．分し、その概要をみると次のとおりである。（表4参照）（D　欧州・地中海方面への航路は、3社・5航　路（うち三国間1航路〉で、1994年の航海数　は275航海（前年比17．9％減）であった。こ　のうち、わが山沢・着航路の航海数が前年に　比べコンテナ船、在来船ともに大きく減少し　ている。（2）南・北米州方面への航路は、3社・9航路　（うち三国間1航路）で、1994年の航海数は　594航海（前年比4．7％減）であった。同方面　への航路は、北米向けはコンテナ船、中南米　向けば在来船が中心で、北米航路の航海数は　ほぼ横ばいであったが、中南米航路では　21．9％と大きく減少した。（3）オセアニア（豪州・ニュージーランド）方　面への航路は、4社・10航路（うち三国間2　航路）で、1994年の航海数は321航海（前年　比4，9％増）であった。（4）極東域内の航路は、32社・30航路（うち三　国間6航路）で、ユ994年の航海数は4，194航　海（前年比9．7％増）であった。このうち、　わが国発・着コンテナ航路の航海数が前年と　比べ42，5％と大きく増加した。（5）その他方面への航路としては、日本・極東　〜インド洋・アフリカ方面、欧州内フィーダ　ーサービスなど4社・18航路（うち三国間12　航路）あり、1994年の航海数は575航海（前　年比11，4％増）であった。【表1】　わが国外航定期航路（総括表）航路数および山回吊上（4月1目現在）年　間　航　海　数　（実績）／994年1995年増　　　減航路数社数航路数社数1993年1994年比率〔％）コ　ン　テ　ナ　航　路（日本発着）i三国間航路）20Q08422Q3841，604@9961，835P，15823／：　　　】．4．4　　．162：　　　16．3　　　　　　　．「■．．．r．「ｬ　　　計4094592，6002，9933931　15．1在　　来　　船　　航　　路（日本発着）24R．幽．．ゴQ732R24R31R2，953@51　　．幽2，907@　59r△46：　△　1．6@81　　　15．7　　ト　　　　　　．．．一．小　　　計3227323，0D42，966△38：　△　1．3　　．合　　　　　　　　計（口本発着）i三国間航路）44Q333S46Q6　　r32@4一．「一・．．@324，557P．D47r．．．．幽し．4，742P，217r．．．．．．．．T，959　185：　　　4．1　　．@17D：　　16、2ゴ・・r．一．凹一一「．．．「i　計　：1573372　　一T，6D4355［　6．3【表2】　わが国外航定期航路（コンテナ航路）配　船社　数、年間航海数航　　　　　路　　　　　名（4月工口現在〉（実績）増滅1994年1995年1993年1994年比率（％）欧州コンテナ33156156一一地中海コンアナ2152｝△52△100．O紅海コンテナ2一52一△52△100．0北米大西洋岸コンテナ一1一一　一北米西・東岸欧州コンテナ213636　一北米北西岸コンテナ321561D4△52△　33．3北米カリフォルニアコンテナ33工862617540．3ホノルルコンテナ1一22一△22△100．0東豪州コンテナ336呂68　一西豪州コンテナ22272了　一ニュージーランドコンテナ222424一一着アフリカコンテナ323736△1△　　2．7南アフリカ・南米東岸コンテナ一1一一　一台湾コンテナ2412ら15125玉9．s香港・海峡地コンテナ2351エ0453103．9台湾・香港・海峡地コンテナ3112652△74△　58．7台湾・フィリピン・海峡地］ンテナ225252「一一インドネシアコンテナ331〔〕5105　一バンコクコンテナ33105312207197．1上海コンラ」ナ557914465s2．3大連コンテナ2250752652．0天津コンテナ−一1｝2222一青島コンテナ一1一2525一SLBコンテナ229480△14△　14．9（JNLコンテナ）（3）（3）（94）（80）（△14）｝．．．u．「一i．．．．．．．「．i．．．．「一．．．．．L．．「．．一．{．．幽r．．．|コンテナ航路（小計）88L，6�J4Ls3523114．4極東／欧州コンテナ1149523δ．1極東／地中海コンテナ一1一5252一東地中海フィーダーコンテナ115226△26△　50．Oポルトガルフィーダーコンテナ115252　一欧州／イベリアコンテナ11495236．1極東／北米東岸コンテナ113535一一極東／北米太平洋岸コンテナ115工51一一豪州／ペルシャ湾コンテナ1130377233オーストラリア／東南アジアコンテナ1143485lL6香港／ニュージーランドコンテナ222424一一フィリピン／台湾コンテナ22lo4】．0弓一一一台湾／香港／ベトナムコンテナ118589一一マラッカストレイツコンテナ21157lDl△56△　35．7シンガポール／西マレーシアコンテナ一1一5252一シンガポール／スラバヤコンテナ115151一一シンガポール／インド・パキスタン・スリランカコンテナ｝1454836．7シンガポール／インド・パキスタン・スリランカ・ペルシャ湾コンテナ2254lo45092．6シンガポール／ペルシャ湾コンテナ1王265226lOO．0シンガポール／豪州ゴンテナ114352920．9シンガポール／東アフリカコンテナ1／52上1632G．9欧州／南米西岸コンテナ222727一一北米西岸／r．l11米西岸ゴンテナ11112615136．4南アフリカ／西アフリカコンテナ『2一3［・一．．．．．．．．｡一．一i・．「．「．．．■．．．．．．−．一．．．一．「．．「．幽．一．r．．．．ｱ．・幽i．．．．．．．u．．」．三国聞コンテナ航路（小計）449961，15816216．3コンテナ航路合計892，6002，99339315．1（（囮せんきょう　平成7年11月号【表3】　わが国外航定期航路（在来船航路）航　　　　　　路　　　　　　名配　船　社　数（4月1日現在）年間航海数i実　　　　績）増　　　減1994年工995年1993年1994年比率（％）中近東・地中海・北アフリカ@カリブ海?ﾄ東岸（パナマ経由）南米束岸（喜霧峰経由）?ﾄ西岸@中米西岸?ｼアフリカｩアフリカk西豪州ニュージーランドパプアニューギニアｼ太平洋?ｾ平洋@インド・パキスタン・ペルシャ湾ベンガル湾″`・海峡地C峡地・サバ・サラワクTバ・サラワクoンコック@インドネシア@フィリピン苻p・香港・フィリピン苻pﾘ国?早@ナホトカー閲．幽幽」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．L」．．　　1@　3@　2@　1@　3@　3@　2@　1@　3@　2@　2@　2@　3@　1@　2@　』　　2　　2　　1　　3　　9　　3　　8　　3一．一一．．．　　　1@　3　　　1　　　3@　j　　　l　　　2　　　2　　　2　　　2　　　3　　　1　　　2　　　4　　　／　　　2　　　2　　　工　　　3　　　1　　　9　　　3　　　9　　　3．國．　26@12@30@35@44@51@35@12@　6@35@12@44@24@12@20S讐　12　151　67　甚　5681，155　154　14　15@聖　41　56　翌　工2　　6　36　12　44　24　12　　5　219　106　　5　129　54　　9　102　56D1，142　253　M△　　11｢　　2｢　30@　5@　12｢　　10｢　　35@　＝@　」@　二｢孟△　203　106△　　7△　　22△　　13△　　2　102△　　8△　　13　　讐△　42．3｢　16．7｢100．0@13．9@27．3｢　19，6?G00．O@　＝@　22@　＝　　一｢　75．D｢　48．1　　一｢　58．3｢　14．6｢　19．4｢　18．2｢／三ム　　エ．1　64．3　　一在来船航路（小計）3ゴ’3工2，9532，907．．一L幽國｢　　46△　　1．6香港／パプアニューギニア@シンガポール／ミクロネシア21121119P9P319P9Q1＝8　＝U工．5三国間在来船航路（小計）335159815．7在来船航路合計32323，0042，g65△　　38ム　　エ．3【表4】　航路の区分からみた配船状況航路数および配船社数（4月1日現在）年　間　航　海　数　（実績）航　路　　の　区　分1994年1995年増　　　減1993年1994年航路数山口航路数回数比率（％）量ユ釜1釜宅．『5　　是　　1一．．260�８111104△1042　△　40．0｢112　△42，3@55：　　l122小　　　　　　　　　　　　　　計533335275△6D…△17．9崖4釜3塗3量3400W6P374暴107　　1：　　　　0、3　＿：　　　　　＿｢30…　△21．9小　　　　　　　　　　　　　　計10393523594△29…　△　4．7珪3葦2葦3．『　葦　2．幽・．i1男llo1逡124一…　　一12　　　　1．314：　　　　12．7小　　　　　　　　　　　　　　計104lo430632115…　　4．9　．W　極東域内　　　　　　　　コンテナ　〔日本発・着）　　　　　　　　　　　在　　来（日本発・着）　　　　　　　　　　　コンテナ（三　国　間）　　　　　　　　　　　在　　来〔三　国　間）、1o31m量　塁「−冒．．．」　303釜F　788Q，598@400@381，123Q，637R11　335：　　　42．5@39：　　　　1．5｢　　4：　　△　　1．D　＿1　　　　　一小　　　　　　　　　　　　　　計2532323β244，194　：R701　　　　9．7V　その他彗琴睾§套釜　　葦　　6@　含．＿！　ユs33塁2137P15P60P繋13早81奮8量1　　：｢　　1；　△　　2．7｢45i　△39．1　1051　　　65．6△　23：　△　15．O　I51　　　　39．5　　81　　　61，5小　　　　　　　　　　　　　　計1734515575　［　　　　　　…　一・一T9；　　　ll．4・合　　　　　　　　　　　　　計573372　32■．幽5，6045，9593551　　　　6．3．．：（日本発・着）（E国間航路）ll31墾314，557P，0474，742P，217185：　　　　4．1H701　　　16．2（注）本表は「外航定期航路一覧表」（1995年版）より作成した。ただし、1．航路は、南米東岸航路を南ア経由およびパナマ経由に区分した。2．配船社数および航海実績については、重複分を除外している（原本の「外航定期航路一覧表」とは集計方法が異なる）。3．航路区分（1〜V）は当協会にて仕分けしたものである。この中の「極東」とは、おおむね船舶安全法の「近海区域」とした。．せんきょう　平成7年1工月号業界探訪訪問団体　社団法人　日本コンテナ協会設立昭和39年（1964年）12月10日沿　革　最初のコンテナ船がわが国に寄港した　　　　のは、世界で初めて本格的なコンテナ　　　　船が就航してから10年後の昭和42年9　　　　月のことであった。　　　　　われわれの先輩は、早くもこの時期　　　　にコンテナ．による輸送の合理化に着目　　　　し、また、将来のコンテナリゼーショ　　　　ンの進展を予見して、海運、造船、機　　　　器メーカー、陸運、港湾、フォワーダ　　　　一、荷主、保険、金融などの業界に幅　　　　広く働きかけ、任意団体として日本海　　　　上コンテナ協会が発足した。　　　　　協会が、社団法人に改組されたのは、　　　　日本最初のコンテナ船“箱根丸”の就　　　　航に先立っ2年前の昭和41年8月のこ　　　　とである。　　　　　その後、わが国のコンテナリゼーシ　　　　ョンのリード役として日本海上コンテ　　　　ナ協会は、大きな役割を果たして来た　　　　が、この間における事業の拡大に鑑み、　　　　平成7年9月14日主務官庁の認可を得　　　　て、名称を社団法人日本コンテナ．協会　　　　に変更した。理事長　秋永陽太郎（大阪商船三井船舶顧問）所在地　東京都中央区銀座1−8−21　　　　　　　　　　第21中央ビル4階組　織　役員32名　　　　（理事長、常務理事、理事、監事）　　　　会員＝名誉会員9名、法人会員140団体　　　　　　　個人会員3名、賛助会員19団体　　　　事務局9名事業内容　　　�@コンテナおよびコンテナ輸送に伴う　　　　諸設備の開発、製造および利用に関す　　　　る技術的調査、研究ならびにコンテナ．塗鍵　．ぢせんきょう　平成7年11月号　　　物流円滑化のための流通上の諸問題の　　　調査、研究　　�A国際機関および国内・国外関係業界　　　　との提携．協調　　�B見学会、講演会下によるコンテナリ　　　　ゼ』ションの啓発と促進　　　�C機関誌、便覧、調査報告書等の刊行　　　�D　国産コンテナ確認証紙の受託販売　　　　（大蔵省）、背高コンテナ通行経路指定　　　　申請窓口（建設省、警察庁）橋梁照査　　　　式適合車輔組み合わせ一覧表申請窓口　　　　（建設省）　　　�Eその他前記に関連する事業展　望　国際貨物コンテナは経済、流通の国際　　　　化が進む中で、今後とも行政、関係業機　構　図総．会理事会界と協力し、国内におけるコンテナ走行車輔問題等流通口における規制緩和を推進する。　国内コンテナについては、工業技術院から委託を受け標準化作業を行っている。来たるべきわが国人口構成の高年齢化や環境問題に対応した、省力、省資源の国内物流コンテナ輸送システムを研究する。　その他、異業種、他業種の会員からなる横断的組織体としての協会の利点を生かし、21世紀に向けてのボーダーレス時代におけるコンテナ物流を、多面的総合的に研究する。監事．ヒ研自財広轄務報究f委委；員員会ル会会技術委員会運営委員会JlS原案調査作成委員会フロン分科会−⊥航空輸送部会国際貨物コンテナ部会規格小委員会条・約小委員会国内コンテナ部会ISO9000研究会」理事長流通委員会通関検疫部会物流部会危　　　内ｯ　　　．陸物　　　輸ｻ　送部　　　部会　　　会事務局せんきょう　平成7年ll月号海簿雛1学1ゼミナ；≒ル第68回船を「彼女」と呼ぶ理由　英語圏では、船は一般に女性名詞として扱われる、英語の場合、ドイツ語やフランス語ほどには文法一．ヒの性（gender）が明確化されていないが、こと船に関しては、異例なほど、この扱いが徹底している。　なぜ、船が女性なのか、その理由については明確な学説もなく、あくまで文法上の慣f列と考えるしかないようだが、理由のないところに理由を付けたがる人々は多い。以下は、この件に関して、かつて、まことしやかに語られていた俗説のいくつかだ。　「その周囲には、一団の男たちが付きまとい、常にてんやわんやの大騒ぎが演じられる」、「見栄えをよくするために多量のペンキ（紅、白粉）を必要とし、時には全身をきらびやかな装飾（満船飾）で飾りたてる」、「その入手費よりも維持費によって人を破局に導く」、「下半身を水面下に隠し、上半身をあらわにして、入港するや否や、まっすぐブイ（ボーイ）のもとに駆け込む」、「正しくリードするためには、当を得た男子が必要である」……。　今どき、こんな説を本気で論じたてたらセク　　ーハラとして糾弾されるのは確実。現に、米国の通信社のマニュアルでは「it」と中性代名詞を使うようになっている。　しかし、船が、女性同様に絶えず飾りたてておかねばならず、乎間と維持費がかかるものだという考え方は、ローマ時代の詩人の作品にも登場しているほどに古い。男たちの船と女性に関する思いは、古今を通じ、あまり代わり映えがしなかったようだ。神として歓待されたキャプテン・クックノ／．／頚弓螺購7　ノL玉・「m＼ノ�r譜　　　　3幕欝r　現在のハワイ島、ケアラケクア湾に、ジェームズ・クック（キャプテン・クック）の一行が乗る2隻の船、レゾリューション号とディスカバリー号が到着したのは1779年1月16日。　上陸地には数千八の原住民が集まり、クックの到着を大歓迎した。上陸後も、一行は至るところで熱烈な歓迎を受け、その歓待ぶりに大いに感銘を受けた。　しかし、島民たちが彼らを歓迎したのには単なる親善意識とは別の理由があった。ちょうどその時期が、ハワイの新年の祭りの時期にあたり、主神である収穫神「ノロ」は、臼い旗を掲げて海からやってくると信じられていた。このため島民たちはクックの到着を、神の出現と解釈し、島をあげての大歓迎となったのだ。無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎せんきょう　平成7年11月号　滞在を終え、出港するときも、島民たちの手厚いもてなしは変わらず、クックは、来年もこの島を訪れることを約して、島を後にした。　このときクックが、島民の歓迎の真の意味に気付いていたら、それに続く悲劇は起こらなかったろう。しかしクックー行は、その4日後、嵐に遭遇し、マストが折れたため、．再び島に引き返したのである。　ところが祭りをすでに終え、普段の生活に戻った島に再び神が出現したのでは、混乱が起こる。住民の態度は一変して冷たく、やがて完全な抗争状態に陥り、クックは島民の手で殺害されてしまう。　互いの文化へのわずかな理解の食い違いが、大きな軋礫に発展してしまったこの悲劇、現代にも通じる、外交の難しさを示す教訓の一．一つといえよう。結像術は帆船時代の船員の必須ノウハウ　帆船時代、新参の水夫にとって、各種のロープハンドリングを身につけることは、一人前の船乗りになる上で欠くこヒのできない修行だった。帆船時代に考案されたさまざまなロープの結び方（結索術）は、いずれも使用目的にあわせ、迅速・確実に結べ、しかも簡単にほどけることが基本。まさにロープの結び方一つで生死が分かれた帆船時代の知恵の結晶とも言うべきものだ。　このため英語には、ロープにまつわる表現が数多くある6例えば「経験を積んでいる」というような意味で使われる「to　know　the　ropes」という言い回しなどはその代表例。複数形「ropes」には「物事の秘訣」というような意味もあ｝）、「to　have　a　rope」といえば「船乗せんきょう　平成7年11月号りとして生計を立てる」という意味になる。　現代の船で使われるロープの代表的なものとしては、係留索として使われる直径40ミリ以上のものがあり、こうしたロープは、普通「ホーサー」と呼ばれる。また直径10ミリ以下のロープは、「スモールスタッフ」と呼ばれ、積荷の固縛や投索などに用いられる。通常「ロープ」と呼ばれるのは、この中間の太さのものを指しており、一般的な用途には、．ほとんどこの太さのものが用いられる。　なかでもホーサーは、舶用品の中では高価な部類に入1）、治安の悪い国の港では、沖合いでの停泊中に、これをねらって錨鎖を伝い船内に侵入するコソ泥も多いという。　このため投錨中は、ホーサ．マをワイヤーで固定したり、投光器を設置したり、頻繁に見回りしたりと、．乗組員は神経を使うことになる。　夜陰に乗ピて忍び込むコソ泥を手際よく捕まえるコツも、現代の船員にとっては「to　knowthe　ropes」の重要な要件の一つといえそうだ。　ε黛．ゐ8£二1、悔瓦　．．窃伽噸硬り米国内航海運一部門戸開放の動きについて　諺ζひ　米国の内航海運は、ジョーンズ　アク．卜（JQnesAct）と通称される1920年商船法幣27条の下で長年にわたり保護されていることは周知のとおりですが、このところこの規則を緩和してごく限定的ではありますが、内航の一部を外国船に門戸開放すべしとの動きが出ておりますので、その概略をお伝えします。1、ジョーンズ　アクト改正の仕掛人（1＞ジョーンズ　アクト廃止期成同盟（Jones　　Act　Repeal　Coalition）　　　農産物や鉱産物の輸出業者を中心にジョーン　　ズ　アクト、さらには海運全般の規制撤廃を要　　訳する期成同盟が結成されており、その議長に　　は元FMCコミッショナーで海運規制撤廃派の　　一．人として有名なというよりは悪名高いロブ　　クオーテル氏が就任しているが、豊富な運動資　　金をバックにかなりのキャンペーンを展開して　　おり、ニューヨーク　タイムズやワシントン　　ポスト等の有力紙にも記事を書かせている。さ　　らには、ついに後述のジョーンズ下院議員を説　　得して法案提出に同意させることに成功した。（2）ジョーンズ下院議員（Walter　B．　Jones，　JR．，　　共和党　ノースカロライナ出身）　　　長らく下院の商船漁業委員会の名委員長とし　　て高名であった故ジョーンズ議員の子息で、ま　　た新人議員であるが、クオーテル氏の要請をい　　れてジョーンズ　アクト改正法案を提案するこ　　とに同意済みで、目下運輸インフラストラクチ　　ャー委員長のスタッフと法案を作成中である。　（注）ジョーンズという名前が多くて紛らわしい　　　が、ジョーンズ　アクトを1920年に提案して　　　立法化させたのはWesley　JQnesという上院　　　議員で、前述の故ジョーンズ委員長ではない。　�B　コウブル下院沿岸警備・海上輸送小委員長　　　一ヒ記のジョーンズ議員の動きに対し、下院運　　輸・インフラ委員会の沿岸警備・海上輸送小委　　員会のコウブル委員長が支持を表明、同小委員会で正式に審議すると言明している。2　ジョーンズ議員提案の主要点（1）内航に．就航可能の船舶は．現行どおり米国籍で　　あることを要するが、その保有条件を緩和して　　外国人の支配する米国法人が所有する米国籍船　　でも内航に就航することを認める。�A　現在内航に就航する船舶はすべて米国の造船　　所で建造されたものに限定されているが、これ　　を緩和して外国建造の船舶でも米国籍に移籍す　　れば内航就航を認める。（3）一ド記条件に合致する船舶は外国籍のまま内航　　への就航を認める。　　（a）当該船の所有者が米国で営業活動を行うこ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．〔　　　とについて法的な資格を有していること。　　（b）同所有者は米国諸法規の適用を受けること　　　に同意し、法的通達や召喚状等の受取人を米　　　国内に有すること。　　（c）米国の内航航路に定期的に就航するか、あ　　　るいは外航定期船であっても時に内航の貨物　　　または乗客を輸送し得る船舶。　（4）規制緩和の対象となる船種は貨物船、客船に　　加え、ドレッジ船、バージ曳船を含む。　〔5）このようなcabotageの門戸開放が実現する　　と、外国コンテナ船社も現在禁止されているコ　　ンテナの米国．諸港津自家輸送が可能となるし、　　クルーズ船の場合、例えばアラスカクルーズで　　現在はバンクーバで船客の乗下船を行わざるを　　得ないところ一この法案が成立するとシアトル　　に変えることが可能となる。（というより本案は、　　米国内の港湾都市に外国クルーズ船を誘致する　　ことも狙った提案である。）3．今後の見通し　　早いもので今年も11月に入ったが、今議会の会期も実質的に残り1カ月余りとなっており、他方予算関係をはじめとして依然として問題山積の折　から、コウブル委員長も言っているとおり本法案　が正式に取り上げられるのは来年になる見通しで　ある。また、1920年以来規制緩和されたことのな　いジョーンズ　アクト　トレードを一部とはいえ　門戸開放するとの試みがすんなり実現するはずは　なく、現にマトソン社やその他の内航船社および　関係労組が早くも猛反対の構えを見せているので、．議会でも非常にもめる．二とは必定と思われるが、　今後共成り行きを注視したい。　　　　　　　（北米地区事務局長　森崎　末壽雄）せんぎょう　平成7年11月号海運日誌4日　自民党の交通部会は、港湾問題研究会（座　　長・溝手顕正参議院議員）の第1回会合を　　開催し、国際競争力の強化や地震に強い港　　湾づくりなど、目本の港湾が抱える諸問題　　について討議した。　◎　四極造船首脳会議が4日から10日まで韓　　国・駄目で開催され、造船業の共通認識醸　　成のための意見交換を行った。6日　自民党第2回海運問題研究会（座長・林　　幹雄衆議院議員）が開催され、当協会より　　新谷会長が外航海運の現状について説明し　　た。12日目第3回会合では、全日本海員組　　合の中西組合長から日本人船員の現状にっ　　いて説明があった。また、19日の第4回会　　合では朝日新聞編集委員の田岡氏からナシ　　ョナル・セキュリティーの面からみた海運　　の重要性について説明を受け、26日の第5　　回会合では、中間的論議整理のためフリー　　トーキングが行われた。9日　UNCTADIIMO船舶アレスト条約見直　　しのための会議が9目から10日までロンド　　ンで開催され、現行アレスト（1952年）条　　約の改定案が審議された。　　（P．12海運ニュース1参照）11日　IMO第73回法律委員会がll日から13日　　までロンドンで開催され、1996年以降の同　　委員会の議題を決定した。　　（P，13海運ニュース2参照）13日間新党さきがけは海事問題研究会（会長・　　鳩山由起夫衆議院議員）の第1回会合を開　　催し、当協会の増田理事長ほか関係者が外　　航海運の現状について説明した。20日の第　　2回会合では、当協会の新谷会長および中　　小船主協会の乾会長が外航海運の現状説明　　および国際船舶制度の早期実現の必要性等鉱10月　　について訴えた。16日　当協会と台湾船主協会は、東京・平河町　　で第3回日台船主協会会談を開催し、両国　　海運界の現状と展望、EU・米国における　　海運政策などについて意見交換を行った。　　（P．2シッビングフラッシュ参照）17日　国際油濁補償基金（10PC　Fund）第18　　回総会が17日目ら20日までロンドンで開催　　され、HAVEN号クレイム処理問題およ　　び油田2条約（69CLC／71FC）の1992年　　改定議定書発効に伴う新基金の発足準備等　　について審議を行った。　　（P．15海運ニュース3参照）18日　海事振興連盟は、1995年度通常総会を開　　催し、予算・事業計画の決定に加え、国際　　船舶制度の早期実現、内航海運業における　　船腹調整制度と内航タンカー運賃の維持な　　どを内容とする決議を採択した。19日　新進党は、海運政策研究会（会長・加藤　　六月衆議院議員）の第1回会合を開催した。　　24日の第2回会合では、当協会の生田副会　　長が外航海運の現状および国際船舶制度の　　早期実現の必要性について説明し、31日の　　第3回会合では、全日本海運組合の中西組　　合長が日本人船員の現状について説明を行　　つた。24E｝第29回海運経済学会が、24日・25日の両　　日、神戸で開催され、佐々木誠治会長が「国　　家と海運」と題する会長講演を行った。　　（P．4特別欄参照）26日米国1984年海運法改訂法案（Ocean　　Shipping　Reform　Act　of　1995−H，R．2149）　　が包括予算調整法案に添付され、下院本会　　議を通過した。せんきょう　平成7年11月号囲熱曝鱒隷羅�j∬日�援堰｡●麗…野武事．．．．．覧乱．　．滞�_夢り聾．“�`燃R野薄海運関係の公布法令（m月）1990年の油による汚染に係る準備、対応及び協力に関する国際条約（条約第2G号、平成7年10月20日公布）電波法施行規則の一部を改正する省令（郵政省令第74号、平成7年10月6日公布、平成8年4月1日施行）無線従事者規則の一部を改正する省令�援援堰i郵政省令第75号、平成7年10月6日公布、平成8年4月工日施行）運輸省．組織規程の一部を改正する省令（運輸省令第57号、平成7年10月12日公布、平成7年12月7日施行）海上衝突予防法施行規則の一部を改正する省令（運輸省令第59号、平成7年10月26日公布、平成7年11月4日施行）船舶設備規程及び小型船舶安全規則の一部を改正する省令（運輸省令第60号、平成7年10月26日公布、平成7年ll月4日施行）「国際船舶制度の早期実現に関する請願」を衆参両議長に提出　　　　　　　　　〜国際船舶制度早期創設に向けて〜　運輸省　外航海運。船員問題懇談会の報告書（本誌6月号P．8参照）で提言された「国際船舶制度」の早期創設を目指し、当櫨会は、政府・国会関係などに精力的に要望活動を行っている。　これに関連し、自民党、さきがけ、新進党において、外航海運問題に関する研究会がそれぞれ設置され、今後の外航海運政策に資するための協議が開始されている。当協会はこれら研究会において、わが国外航海運界の直面する諸問題を中心に現状説明を行うとともに、国際船舶制度の早期創設を強く要望している。さらに、ll月2目、衆参両議長に対し、「国際船舶制度の早期実現に関する請願」を提出した。請願書は労使が協調し、同一内容でそれぞれ提出した。（資料参照）。〔資料〕　　　　　　国際船舶制度の早期実現に関する請願　　　　　　　　　　　平成7年11月2日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請願者　社団法人　日本船主協会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　会長　新谷　　功衆議院議長・参議院議長［請願理由］　わが国外航海運産業は、主としてドルを建値とする国際市場において自由競争に晒されている典型的な輸出型産業であり、1985年以降継続している大幅な円高の下において国際競争力を確保するため、口本籍船の少数配乗化（近代化船）、混乗化、さらには便宜置旧船化等あらゆる方策を講じて参りました。　しかしながら、今日の円高は、固定費および運航費の高い日本籍船の保有を極めて困難にしており、各企業の懸命の合理化対策にもかかわらず、口本籍船とそれに乗り組む日本人船員の減少に歯止めをかける状況には至っておりません。　加えて、将来的にも予測される低水準の新規採用、船員養成機関の定員縮小、さらには若者の海離れ現象等によワ、既存船員の高齢化と相倹って、このまま放置すれば、口本籍船・口本人船員は限0なくゼロに近付くことになると危惧されます。　日本の生活物資やエネルギー・資源等の九割以上は海外から船で輪送されておりますが．これら貿易物資を安全かつ安定的に輸送し、高品質なサービスの提供を続けていく上で、口本籍船はきわめて重要な役割を担っております。従って口本籍船・日本人船員がこのまま減少し続けていくと国民生活に必要な物資の安定輸送に支障をきたすのではないかと旧れております。　欧州諸国においては、国家安全保障、貿易物資安定輸送、海技の伝承等の観点から、必要とされる自国籍船・自国船員確保のため、国際船舶登録制度を導入し、自匡海運の維持が図られております。　四面を海に囲まれた貿易立国であるわが国にとって、日本籍船と日本人船員の維持による自国の外航海運産業の存統が、これら諸国にもまして重要であると考えられます。　よってここに、総合的な対策を盛り込んだ匡際船舶制度の早期創設を請願いたします。［請願事項］1、日本欝欝・日本人船員を維持し、日本商船隊の競争力を確保するため、総合的な対策を盛り込んだ国際船舶制度を早　期に創設すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上せんきょう　平成7年U月号海運統計　鞭羅　一一1．世界の商用船建造状況造船所手・持工事船舶量推定建造�間（月）年竣　　工　　量i年・期聞）AS　lS＝L十M建造中船舶量L　　未碧工船日量M隻　数千総トン隻　数チ総トン隻　数千総、トン隻　数白総トン隻数より算出（1986．12）．．3．・．↓鍋．．2L3641292　1工1，051．　　876■．．．．．1（，．313．．．．．．．．．．．．．．u一@工9呂7年　　　　　　　．．．i1987．12）　　　　　．．．．．．D一一．．．．@［2．／03｝■．L・．．．．．．．．一．@［ll、311］2，037．．r．．@22　　　−．國．k2工09，694　．．L．．82712，848．．．．幽・ゴ「．．．國．．．．ゴ．@7　玉　　「．T「「．．i．．．1988年@　　　　　（1988．且2）　　　　　　　　．．．．．・．．．．．．．．」．．．．m2．094」［1L312］D．．國2，228　　．閲．．幽」　　　　542　．．．＝．．一．．．1、2S811　622　　「　　940．．L．12，931　　　　．．T　　　　7．2｡．．」．．．．．．．．．r．1989年@　　　　　（1989．12）［2．196］@　　．．．．幽・［M．482］@　　　　　　　「31，05512，452　−．．L．1　177　，ユ8，603「．．．幽」．ゴ　　　　　r．V．0@　　　　ρ．@　　　　・．1．990年@　　　　　（199D．12）［2．121］．．．@［／6，039］2　633　，13，533−馳ヒ．1　345　，7．3　　　　　　　　　　　　　　．．P991年@　　　　　（1991．12）．TT「．．・．@［L945］@　　　ゴ．．．「．・［．16，859］2，53039　　789．．．＝、．．．．．S3　164　　脚　　　　「「．L1355　，15，897　　　　−馳P　175　脚　　　　．．　27，267．．8．2@　　　．．．．．．．．．．．D．．D．．．一一．．．．．s．．．i@1992年D．．．．．|．幽（1992．／2）［1，886］D．L．．．．．@［：18，641］2　284　，37，3331　312　，　　．．−「・　18　　　　670．．一．．■．．．．．．．18663　　，　　　　r．．．　　　8．5D．L．．．．．．．．．．「．．−．i．．．．．．1993年@　　　　．．∫坦9嬰旦）［1．757］［20．530］2　145　「39　242　　脚　　　　　．「−　　　131　1．．．＝．．．．．．1014　脚23，4548．3@　　．．．「．　　　　　　　　　　　　　　．．P994年@　　　　　（1994．12）［L437］［18．966〕2　316　P45，7921　182　P1呂　033　　11，13427759　　P9．71〜3　月i3月末）3085　764　P2　342　745　〔149　　，1，19117，21627833　　「1995年4．〜6　月i6月末〉　「．「■．．・．．．．．．　　　312黶D．．．ゴ．「「．」．　　　5．400D．一一．．．．．．．u．i2　367　744，1501，197　　．「．．．．，エニ3旦口．．26　日50　　’跡（1995年）E欄翔（1．294）@　（821）@　（252）（14，730）i20，736＞i8，684〕「．．（注）�@　ロイズ船級協会発行の資料を次のとおり使用して作成した。　　　1　1987〜1994年の年間竣工景は「World　FleeしSta口stics」より〔［］内）。　　　2　エ986年末〜1994年末の造船所手持工事船舶鼠（含＝建造中船舶、未着工船舶）は「M巳rchant　Shipbuilding　Retum」　　　　より。　　　3　1995年1〜3月期竣工量および、同期末の造船所乎待工事船舶jllは「WQ1．ld　Shlpbりildillg　Statistics　MARCH【995．「　　　　より。　　　4　1995年4〜6月期竣工≦1ヒ、同期未の造船所乎持工耶船舶≦llおよび同手持工事船舶の引渡予定は「Wor】d　Shipbuild・　　　　正ng　Sしadstics　June　1995」　より目　　�A「推定平均建造期開」〔月数）は竣工隻数（A）および建造中隻数（L）より次によひ算出した。　　　　　　　12　　　　　　　An　　　　　（Ln−L÷1＿n）／2　　�B　対象船舶には漁船および維船が含まれる。　　�C斜よ1995年6月末造船所手持工事船舶の引渡予定耳＝。2．わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持工事船舶量推移）．竣工」．1．｢造船所手持工・事船舶最年　　　度（各年度実績）輸出　船国内　船（．丁年3月末現在）輸出　船国内　船隻数『総トン隻数千総、トン隻数「「．総トン婁数一千総トン隻数千総トン隻数千総、トン1986年度2658，0051804，757853，248．．．．．．．．．．．A、明証エ書，．．133．．．．．．．．5∴2旦　　96．．．．．T．．．a鐸2　　37．．．．−．幽2、坦弓．．．．．．|．．．．．．．．．．．．．−．國．．．．．一．．．．．．u．．．r．．．．．．．．．．．．D．．．．．．．．．1987年度．1324　367　，862，547461，820（19883）l194773993，87520899．」．．．∴．．．．．．．．．．TL．．．．．．．．．．．．．脚A．．．1988年度i534　325　1．．．．{馳・@H8．．@　3　437　　　，35　　．．W88．．．．．．．．．．．．．．．．．「．幽．．（1989．3）1535，2771384　65815619．．u．一」．．．．．．．．．．．．．．．・．．．　　　　．D．．．．．．．．u．幽．．．．．．．．ゴ．．．．．．．．．．．．．．．「．．．L．．．「．・．．．．．．?D．．．／989年度1885　662　116〔｝4　771　，28．．．．．．．．．．@　　892．．．．．．．|．幽．．．．一一．．．．．．．．．．．D．．・．r．．（1990．3）224S　O832047　53420549」．．．脚D一一．．し．．．．−．．．．．．．．．．．．．．．{．」．．ゴ「．．．．．．u．・．．．．．．．．．．．．D．．．「■．L．．．．．|．．．．．．．．．．．．．．u「．．1990年度2036，3671725，333311034　P（1991．3）294．．一．．．12，243．．「．．．．　272．．．．．−．11，60622637　　r．．．．．．s．．．．．．．．．．．．．．u・ゴ．．一．．．．．．．．．．・．「．．．．．．．．．．．D．．．．．．．．1991年度2157　152　，1506，53335619（1992．3》2791．3，24725612，07323i173．．．u．．i．．．．．．．．．．．．．「■．i．r．一．．．・．．．．．．．．．．．|．．．−．．・．．、．．ヒ．．．「．．1992年度2167，7061766，4004〔｝1　306　，．．．．．．．．u幽．．．．．．．．．．ｱ■．．國．r．．．．．．．（1993．ヨ）217105931929　71325879．．．．’黶D．．．L．．．．．．．．．．D．．．．．．．一．．．．．．．．．．幽．．．．．．．．．．．．．D−．．．．r．．L．．．．　．．．．．．D．．．．「．．．」．．．．ur「「」1993年度2048，5471757　835　129712（1994．3）2489，9592238，615251343．．L．．．「．．．．．．．．．．．．．．D．．「．．．．|−・．　　．．D．．．．國．．】994年度2718　308　P2357　570　，36738（1995．3）31512　788　　，29511651　　脚20�@�A�B�C濁運輸省海上技術安全局「新造船工事状況」より作成。対象船舶はわが国の全ての造船所における建造許可船耐「竣71．二∫南は各年度における実績である。造船所手持工事船舶量は各年度末における状況である。1（総トン数2．500総トン以上又は長さ9〔〕m以上の鋼船）。せんきょう　平成7年ll月号一一＝煮鷲愛識．議．．Q．；．．齢．．．．．帖．．．伝．．油．．．．日，わが国貿易の主要貨物別輸送状況（単位　千K／T％）1ggo　l　　　iP9941994区　　　　　　　分　1991P工99219931〜34〜617〜910〜12海上貿易量A70，40474，80285，6169／，01995，34723，41224β61i22，97424，600輸日本船輸送量B4β494β835，2894，2463，646857工，025833930外国用船輸送量C28，11429，71434，40234，63236，8789，1689，4448，7449，522出霜取比率　I　B／A6．9％6．5％6．2％4．7％3．8％3．7％4．2％3．6％3．8％鞘取比率　II　（B十C）／A46．8％46．3％46．4％42．7％42．5％42．8％43．0％41．7％42．5％海上貿易量A699，099714，467699，877704，867733，088178，255177，294183，Q38194，501輸日本船輸送量B199，944196，583188β79183，557170，40143，47842，49641，15743，270外国用船輸送量C269，668308，090311，798322，628342，96682，06182，58083，20895，l18入積取比率　I　B／A28．6％27．5％26．9％26．0％23．2％24．4％24．0％22．5％22．2％積取比率　II　（B＋C）／A67．2％70．6％71．5％71．8％70．0％70．4％70．5％67．9％71．2％海上貿易量A409．4S5421，801397，312403，154414，17095，976104，726102β46110，522貨物日本船輸送量B108，工84105，764101，97693，75387，52822，55工21，74221，97221，263船外国用船輸送量C165，337190，128179，088190，256207，30446，21249，84250，97560，275積積取比率　I　B／Aﾏ取比率　11　（B十C）ノA26．4％U6．8％25．1％V0．1％25．7％V0．7％23．3％V0．4％21．1％A1．2％23．5％V1．6％20．8％U8．4％ll：1髭119．2％V3．8％う海上貿易量A124β40126，950113，635114，484116，09026，75429，45328，67831，205ち日本船輸送量B52，25852，90049，97146，63846，91613，44411，09511，48210，895鉄外国用船輸送量C37β6845，08036，08743，80946，7739，087ll，97511，50814，204鉱積取比率　1　B／A41．9％41．7％44．0％40．7％40．4％50．3％37．7％40．0％34．9％石積取比率　II　（B＋C）／A71．8％77．2％75．7％79．0％80．7％84．2％78．3％80．2％80．4％》海上貿易量A107，492111，618111，／62113β961／7，13326，50729，25328，93232，442つ日本船輸送量B43β3941，98542，34338，99933，586ア，3948，7548，8128，626ち石外国用船輸送量C45，98856，35956，79662，40175，14316，78416，69318，21523，452炭坐骨比率　I　B／A40．8％37．6％38．1％34．2％28．7％27．9％29．9％30．5％26．6％只取比率　II　（B十C）／A83．6％88．1％89．2％89．0％92．8％91．2％87．0％93．4％98．9％，海上貿易量A39，51539，73038β2738，21538，5328，91810，0799，7509，785フ日本船輸送量B5，0334，3／33，6142，7422，308507636548617ち木外国用船輸送量C27，80730，06130，11529，13729，6086，7427，4307，5317，904材積取比率　I　　B／Aｹ取比率　II　（B＋C）／A12．7％W3．1％10．9％W6．5％、1：1髭i7．2％W3．4％6．0％W2．8％5．7％W／．3％6．3％W0．0％5．6％W2．9％6．3％W7．1％海上貿易量A289，614292，665302，565301，713318，91782，27972，56780，09283，979油日本船輸送量B91，75990β1986，40289，80482，87320，92720，75419，18622，007送船外国用船輸送量C104，332117，962三32，710／32，372135，66335β4932，73832β3434，842積積翠比率　I　B／A?謾范ｦ　II　（B＋C＞〆A31．7％U7．7％3王．0％VL3％28．6％V2．4％29．8％V3．6％26．O％U8．5％25．4％U9．o％28．6％V3．7％ll：繍26．2％U7．7％7海上貿易量A195，517204，6542／4，928219，042231，95059，95052，22557，345．62，430フ日本船輸送量B75，54774，73471，80675，35267，91117，20117，44015，23918，03／ち原外国用船輸送量C89，240100β76118，680118，3／0120，91832，47329，12028，25131，074積取比率　I　BIA38．6％36．5％33．4％34．4％29．3％28．7％33．4％26．6％28．9％油積取比率　　II　（B＋C）／A84．3％85．8％88．6％88．4％8／．4％82．9％892％75β％78．7％（注）�@運輸省資料による、�A年別は暦年。�B石油製品にはLPG、　LNGを含む。�C手取比率1…日本籍船積取比率　　積取比率II…日本曳船＋外国用船積取比率4，日本船の輸出入別・船種別運賃収入（単位　百万円）／994区　　分1989199G19911992199319941〜34〜67〜910〜12輸茱轟進出油長船45，326V6，576@2，520P24，42138，998U9，318@2、433P1D，74938，587U2，295@2．551P03，43353，413T1，653@2，187P07，25539，494S2，404P，701W3，59931，370R！，243P，694U4，3077，364W，757@　479P6，5998，／83V，063@　471P5，7177，930V，062@　368P5，3607，893W，362@　377P6，631輸茱轟聡入就眠49，353Q00，600P64，807S14，76G46，598P83，899P62，382R92，B7946，711P70，031P62，525R79，26651，246P55，870P48，115R55，23237，092P29，454P45，499R／2，04534，454P09，084P34，167Q77，7G48，661Q9，319R4，662V2，6畦28，786Q9，267R2，l12VQ，1658，50SQ5β89R2，388U6，2858，498Q5，／09　　　−35，00bU8，613＝定期船�華49，008Q9，304W，747W7，05949，830Q3，801W，504W2，13556，600Q6，955X，052X2，60669，040Q2，362T，499X6，90250，674H5，914V，599V4，18645，143P3，361S，351U2，85610，／87R，247@　904P4，33811，185S，675Pβ01P7，162ll，958Q，722P，158P5，83711，814Q，716@　989P5，5工9合計定期船s定期船�送船@　計143，687R06，480P76，074U26，240135，426Q77，018P73，319T85，763141，897Q59，281P74，128T75，306173，700Q29，886P55，803T59，390127，259P87，772P54，799S69，830110，967P53，688P4D，212S04，86826，212S1，323R6，044P03，58028，154S1，006R3，8S3P03，04428，396R5，172R3，914X7，48228，205R6，187R6，371P00，763（注）�@運輸省資料による。�A年別は暦年。�B外国船は含まない。図せんきょう　平成7年11月号」臓貫欝蒸論諜、．澱畷．．．二驚．難庶碧1難一．織り　・5．わが国貿易額の推移（単位　磁4、叢慰認、灘、百万ドル）年　月輸　出輸　入入ω出超前年比・前年同期比（％｝（FOB）（CIF）輸　出輸　入1980129807　　　，140528　　　，▲10721　　　　，26．027．01985175，638129539　　　「46，D993．2▲　　5．ユ1991314，525236737　　　，77789　　，9．60．81992339650　　　，233021　　　，106，6288．O▲　　1．61993360872　　　，240551　　　，120318　　　，6．23．21994395537　　　，274，36812／，1619．614．11994年10月34，63825374　　，9，26410．424．21134440　　，25，8888，55221．223．21237，74324710　　，13，03215．224．61995年1月27工90　　，24383　　，2807　74．722．3235237　　，23943　　，11，29319．128．1342592　　，28，72013871　　，16．626．8440059　　729，17010，88921．733．6535537　　，28549　　脚6，98826．432．26　　i40155　　，28502　　，11，65319．／27．37138070　　，28635　　脚9・434i10．428．8835241　　，29306　　，5・935112．616．1938703　　，27，39711．30617．o13．2（注）　通関統計による。無馬凝　　　　酬咋6．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）年　月講平均最高値最安値1985238．54200．50263．401989137．96124．10／50．351990144．81124．30／60．101991134．55126．35！41．801992126．62l19．15134．751993111．19100．50125．7519941022496．45／09．001994・年11月97．9696．4598．9212100．1398．95100．551995年1月99．7598．55101．05298．2496．6099．68390．7988．2596．55483．6780．3087．20585．1082．2587．35684．5383．8085．40787．2284．6088．75894．5588．0599．109100．4997．20104．2510100．6599．70101．807．不定期船自由市場の成約状況（単位＝千MIT）区分航海用船定期用船△　　計連続航海シングル（品　目別内　’訳）年次口航　　海穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料．その他TripPeriod1989119，7083，373116β3544β2921，93638，4481，0工83，3266，814164103，81524，1611ggo132，2653，G91工29」7443，61332，04343，6268〔ト54，7164，17319890，98014，3261991127，0952，462工24，63335，02234，53844，5547613，5195，0431，196102177525，1311992196β1216，996179，31654，71954，73161，／975763，0644，023LOO687，73516，5301993172，7688，470164，29856，03342，16959，／674〔1魯2，3533，357811108，54626，0031994180，97811，264169，71444，99344，25／68，2992，6343，4774，4301，630176，40746，8761995　113，64327013，373生2083，8694，5882622321615311β805，336212，58241012，1724，0712，7184，7／7642832318813，7734，5863工4，43059513，8353，9373，9605，50030573005117，1817，82345工亀973P4，687　15P，347ユ0，958P3，3402549R，2963，273S，2704，663S，94998Q3041P37311S4323P515β95P5，5195，345S，6186713，479P4β80　0Q6013，479P4，6203，188Rβ173，901T，5435，716S，80535H72174S6430U2935P0811，552P4」932，070R，696814，56944014，1294，2394，2144，764／6423633917310，8105，047915590255工5，3355，0524，2905，2803G工52450811工，8175，067（注）�@マリタイムoリサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。せんぎょう　平成7年11月号原論1ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米〕501田ペルシャ湾／日本／ooLOO　　「@　1Ol欠j！fザf、　l戟@IIl　　ll　l　七　1　　　汽’　　　　、，、’、　、　　、50　！rノV　、、1、ノ5D　　馳xルンヤ湾／欧米’、11oo巴go・．年．；　　　更唾賦罵qg2鴨93巴叫、呪も〔ドル｝45353D25〜o15105o穀物（ガルフ／口本・北米酉岸／日本・ガルフ／西欧1万ル7／日本L／カルフ／西欧ノ〕　、LL、　　　　〆A　一／M、　　　　，、　、　　　　r’　＼　　へ@　　＼@　　　＼　　／@／@／P＼北示西皐／日本@　日」111　　　　　　　　　　　　1モ帆D：笄．P�_恥、、蛉21臼ヨコ櫓9・」円3b〔ドル）‘5範352515105o〔日，原油〔ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾／日本ペルシヤ湾／欧米月次199319941995199319941995最高最低最高最低最高最低最高最低最高最低最高1最低158．0049．0042．5032．OO60．0054．5057．5046．5037．5030．0050．0047．50253．0047．5039．053L2555．5049．5045．0042．5035．0030．0049．004／．00350．OD41．5046．0037．5056．0051．0050．0037．5046．0032．5047．5042．50446．0044．0038．5031．8047．5044．5047．5040．00徽．00．，，3脚045．0040．00546．0038．0037．0σ35．0047．5042．5042．5037．5034，50．．30．0045．0040．00653．0038．0044．5σ32．0072．5054．0048．5036．0042．5030．0057．5045．00764．OO59．5053．5039．5073．oo63．5056．2545．0047．503B．oo67．5D55．00847．5040．5060．0σ44．0073．0063．5047．5039．00囲騨5038．0059．0055．00955．0042．0051．5040．0072．5060．0045．0038．5042．5035．0058．0042．501050．0042．0555．5048．0053．7550．5045．0039．0547．5σ37．5050．0042．50王146．0540．0055．0σ47．5042．0537．0557．5045．00工243．0534．QQ58．QO48．5040．0034．GO5G．oo45．00（注）�@日本郵船調査部資料による。�A単位はワールドスケールレート。　　�Cグラフの値はいずれも最高値。�B吟ずれも20万DIW以上の船舶によるもの。（．9．穀物〔ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単｛立　ドノレ）ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ．／西欧月次199419951994199519941995最高　　最低最高　　最低　　　　　　　．最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低123456　78910111223．50　2D．65Q1．50　／9．50P9，30　18．25P9，80　工9，25Q4．25　22，50Q3．30　2025Q5，00　21．50Q6．00　21，50Q5．00　22．20Q8．5Q　25．QOR0．75　26．00R3．80　29．7533．00　29．00R2．50　31，00R7．50　32，00R7，00　33．OOR8．00　32．00R4．75　3LOOR2．50　31．50R4．50　32．50R3．50　32．00R3．QO　25，25　　　一@　12，00P／．75　11，70@　　＝　　　一@　　＝　　　一P5．5Q　14，75P6．00　15．75　　　一　　　一@　17．65Q0．50　18．60P8．60　18，40@　／9．75P8．75　18．50P8．50　18，00P9．50　18．60P8，65　18．50P8．50　17．75／0．25　　9．10X．30　　8．60W，45　　8．00@　1025@　12．00P0．50　　9，87P1．50　10．25P1，75　10．65P5，68　11．OOC／4．25　12．9CP7．00　13．50P7．00　16，5017．25　16．00P5，40　15，25P9，00　’．15．25@　19，00D／8．75　17．50H5．OO　13，6D　幽15．50　13．50@　16．50P7，50　．15．10P5．GG　U、GG（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも5万DIW以上8万D〆W未満の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。　　　　　　　　．せんぎょう．平成7年1工月号、淋、＿　囁漁撤轍難；驚オご矯r三．．．潮L．蕊灘蕪憲繍無．，．λ．瀞　　撫漁．臓識．．ホ懸．・・　．L�u．’p．lFル125〜D15105o石炭いンプトンローズ／口劇・鉄鉱石1ツバロン／日本・ツバロン／酉脚1〆γトンロース．／日本）　石瑳i：ハ^一凹　　　　　　『＼「一へ　　　　　　　　　　　＼求f∀雲斗。ン、�梶@　「v@「n1f　’^＼＼　一、　　　　、　　　　’＼@　〆@／^　ノΨ鋲鉱石｛ツバPン／歌州｝………i看．　　二r　　i＝　　1199D陣，　　　19911弱21脇ヨ13941舶5こドル，25　4田2D1510さ3DO250200r501oo50o　　　o蓮賃指数へP「「「ト1111’タ御．｝@’　1　　’しlE1へ1覧L’＼@’」〆ア’一@プ．子・．　　　∠A　　　1k、、、　　＼m八■1ゾ、@　k蟹　　　’　，秩_／、　1＼》小字@　　　　／｢／〜　／1　　〆kL協へ’臼。卑監」、、，、、　　　　1@、》へ／V》　　＼ノ　へ1／、ノ　VLCCd1990「年｝199119921弱319941鴨54003ゆq2脇20ぴ軍田1DD5qも10．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位　ドル）」ハンプトンローズ／日本（石炭）ツバロン〆日本（鉄鉱石）ツバロン／西欧（鉄鉱石）月次1994／9951994／99519941995最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低19．45一8．80工4．204．35　29．25一7．7013．754．968．oo3一18．50一13．505．60　　4、5011．25　　9．804　　＝一一9．25　　7，9013．906．25　　5．558．705　i6　　i　　　13．／0　　12．40@　一二　1D．30X．50　　9．10＝6．50　　5．75T．75　　5、308．25　　7．75V．45　　7．10712．10一11．10一5．007．508一18．2511．40　　10、85『6．008，50　　7．50913．50一11．OO　　10，30一一一1015．80　一一10．50　　8、00一ll一13．459．35　　8．4012一12．75　　11，759．25（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも／0万D／W以」＝15万DIW未満の船舶によるもの。　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。．〕．11．タンカー運賃指数タンカ一　　運賃指数月次199319941995VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・C152298．3138．6162．6工93．237．69Q．6133．716L92U．75L61／5．6176．2玉84．325Q．525L494．9130．1167．4181．634．288．8144．2171．D221．353．4105．3154．9169．6226．4344．998．1126．5171．7169．237．1呂8、／130．8175．2219．248．098．7145．6162．9215．7445．298．2B2．2187．6167．837．988．2125．7171．7203．550．3101．2141．6／59」214．9542．593．1141．2192．8153．736．693．6124．5169．1199．444．994．8139．9175．5187．4639．7101．3153．8177．3170．134．288．6125．9175．6183．144．9101．0144．5217．4210．9745．910L9uo．7184．216L937．39L5129．7185．4188．556．295ユ147．2242．4217．6852．189．4122．9184．1167．245．788．7／23．9199．王181．963．2107．8144．6214．3212．8941．578．4110．8160．9171．947．893．1133．8201．7／86．463．7106．5147．6王9L7203．710P142．3S2．5ll：言i118．9P25．8154．OP52．7175．7P86．344．6S8．296．6P02．1142．．2P53．4．200．2P88β196．4P99．31241．293．2120．4159．3210．247．5117．6．173．1209．4214．9平均45ユ93．4Bo．2171．2175．749．894．G口36．7184ユ200．5（注）�@ロイズ・オ．ブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シツビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年U月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　　指数の発日様式が87年LO月よワ次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　�CVLCC＝15万1000トン（15万トン）　　　以．L�M中型＝7万1000〜15万トン（6万〜15万トン）◎小型：3万6000〜7万トン（3万〜6万トン）∈）H・D　　　＝ハンディ・ダーティ＝3万50〔X〕トン〔3万トン）未満　�羽・C一ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。せんきょう　平成7年11月号彫筆　　蝦鰻離嘘竈齢　脚醐灘蟻羅雛三藷薫．際．驚驚：驚三之二L、羅寒症惹．黒認こ蕉，｝灘ぞ＝黙…筆」灘ヌ羅欝；纂署；罰4冊あ。鱒02502冊隠o10050o1醤甥胎定期用胎馬指該ﾋ離調射＿　　　鴨！　　1^一／〆、A　　　�d．　　　　一v（’　　　　　噛〜＿　r、ﾝ物船航潟用佑二丁取o1965．1〜1晒6、5；監00，「　　　�d�`E1ggD．1箪：．199119ヨ〜19931994事弱5弓うD　lOGO　万D〆財4船350ヨoo25020D191G，5DD既。‘．沁2ひ9O　　　o円臼ぴ．1年：．1冊11弱2ヨ993「99419951000．万。〆渦：8じD5σD4じD2aO（12．貨物船用船料指数月次貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数199Q19911992工9931994／995199G／99119921993199419951204．3215．0208．0194．O1S9．0234．0349．1306．4343．0323．O327．0358．O2208．3198．0202．0192．口／85．0227．0356．5318．O326．0326．O320．0358．U3203．3工99．0195．0191．0B5．0229．O357．6325．0　1320．O327．0324．0366．O4176．4207．0192．O王94．01∋8．0243．02呂8、7335jjL300．0356．Q310．Q3？7．o5202．9205．0191．O195．01∋1．0245．0343．3344．0302．0366．0318．0402．06197．9205．0195．O209．o138．0239．0353．5342．030LO319．0334．0390．07191．4208．0190．0206．01．，8．023U．0343．7349．0295．0335．0320．O426．0819G．o2G6．G玉91．o工94．o2伽2．O2／8．0325．O342．o288．O345．0360．O39LO9197．0206．0／91．0196．021〕8．0220．0328．3318．0293．O328．0349．O364．010195．0205．019LO188．0212．01329．5325．0301．0351．0333．0U197．0206．0193．0196．0212．0；322．8335．0289，0　i372．0363．012199．0208．0196．0200．02工9．03L1．4　i349．Q300．o349．o367．0平均196．9205．7194．6196．3199．8334．11332．4304．8341．5335．4（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年U月に合併）�A航海用船料指数は1965．7〜1966．6…lOO定期用船料指数　　　1ま1971＝1000〔13．係船船腹量の推移19931994　　　　　　　　　11995月次貨物船タンカー貨物船　　1タンカー　　1賃物船　　iタンカー蔓数千G／T千DIW隻数千GIT千DIWト隻数千GIT千D〆Wl隻数千GIT千D〆Wl隻数千GIT千D〆Wl隻数千G！T千D〆W工　23452，3283，048R482，4293，154904，2828，395X44，0837，9813292．4763，203R102，3333，017　　　　　　　　　1X12・9755・5561802，6565，0212892，3993，238Q882，2903，017652，1954，工34U82，4724，71033502，4813，204973，8727，5653／22β043，000842，8135，3262842．2812，999672，2344，219433／2，3172，988923，7377，2853032，／982，80呂812，5344，7492712，／512，857662，2054，12753242，2522，982963β566，40829／2，1582，816822，6014，9012712，2673，B6611，9333，45963i72，2322，954933，1796，D542882．11S　2，825852，3004，2152722．2573，093662，1883，56273132，2172，9971003，4566，5892932，1932，999862，6445，0752692，1202，916661，9813，51583152，1742，906983，3276，3082822，2723，136882，6885，1712732，1542，954671，8933，34193152，2483，0691063，3166，2792782，2443，077852，3334，4122652，UO　2，89968／，7573，0851o3132，2503，0411033，2876，2182932，2883，115842，5264，6912742，1782，920681β703，165113202，2932，975983，2196，0522972，3493，210732，2044，040123332，5143，273943，0505，6422942，4463，315661，9703，652（注）　ロイズ・オフ�`ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。せんぎょう　平成7年ll月号己蕊訟．濡．∫．る黒瓢よ：：1≧；：怨．ζ：嘉黛謡撚撚勝磁擬鰻躍噸灘蕪麟璽スクラップ船腹嶋D鋤。200100口1　一i　】1｛貨物総@＼覚ンカーY柵臥、！　　llll　　liII　　　ll@　ll@【　llhハ　　ロ　　ρ1｝μ《　　　　　レ1　　1’　へ　戸m〜　　￥1　1HI　　l　　「A　i　F　「i’LL1幽幽．：牢無　　　　　1991199Z1993199司1弱540D30020q100o14，スクラップ船腹量の推移199319941995月次乾貨物船タンカー乾貨物船タンカー乾貨物船タンカー隻数千G／T千DIW隻数千G〆T千DIW隻数千GIT千D！W隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千G／T千D〆W134　　392　　71015　　6991，41220　　ユ85　　3428　　226　　43928　　329　　45910　　390　　769245　　423　　74415　　430　　84340　　8131，45411　　468　　94140　　594　　9687　　382　　7983　4［D647　　499　　897R1　　504　　901R9　　310　　529Q7　　360　　60920　　541．1．043X　　392　　747P8　　7741，602P5　　641　1．21860　　8431，562S9　　715　1．2S4R6　　530　　927SD　　422　　76S24　1，0792，122P8　　469　　912P4　　53旦1，057P2　　6611．35151　　426　　602Q7　　433　　751S2　　458　　792Q1　　219　　35211　　6431，313P1　　700　1，392P8　1．2322，473W　　362　　694719　　227　　43812　　6491，27434　　383　　6758　　52旦1，01631　　498　73013　　290　　532841　　441　　77413　　420　　83259　　7511，2457　　339　　70292D　　l70　　2628　　101　　16924　　141　　210lO　　5951，166lo13　　1D7　　13S9　　354　　67332　　475　　79510　　413　　798ll60　　505　　85413　　512　1』4033　　371　　61714　　7001、4工81214　　169　　29210　　6001、25925　　286　　46415　1，138　2，345計390　4，1077，148157　6，10311，5724525．91510β531151　7，14614，267（注）�@ブレーメン海運経済研究所発表によ　　　　　　　　　　　　　　　　る。�A300G／T　30GDIW以上の船舶。�B乾貨物船は兼用船、撒積船、一般貨物船、コンテナ船、客船が含まれる。末尾の計が合わない場合がある。�CタンカーにはLNG／LPG船および化学薬品船を含む。�D四捨五入の関係でL「海運統計」欄の各種資料の掲載は下記のとおりとなっています。統計資料名　1　世界船腹量の推移　2　日本商船船腹量の推移　3　わが国外航船腹量の推移　4　世界の商用船建造状況　5　わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持　　工事船舶量推移　6　世界の主要品目別海上荷動き量　7　わが国の主要品目別海上荷動き量08　わが国貿易額の推移09　対米ドル円相場の推移0／0　不定期船自由市場の成約状況011　主要航路の成約運賃（原油）12P3P4P5P6P7P8P9Q0Q1Q2Q3000000主要航路の成約運賃（穀物）主要航路の成約運賃（石炭・鉄鉱石）タンカー運賃指数貨物船用船料指数係船船腹量の推移スクラップ船腹量の推移わが国貿易の主要貨物別輸送状況口本船の輸出入別・船種別運賃収入内航船の船腹量国内輸送機関別輸送状況内航海運の主要品目別輸送実績内航燃料油価格・○印の10項目については毎月掲載、その他の項目は適宜掲載している。せんきょう　平成7年11月号　政治家の行動をめぐっては、しばしば、紙面上に於て、公人または私人としての行動かが問われる。例えば、靖国神社に国会議員が参拝する際に、マスコミから発せられる質問にこのような表現が用いられる。　過去に砂てこの種論議が起きる度に、私は、公的肩書きを持つ人が、その行動が公人のものか私人のものか問われれば、ほとんど例外もなく公人による行動と理解した。多くの人も漠然とそのように考えてはいるのではないかと想像していた。何故その様に理解していたのか、整理した文章に最近出編．集後記会った。週刊東洋経済10月7日号視点の石川好氏の一文である。要約すれば、公人とは、収入を税金から得ている人。公人の仕事態度はおろか、生活態度までが、私人のそれ以上に世間からうるさく言われるのは、収入が税金によって賄われているからである。逆に言えば、私人として行動するのであれば、公人として認められている特典を、行動の際には一切返上してする覚悟が必要であろう。即ち、前述の例で言えば、私人として参拝したり、旅行する場合等は、その問の給料を時間割で返上する。公用車や警備員、SP等を同行させない等、税金で賄われるサービス等々は一切受けない。こうした用意をせずに、普段通りの延長上で公人が行う行動の総ては、公人の行動だと石川氏の一文を理解した。私も同様に考えている訳です。読者の皆様は如何に考えるでしょうか。川崎汽船．情報広報室長　　　　江口　宏昭｛せんきょう11月号　No．424（Vol．36　No．8）　　　発行◆平成7年11月20日　　　創刊◆昭和35年8月10日　　発行所◆社団法人　日本船主協会　　　　　　〒1D2東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル｝　　　　　　TEL．ω3）3264−71B1　〔訂司査広報部）編集・発行入◆植　松　英　明　　　製作◆大洋印刷産業株式会社定価◆40り円〔消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している｝せんぎょう　平成7年11月号云会社名：�潟}リテックマネージメント　　　　（英文名）MAR［・TECH　MANAGEMENT　INC・代表者（繍・氏名）・購健長山口健本社所在地1東京郡大田区大森北1−2−3大森案海ビ1レ資本金：6m百万円創立年月日119日9年6月1日従業員数：海上273名　陸上19名　計292名当協会会員は152社。（平成7年口月現在）、拶塗MA罐鳳圏τE（二H所酬慨（愈・近海・綱管理船状況遠洋・近海・沿海1隻一隻29，439％一％11，961％・一％〕．主たる配船先；豪州、北米、中近東事業腰、当社は、躰郵船のグループの項として洞北への　　　　　貸船およびタンカー、自動車船、鉱石船等の船舶管運　　　　　を主業務としているσ憂’9，／Dρ会社名：マル八�梶i英文名）MARUHA　CORpORAT〕ON所有船状況遠洋・近海・沿海一隻一％一％　　　　　（ﾇ理船状況；轡）・近海’沿海r田隻劉10、00膨現訓、OOD×主たる配船先：北米、南米、欧州、アプリ力事業糠当社は、鑓蝶部により、約BO隻のリーフ死確　　　　　航し、世界各地で顛類果実、嫉などの運捌こ従　　　　　事している。このほか、トロール・まぐろはえなわ、　　　　　まきあみなどの各漁船13隻を所有している。96年から、7月20日が国民の祝日「海の日」こなります。・・Jr灘難険『殿（へ�j

